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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1)連結経営指標等

回次 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期

決算年月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月

売上高 （百万円） 109,639 109,327 129,294 135,627 149,370

経常利益 （百万円） 6,647 5,629 7,743 12,252 12,717

親会社株主に帰属する当期

純利益
（百万円） 4,539 3,790 5,054 8,217 9,328

包括利益 （百万円） 4,458 3,971 6,558 7,971 11,914

純資産額 （百万円） 45,533 47,872 52,170 57,880 65,486

総資産額 （百万円） 93,100 116,082 122,118 130,836 142,464

１株当たり純資産額 （円） 974.37 1,031.02 1,118.53 1,237.94 1,398.68

１株当たり当期純利益金額 （円） 97.26 81.40 108.56 175.92 199.33

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 48.9 41.2 42.7 44.2 46.0

自己資本利益率 （％） 10.3 8.1 10.1 14.9 15.1

株価収益率 （倍） 6.0 8.0 9.8 8.4 13.5

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） 2,599 △16,708 15,944 15,952 △17,473

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △1,150 △1,956 △1,918 △807 △506

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △1,970 18,060 △12,219 △4,206 5,243

現金及び現金同等物の期末

残高
（百万円） 9,947 9,347 11,163 22,100 9,343

従業員数
（人）

1,684 1,653 1,687 1,615 1,624

〔外、平均臨時雇用人員〕 〔229〕 〔204〕 〔152〕 〔143〕 〔158〕

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額は、普通株式によるものです。

３．当社は「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入しております。当該信託が保有する当社株式については、自己株式とし

て計上しております。１株当たり当期純利益金額の算定上、「普通株式の期中平均株式数」の計算において控

除する自己株式数に含めております。
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(2)提出会社の経営指標等

回次 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期

決算年月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月

売上高 （百万円） 98,628 97,724 116,099 121,830 139,161

経常利益 （百万円） 5,971 4,508 6,525 10,347 11,063

当期純利益 （百万円） 4,128 3,122 4,326 7,273 8,494

資本金 （百万円） 4,218 4,218 4,218 4,218 4,218

発行済株式総数 （千株） 47,486 47,486 47,486 47,486 47,486

純資産額 （百万円） 40,191 41,806 44,661 49,251 54,927

総資産額 （百万円） 82,695 105,236 109,352 117,926 129,254

１株当たり純資産額 （円） 860.06 900.38 957.54 1,053.39 1,173.17

１株当たり配当額 （円）      

普通株式  30.00 33.00 44.00 72.00 120.00

(内１株当たり中間配当額)  (－) (－) (17.00) (22.00) (40.00)

１株当たり当期純利益金額 （円） 88.46 67.06 92.91 155.70 181.51

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 48.6 39.7 40.8 41.8 42.5

自己資本利益率 （％） 10.7 7.6 10.0 15.5 16.3

株価収益率 （倍） 6.6 9.8 11.4 9.5 14.8

配当性向 （％） 33.9 49.2 47.4 46.2 66.1

従業員数
（人）

1,105 1,110 1,144 1,155 1,156

〔外、平均臨時雇用人員〕 〔207〕 〔185〕 〔134〕 〔125〕 〔143〕

株主総利回り （％） 91.4 106.5 173.4 245.3 444.9

(比較指標：

ＴＯＰＩＸ配当込)
（％） (102.0) (107.9) (152.5) (150.2) (202.2)

最高株価 （円） 689 691 1,088 1,572 3,535

最低株価 （円） 584 548 648 842 1,266

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額は、普通株式によるものです。

３．当社は「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入しております。当該信託が保有する当社株式については、自己株式とし

て計上しております。１株当たり当期純利益金額の算定上、「普通株式の期中平均株式数」の計算において控

除する自己株式数に含めております。

４．最高株価及び最低株価は、2022年４月４日より東京証券取引所プライム市場におけるものであり、それ以前は

東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。

５．第78期の１株当たり配当額120.00円のうち、期末配当額80.00円については、2026年６月22日開催予定の定時

株主総会の決議事項となっております。
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２【沿革】

1952年３月 東日本重工業株式会社（現三菱重工業株式会社）が数年に亘り試作、研究を行なってきたプレスト

レスト・コンクリート製品の製造を本格的に企業化するため、同社七尾造船所の諸施設及び従業員

を引継ぎ同社の現物出資40,000千円とその他より10,000千円の現金出資を得てピー・エス・コンク

リート株式会社を設立し、東京都千代田区に本社、石川県七尾市に七尾工場設置

1962年６月 東京証券取引所市場第二部に当社株式を上場

1980年10月 建設用資機材の製造・販売を目的とする関係会社、株式会社秦野製作所を設立

1984年10月 損害保険代理業の関係会社、有限会社大菱（1994年株式会社大菱に組織変更）を設立

1987年７月 土木建築構造物の設計、施工管理及び工事の請負を目的とする関係会社、新栄エンジニアリング株

式会社を設立

1989年11月 インドネシア共和国にコンクリート二次製品の製造販売を目的とする関係会社、PT．Komponindo

Betonjayaを設立

1991年４月 不動産の所有賃貸業を目的とする銭函土地有限会社を買収

1991年８月 土木建築構造物の維持・補修を目的とする関係会社、株式会社ニューテックを設立

1991年10月 社名をピー・エス・コンクリート株式会社から株式会社ピー・エスに変更

1996年９月 東京証券取引所市場第一部に当社株式を上場

1999年10月 土木建設用機器の運用管理等を目的とする関係会社、株式会社ピーエス機工を設立

2002年10月 三菱建設株式会社と合併、社名を株式会社ピー・エスから株式会社ピーエス三菱に変更

合併により康和建設株式会社、菱建商事株式会社、菱建基礎株式会社他１社を関係会社として承継

2002年12月 本社・東京土木支店及び東京建築支店を東京都中央区銀座に移転

2003年１月 関係会社である銭函土地有限会社と合併

2003年４月 関係会社である菱建商事株式会社は同社を存続会社として関係会社である株式会社大菱と合併

2004年７月 ベトナム社会主義共和国にコンクリート二次製品の製造販売を目的とする関係会社、VINA-　　　

PSMC PRECAST CONCRETE JOINT VENTURE COMPANY（現VINA-PSMC Precast Concrete Company

Limited）を設立

2006年12月 本社・東京土木支店及び東京建築支店を東京都中央区晴海に移転

2007年10月 北上、茨城、滋賀、兵庫、水島他１工場において営むＰＣ（プレストレスト・コンクリート）製品

の製造・販売等事業を分社化し、新設したピー・エス・コンクリート株式会社に承継

2007年10月 関係会社である株式会社ニューテックは同社を存続会社として関係会社である康和建設株式会社、

新栄エンジニアリング株式会社と合併、社名を株式会社ニューテック康和に変更

2008年４月 関係会社である株式会社ピーエス機工は同社を存続会社として関係会社である株式会社秦野製作所

と合併、社名を株式会社ピーエスケーに変更

2012年５月 インドネシア共和国にコンクリート二次製品の製造販売を目的とする関係会社、PT.Wijaya Karya

Komponen Betonを設立

2016年８月 関係会社である株式会社ニューテック康和が、土木建築工事の請負等を目的とする関係会社、株式

会社亀田組を子会社化

2022年４月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所の市場第一部からプライム市場に移行

2023年７月 本社・東京土木支店及び東京建築支店を東京都港区東新橋に移転

2023年12月 大成建設株式会社が当社株式の50.2％を取得し、当社の親会社となる

2024年２月 関係会社である株式会社ピーエスケーが、ＰＣ工事向けコンクリート二次製品用鋼製型枠及び架設

機材の設計・製作を目的とする、株式会社東葉製作所を子会社化

2024年７月 社名を株式会社ピーエス三菱からピーエス・コンストラクション株式会社に変更

 

（注）2026年４月１日付で、当社はピー・エス・コンクリート株式会社を吸収合併しております。
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３【事業の内容】

当社グループは、当社、子会社８社、関連会社２社で構成され、土木事業、建築事業、関係会社事業、その他事業を

主な事業の内容としております。また、当社グループは、大成建設グループに属しております。

なお、当連結会計年度より、報告セグメントを従来の「土木事業」、「建築事業」、「製造事業」、「その他兼業事

業」の４区分から、「土木事業」、「建築事業」、「関係会社事業」、「その他事業」の４区分に変更しております。

当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

次の４部門は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメントの区分

と同一であります。

土 木 事 業 当社はプレストレスト・コンクリート（ＰＣ※）工事、その他一般土木工事の請負等及び

ＰＣ製品等の製造販売を営んでおります。

 　親会社である大成建設株式会社から土木工事等の発注を受け施工協力を行っています。

建 築 事 業 当社はプレストレスト・コンクリート工事、その他一般建築工事の請負等及びＰＣ製品等の

製造販売を営んでおります。

親会社である大成建設株式会社から建築工事等の発注を受け施工協力を行っています。

 

関 係 会 社 事 業 当社の連結子会社が行っている事業であります。

 

そ の 他 事 業 当社は不動産の販売・賃貸及び仲介を営んでおります。

  

※プレストレスト・コンクリート（ＰＣ）とは、あらかじめ応力を与えることで、一般的にコンクリートの最大の

弱点とされる引張力に対する耐性を強化したコンクリートを指します。

 

以上について事業系統図を示すと次のとおりであります。

（注）１.関係会社の一部は複数の事業を行っており、上記区分は代表的な事業内容により記載しております。

２.当社は2026年４月１日付でピー・エス・コンクリート株式会社を吸収合併しております。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容

議決権の所
有割合又は
被所有割合
（％）

関係内容

（親会社）      

大成建設株式会社
（注）２

東京都
新宿区

122,742 建設事業等
被所有

50.2

同社の執行役員が当社の役員を兼任しておりま
す。
建設工事の請負等をしております。

（連結子会社）      

株式会社ニューテック康和
東京都

北区
90

関係会社事業

（工事請負）
100

役員を派遣しております。

補修工事及び舗装工事を発注しております。

株式会社ピーエスケー
東京都

中央区
90

関係会社事業

（機器賃貸・資材

販売）

100

役員を派遣しております。

資材等を仕入れております。

土木建築用機材を賃借しております。

設備及び土地の賃貸を行っております。

PT．Komponindo Betonjaya

インドネ

シア　

ジャカル

タ

百万

ルピア

17,830

関係会社事業

（製造販売）
99.9 役員を派遣しております。

菱建商事株式会社
東京都

北区
50

関係会社事業

（損害保険代理・

不動産管理等）

100

役員を派遣しております。

建築工事を発注しております。

材料等を仕入れております。

菱建基礎株式会社
東京都

豊島区
50

関係会社事業

（工事請負）
100

役員を派遣しております。

基礎工事を発注しております。

設備及び土地の賃貸を行っております。

ピー・エス・コンクリート株式

会社（注）３

東京都

千代田区
90

関係会社事業

（製造販売）
100

役員を派遣しております。

コンクリート製品を仕入れております。

設備及び土地の賃貸を行っております。

株式会社亀田組

（注）４

大阪府

大阪市
40

関係会社事業

（工事請負）

100

（100)

役員を派遣しております。

土木工事を発注しております。

（持分法適用関連会社）      

VINA-PSMC Precast Concrete

Company Limited

ベトナム

ロンアン

千

ＵＳドル

2,580

関係会社事業

（製造販売）
30

役員を派遣しております。

コンクリート製品を仕入れております。

PT.Wijaya Karya Komponen

Beton

インドネ

シア　

ジャカル

タ

百万

ルピア

93,500

関係会社事業

（製造販売）
49

役員を派遣しております。

技術指導を行っております。

（注）１．連結子会社及び持分法適用関連会社の「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．有価証券報告書を提出しております。

３．当社は2026年４月１日付でピー・エス・コンクリート株式会社を吸収合併しております。

４．議決権の所有割合の（　）内は間接所有割合で内数であります。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社グループが判断したものであります。

 

　(1) 会社の経営の基本方針

　当社グループは、「人と自然が調和する豊かな環境づくりに貢献する」ことを基本理念に掲げ、社会基盤、産業

基盤などの社会資本の形成に貢献しております。また、地球環境保全のため自然資本保護を重視した事業活動に積

極的に取り組むとともに、常に新しい技術開発にチャレンジし、建設事業を通じて安全で高品質な建設生産物を供

給することにより持続可能な社会を実現し、ステークホルダーの信頼と期待に応えていくことを経営の基本方針と

しております。

 

　(2) 中長期的な経営戦略及び対処すべき課題

　当社グループを取り巻く事業環境においては、資材価格や労務費の動向、国際情勢の変化など、外部環境に起因

するリスクが引き続き存在しております。また、工事案件の大型化や発注形態の変化により、施工体制の構築やリ

スク管理について、従来以上に高度な対応が求められる状況にあります。

　こうした環境下においては、業務プロセスの最適化に加え、業務全体の効率化や省力化へのさらなる取り組みが

重要となっております。特に、事業運営を支える人財は重要な経営基盤の一つであり、デジタル技術やＡＩ等の活

用を含めた計画的な人財育成や技術・ノウハウの継承を進めていくことが、生産性向上及び安定的な事業運営を図

るうえで重要であると認識しております。また、市場環境の変化に柔軟に対応するため、組織体制や業務運営の在

り方について、継続的に見直してまいります。

　これらのことから、当社グループは、「中期経営計画2025」に基づき、長期的な「ありたい姿」として掲げる

「プレストレスト・コンクリート（ＰＣ）技術を中核とした高度な技術力により、地球にやさしく安全で快適な社

会の実現」に向け、各種施策を推進してまいります。

今後も社員一人ひとりが能力を最大限に発揮できる環境を整備するとともに、これらの課題に的確に対応し、継続

的な成長と企業価値の向上を目指してまいります。

 

●中期経営計画2025（2025年度～2027年度）の概要

　　①長期経営ビジョン
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　　②基本方針・事業戦略

 

　　③業績目標
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　　④投資計画

 

 

　　⑤財務指標
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社グループは、「人と自然が調和する豊かな環境づくりに貢献する」という基本理念のもと、「人権と多様性の

尊重」、「安全最優先」、「コンプライアンスの徹底」及び「サステナビリティへの貢献」を行動指針として掲げ、

次のとおりサステナビリティ基本方針を制定しております。

 

《サステナビリティ基本方針》

・地球環境に配慮した安全・安心で高品質な社会資本を提供する。

・安全最優先と人権尊重を企業活動の基盤とし、多様な人財が活躍し、活気あふれる職場環境を構築する。

・マルチステークホルダーとの積極的なコミュニケーションを通し相互理解を深め信頼を獲得し続ける。

・リスクマネジメントを徹底し、様々な重要リスクへの対応を事業機会ととらえ、新たな価値を創出する。

・公正な企業活動を推進するとともに、コンプライアンスを徹底する。

 

当社グループは、サステナビリティ推進委員会を中心とするサステナビリティ推進体制を構築し、社会・環境問題

をはじめとするサステナビリティを巡る課題を理解したうえで、事業活動を通じた課題の解決に取り組み、持続可能

な社会の実現を目指してまいります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

　(1) ガバナンス

　当社及び当社グループ全体のサステナビリティ経営の強化・推進を目的として、サステナビリティ推進委員会を

経営会議の下に設置しています。同委員会の委員長は社長執行役員が務め、原則として年３回開催しています。サ

ステナビリティに関わる活動方針及び年度計画、活動実績の評価、その他サステナビリティ推進に関する事項につ

いて審議を行っています。審議内容については、適宜経営会議に上申し、必要な決議を得ています。同様に取締役

会に報告・付議し、適切に監督する体制を構築しております。また、サステナビリティ推進委員会の下に重要課題

と定めたテーマごとに７つの部会を設置しており、各部会は該当する課題に特化した情報収集や共有と新たなリス

クや機会に対する検討を行い、対処方針を策定、立案しサステナビリティ推進委員会に適宜上申・提言していま

す。

　サステナビリティ推進委員会は、サステナビリティ推進室が窓口となり、各支店・関係会社サステナビリティ推
進委員会へ支援や管理監督を行い、各場所でのサステナビリティ活動を推進しています。

サステナビリティ推進体制図
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　(2) 戦略

　　①気候関連戦略

当社グループは、「人と自然が調和する豊かな環境づくりに貢献する」の基本理念のもと、気候変動をはじめ

とした環境課題への対応を重要な経営課題と捉え、環境方針に「持続可能な環境配慮型社会の実現」を掲げ、そ

の達成を目指しています。

 

■THE GREEN VISION

当社グループは、「『つよさ』と『やさしさ』を兼ね備えた建設技術を追求し、人と地球が共生する持続可能

な未来を実現する」という環境ビジョン「THE GREEN VISION」を策定しています。さらに、大成建設グループの

長期環境目標「TAISEI Green Target 2050」に沿って、「脱炭素社会」「循環型社会」「自然共生社会」の３つ

の社会の実現と「森林資源・森林環境」「水資源・水環境」の２つの個別課題の解決に向けた取り組みを進めて

います。それぞれについて、当社グループでは以下のとおり目標を設定しております。

 

<３つの社会>

 2030年目標 2050年目標

脱炭素社会 CO2排出量（2022年度比）

・スコープ1+2　▲42％

・スコープ3　　▲25％

CN｜カーボンニュートラルの実現・深化

・スコープ1+2　　　　　　　　CO2排出量０

・スコープ3　サプライチェーンCO2排出量０

循環型社会
・グリーン調達の推進

・建設廃棄物の最終処分率1.0％未満

CE｜サーキュラーエコノミーの実現・深化

・グリーン調達率100％

・建設副産物の最終処分率０％

自然共生社会 ・ネイチャーポジティブに貢献する

プロジェクトの推進　5PJ/年以上

・自然環境保護活動の推進

NP｜ネイチャーポジティブの実現・深化

・建設事業に伴う負の影響の最小化

・自然と共生する事業による正の影響の最大化

 
<２つの個別課題>

 目標

森林資源・森林環境
・森林破壊ゼロを前提とした木材調達により、森林資源・森林環境への負の影響を最小化

・森林資源・森林環境の保全と再生の取り組みの推進

水資源・水環境
・適切な管理の徹底と使用量の削減により、水資源・水環境への負の影響を最小化

・水資源・水環境の保全と再生の取り組みの推進

 

■当社グループの気候関連のリスクと機会及びその対応策

気候関連のリスクと機会については、気候関連の政策や市場の変化への対応といった脱炭素社会への「移行」

に起因するものと、自然災害や異常気象の増加による急性的な影響、気温上昇や海面上昇といった慢性的な影響

などの「物理的変化」に起因するものが考えられます。

これらの環境・社会の変化に柔軟に対応した経営戦略を立案するため、複数の気温上昇シナリオ（４℃・２

℃・１.５℃）別に将来環境（2030年）を想定し、主要事業別にリスクと機会の洗い出しを行っています。抽出

した個別のリスク・機会の財務影響評価を行い、重要なリスク・機会を特定し、その対応策の検討を行い、中期

経営計画に反映しております。当社グループにおけるリスクと機会及びその対応策は、以下のとおりです。
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<当社グループの気候関連のリスクと機会及びその対応策>

分類 項目 リスクと機会

影響度

対応策
4℃

シナ

リオ

1.5℃

シナ

リオ

移

行

リ

ス

ク

政

策

炭素税による

コスト増加

リ

ス

ク

・事業活動により排出されるCO2

が課税対象になることで、建

設コストが増加

小 中 ・低炭素素材のサプライチェーンの確保

・脱炭素技術導入以外の部位のコスト競

争力の強化

・PSCSA※重点実施項目の確実な実施

※PS Construction Sustainable

Actionの略。グループ全社員が参加

する環境負荷低減活動

・自社工場製品の部材（鉄・セ

メント等）の調達コストが増

加

小 大

増税による建

設市場縮小

リ

ス

ク

・増税により民間企業の設備投

資が減少

・市場縮小に伴う受注競争の激化

大 大

CO2排出量に

よる事業の制

限

リ

ス

ク

・施工工事に対してCO2排出量規

制が導入された場合、規制未

達による公共工事の失注

大 大

・排出量規制を達成するために重機の電

化を推進

・発電機から商用電力の利用

・電動化率が高い運搬業者の選択等

CO2排出量の

少ない工事の

需要増加

機

会

・新設工事からCO2排出量が相対

的に少ない修繕工事へのトレ

ンド変化

大 大

・修繕工事に対応した技術の開発

・構造物の劣化状況を遠隔で監視するモ

ニタリング技術

・鉄筋やPC鋼材の補強材の防錆技術

ZEB市場の拡

大

機

会

・法規制・補助金制度の充実・

環境意識の高まり等により、

ZEB・ZEHの新築建設・リ

ニューアルの需要拡大

大 大 ・ZEB・ZEH提案力の強化

市

場

低炭素化技術

の進展・代替

資材の普及に

伴うコスト増

加

リ

ス

ク

・低炭素型の代替資材使用に伴

う調達コストの増加
大 大

・低炭素コンクリート等の代替資材を導

入

・低炭素素材のサプライチェーンの確保

・木質化・木造耐火市場へのシフトに備

え、木質・木造の自社施工力の向上

・発注者側の低炭素工法・低コ

スト要求により、民間工事の

受注競争激化・既存市場の縮

小

大 大

・木質化・木造耐火ビル普及に

よりコンクリート系建築物の

市場が縮小

小 中

物

理

リ

ス

ク

急

性

国土強靭化の

取り組み・防

災意識の高ま

り

機

会

・災害復旧・復興工事の増加・

防災施設工事の増加・国土強

靭化のためのインフラ建設の

増加

・浸水、BCP対策としてプレキャ

スト工法の評価の高まりに伴

い受注機会の増加

大 大

・国土強靭化関連工事に対応した土木工

事技術の開発

・道路を供用しながらの床版取替技術

・RC中空床版橋の架け替え技術

・防火型の施設拠点の需要増加、浸水・

BCP対策としてのプレキャスト工法の

需要増加に対し、タイムリーな提案を

実施

慢

性

平均気温の上

昇

リ

ス

ク

・作業効率の低下による生産性

の低下・作業時間シフト等に

よる労務費への影響

・労働環境悪化による作業者不

足・工期延伸のリスク影響悪

化

大 中 ・施工の省力化・省人化施工技術の推進
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　　②人的資本関連戦略

■人財育成に関する方針

当社は、「人財の確保・育成」を中期経営計画2025で取り組むべき重要事項に掲げており、事業環境の変化

に即応でき対応力の秀でた人財や新技術開発に積極的に取り組む人財を育成し、多様な人財が活躍できる組織

基盤を確立するとともに、キャリアアップをサポートいたします。

・階層別研修及び部門別ＯＪＴを拡充し、従業員のスキルアップをサポートします。

・目標管理制度及びキャリアマップの活用により個人のキャリア形成を後押しします。

・公的資格取得の支援及びサポートを実施します。

 

■社内環境整備に関する方針

サステナビリティ基本方針のひとつである「安全最優先と人権尊重を企業活動の基盤とし、多様な人財が活

躍し、活気あふれる職場環境を構築する」に基づき、働きがいのある就労環境の構築を目指してまいります。

・多様な人財が活躍できる人事制度及び福利厚生制度を拡充いたします。

・エンゲージメントサーベイを実施し、スコア検証の上、環境改善に取り組んでまいります。

・差別、ハラスメント、プライバシーの侵害など人権侵害に関する教育を拡充いたします。

・人権方針に基づき、人権デュー・ディリジェンスの仕組みを構築し、継続的に実施してまいります。

 

　(3) リスク管理

当社は、リスクマネジメントを円滑かつ適切に実施するため、サステナビリティ推進委員会の下部組織としてコ

ンプライアンス・リスクマネジメント部会及び支店・関係会社サステナビリティ推進委員会を設置しています。コ

ンプライアンス・リスクマネジメント部会は、リスク分類表に基づき、リスク担当部署を指定し、全社重点リスク

の選定・対策を検討するとともに重点リスク以外のリスクの統括を行っています。また支店・関係会社におけるリ

スクマネジメント活動の管理・監督を行い、適宜サステナビリティ推進委員会に審議事項や活動状況を上申・報告

しています。

さらに、2024年度より運用している環境・人権デュー・ディリジェンスの仕組みにおいて、当社グループの事業

活動が環境・人権に及ぼす影響について、「負の影響の特定・評価」、「負の影響の予防・軽減」、「対応の実効

性の追跡調査」、「情報開示」といったPDCAサイクルを回し、適宜見直し・改善を図っていきます。その実施状況

については、サステナビリティ推進委員会、経営会議で審議の上、取締役会に報告し監督を受けていきます。

当社グループが負の影響の原因となった、或いは助長したことが判明した場合には、適切な手段により速やかに

その是正に取り組みます。

なお、当社グループの気候関連のリスクと機会及びその対応策につきましては、上記「(2)戦略」をご参照くだ

さい。

 

<環境・人権デュー・ディリジェンスの実施フロー>
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　(4) 指標及び目標

　　①気候関連指標及び目標

当社グループは、環境ビジョン「THE GREEN VISION」において、2050年のカーボンニュートラルを最終目標と

して、大成建設グループ全体の目標に沿った削減目標を設定しています。具体的には、2022年度におけるCO2排

出量を基準として、2030年度までにScope1+2を42％削減、Scope3を25％削減することを目標とし、中間の目標と

して2026年度目標を設定しています。その他のサステナビリティに関する課題に対する指標や目標についても適

宜策定し、取り組んでまいります。

 

■CO2排出量削減目標（2022年度比）

総排出量：千t-CO2 | 排出量原単位：t-CO2/億円

 
基準年

THE GREEN VISION

CO2排出量削減目標

2022年度 2026年度 2030年度 2050年度

Scope1+2
総排出量

削減率

24.7

 

19.9

▲19％

14.3

▲42％

排出量０Scope1+2
排出量原単

位削減率

25.3

 

18.1

▲28％

11.0

▲57％

Scope3

カテゴリ1+11

総排出量

削減率

691.2

 
－

518.4

▲25％

 

　　②人的資本関連指標及び目標

人的資本関連の指標及び目標は、以下の２つの指標について目標を設定いたしました。それ以外の人的資本関

連指標については、引き続きモニタリングを実施しながら、今後適切な目標の設定を検討してまいります。

指標 2030年度目標 2025年度実績 備考

管理的地位にある労働者に占

める女性労働者の割合
3.0％ 0.9％ 「課長級」に相当する者を対象

男性労働者の育児休業取得率 85.0％ 52.4％  

人的資本関連指標及び目標について、提出会社では、目標達成に向けた具体的な取組みが行われておりますが、

連結グループに属する全ての会社では行われていないため、連結グループにおける記載が困難であります。

そのため、指標の目標及び実績は、提出会社におけるものとなります。
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３【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおり

であります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

　(１) 公共事業の発注減少

当社グループの土木事業において、公共事業への依存度が高く、予想以上に公共事業の削減が行われた場合には、

当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

　(２) 競争の激化

当社グループが属する建設業界において、市場の縮小や受注競争の激化が生じた場合には、受注機会の逸失、工事

採算の悪化等により当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

　(３) 海外展開に伴うカントリーリスク

当社グループは、主にアジアやアフリカを中心に事業を展開しているため、これらの国の政治・経済情勢の急激な
変化、大幅な法規制の予期せぬ変更等が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま
す。

 

　(４) 取引先の信用不安

景気の減速や建設市場の縮小等により、発注者、協力業者、共同施工会社等の取引先が信用不安に陥った場合に

は、工事代金の回収不能や工事遅延等の事態が発生し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

　(５) 労務費及び資材価格の変動

請負金額に転嫁することが困難になるほど労務費及び原材料価格が高騰した場合には、当社グループの業績に影響

を及ぼす可能性があります。

 

　(６) 工事災害の発生

労働災害等を未然に防ぐ様々な安全対策の徹底を図っておりますが、重大事故や人身事故が発生した場合、その復

旧に多大な費用負担や工事遅延が生じ、当社グループの業績や工事成績等の企業評価に影響を及ぼす可能性があり

ます。また、指名停止等による受注機会の逸失も想定されます。

 

　(７) 契約不適合責任及び製造物責任

品質管理には万全を期しておりますが、契約不適合責任及び製造物責任に起因する多額の損害賠償が発生した場合

には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

　(８) 法的規制等

当社グループが属する建設業界において、建設業法、建築基準法、宅地建物取引業法、国土利用計画法、都市計画

法、労働安全衛生法、独占禁止法等により法的規制を受けております。当社グループにおいて違法な行為があった

場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、これらの法規の改廃や新たな規制等が行

われた場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

　(９) 訴訟等

国内外の事業等に関連しての訴訟、紛争、その他法的手続きに係る判決、和解、決定等により、当社グループの業

績に影響を及ぼす可能性があります。とりわけ、独占禁止法違反から派生する指名停止等により、受注機会が減少

する可能性があります。

 

　(10) 人財の確保

当社グループが属する建設業界においては、人財の確保が課題となっています。当社グループは、業務の効率化・

ＩＴ化を進めておりますが、継続的に必要な人財を確保できない場合には、事業規模の縮小を余儀なくされ、当社

グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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　(11) 金利の変動

当社グループの主たる事業における工事の大型化・長期化に伴い、工事代金の回収期間が長期化しているため資金

の立替が著しく増加しております。当社グループは運転資金を主に金融機関から調達しているため、経済環境等の

変化により借入金の金利が予想以上に高騰した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

　(12) 保有資産の価格及び収益性の変動

予想を超える経済的な変動により当社の保有資産の価格の時価が著しく下落した場合、又は収益性が著しく低下し

た場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

　(13) 大規模災害の発生

事業に関し大規模災害が発生した場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。また、大震災又は自然災害等

の発生により、経営機能や事業拠点が莫大な損傷を受けた場合、若しくは事業領域における経済活動が停滞等した

場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

　(14) 感染症の蔓延

新たな感染症が蔓延した場合、従業員等の感染による事業停止等、円滑な事業推進が困難になる可能性に加え、建

築事業の主な発注者である民間事業者の事業計画が縮小又は変更となる可能性があります。その場合には当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

　(15) 情報セキュリティ

当社グループは、事業活動の多くをＩＴシステムに依存しており、停電、災害、ソフトウェアや機器の欠陥、サイ

バー攻撃等によって、事業活動の混乱、機密情報の喪失、個人情報の漏洩、詐欺被害等が発生する可能性がありま

す。このようなリスクが顕在化した場合には、事業の中断、損害賠償請求や情報セキュリティ対策費用の増加等に

より、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

　(16) 気候変動等環境課題リスク

当社グループは、企業活動における環境負荷の低減に取り組んでおりますが、気候変動等環境課題への対応が不十

分な場合には、当社グループの業績や企業評価に影響を及ぼす可能性があります。

 

　(17) 人権に関するリスク

企業における人権に関する社会的要請は、ますます高まっております。当社グループは、人権方針に基づき人権尊

重に取り組んでおりますが、人権を侵害する事象等が発生した場合には、当社グループの社会的信用の失墜に繋が

り、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況は以下のとおりです。

なお、文中の将来に関する事項は当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況

当連結会計年度における我が国経済は、賃金の緩やかな上昇や個人消費の持ち直しを背景に、緩やかな回復基調

で推移いたしました。他方、国際情勢の緊張を受け、エネルギー価格の上昇及び円安の進行が物価動向に影響を及

ぼしました。

建設業界においては、資材価格や労務費の高止まり等の影響を受けつつも、土木分野では国土強靱化政策に基づ

く公共投資が継続し、建築分野では製造業を中心とした企業設備投資や都市再開発が堅調に推移するなど、総じて

一定の事業機会が確保されました。

このような状況のもと、当社グループにおいては、「中期経営計画2025（2025年度～2027年度）」に基づく諸施

策を推進してまいりました。土木事業では、社会インフラ更新需要を背景に、高速道路会社の大規模更新・修繕工

事を中心に安定した受注を確保し、事業規模の維持に努めました。建築事業においても、資材価格等が高止まりす

る状況下において、選別受注及び原価管理の徹底により、安定的な事業運営に取り組みました。

 

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高は1,493億円（前年同期比10.1％増）、営業利益129億円（同5.0％

増）、経常利益127億円（同3.8％増）、親会社株主に帰属する当期純利益93億円（同13.5％増）となりました。

 

１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。

なお、個別の業績は、売上高1,391億円、営業利益107億円、経常利益110億円、当期純利益84億円であります。

 

報告セグメントの業績は、以下のとおりであります（セグメント間の内部取引を含めて記載しております。）。

（土木事業）

売上高758億円（前年同期比10.5％増）、セグメント利益141億円（前年同期比7.5％増）となりました。

順調な手持工事の進捗、設計変更獲得、原価改善等により売上高、売上総利益ともに増加しました。事業の中核

となる大規模更新・修繕事業の市場は減少傾向であり、今後10年程度は発注の継続が見込まれつつも業績進展は限

定的となりますが、新設橋梁分野であるＪＲＴＴによる中央新幹線関連事業や高速道路の耐震補強工事の進展が予

想されます。受注高については、主に新設橋梁工事の受注の増加により期初計画を上回りました。今後もこの傾向

が継続すると予想され、年度ごとの売上高とそれに対応する配置要員状況を踏まえた受注計画が重要となることか

ら、工事の生産性及び利益率を向上させる施策の実行に取り組んでまいります。

（建築事業）

売上高629億円（前年同期比19.0％増）、セグメント利益59億円（前年同期比16.3％増）となりました。

事業環境としては、企業の設備投資意欲が堅調に推移しており、豊富な繰越工事が順調に進捗し、売上高、売上

総利益ともに前連結会計年度に比べ増加しました。受注高については、防衛施設や大型生産施設等の建設工事の獲

得により期初計画を上回りました。引き続きＰＣａ建築を代表とする当社の強みを強化するとともに、収益性、生

産性を重視した取り組みを継続し、安定した受注・収益を確保できるよう取り組んでまいります。

（関係会社事業）

売上高249億円（前年同期比2.8％減）、セグメント利益44億円（前年同期比4.8％減）となりました。

現在老朽化設備の更新と品質管理の徹底及びＩＣＴの活用で生産性の向上を目指しており、効率的な生産体制の

整備を図っております。

（その他事業）

売上高４億円（前年同期比0.6％増）、セグメント利益１億円（前年同期比5.4％増）となりました。

 

なお、当連結会計年度より、報告セグメントを従来の「土木事業」、「建築事業」、「製造事業」、「その他兼

業事業」の４区分から、「土木事業」、「建築事業」、「関係会社事業」、「その他事業」の４区分に変更してお

ります。詳細は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項（セグメント情報

等）」をご覧ください。
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当連結会計年度末の総資産は1,424億円となり、前連結会計年度末に比べ116億円増加いたしました。

流動資産は1,136億円となり、前連結会計年度末に比べ90億円増加いたしました。主として契約資産が194億円、

電子記録債権が21億円増加したことによるものであります。

固定資産は288億円となり、前連結会計年度末に比べ25億円増加いたしました。主として投資有価証券が21億円

増加したことによるものであります。

負債合計は769億円となり、前連結会計年度末に比べ40億円増加いたしました。

流動負債合計は605億円となり、前連結会計年度末に比べ11億円減少いたしました。主として契約負債が86億円

減少したことによるものであります。

固定負債合計は163億円となり、前連結会計年度末に比べ51億円増加いたしました。主として長期借入金が52億

円増加したことによるものであります。

純資産の部は、主として親会社株主に帰属する当期純利益93億円の計上により、654億円となりました。

 

②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純利益128億円、

短期借入金の増加額56億円の増加要因、売上債権及び契約資産の増加額210億円、契約負債の減少額86億円、法人

税等の支払額46億円、配当金の支払額42億円等の減少要因により、前連結会計年度末に比べ127億円減少し、当連

結会計年度末には93億円となりました。

当連結会計年度の各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、174億円の支出超（前年同期は159億円の収入超）となりました。主として大型工事物件の進捗

等による工事資金収支の悪化によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、５億円の支出超（前年同期は８億円の支出超）となりました。主として工場設備の更新による

ものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、52億円の収入超（前年同期は42億円の支出超）となりました。主として有利子負債の借入増加

によるものであります。
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③生産、受注及び販売の実績

イ．受注実績

当連結会計年度の受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度

(自　2025年４月１日

　至　2026年３月31日)

前年同期比（％）

土 木 事 業 （百万円） 85,948 22.9％

建 築 事 業 （百万円） 53,011 △10.1％

関 係 会 社 事 業 （百万円） 9,362 △26.7％

そ の 他 事 業 （百万円） 389 △3.5％

合計 （百万円） 148,711 4.6％

 

ロ．売上実績

当連結会計年度の売上実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度

(自　2025年４月１日

　至　2026年３月31日)

前年同期比（％）

土 木 事 業 （百万円） 75,814 10.5％

建 築 事 業 （百万円） 62,905 19.0％

関 係 会 社 事 業 （百万円） 10,244 △25.6％

そ の 他 事 業 （百万円） 406 0.6％

合計 （百万円） 149,370 10.1％

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．当社グループ（当社及び連結子会社）では、生産実績を定義することが困難であるため「生産の実績」は記載

しておりません。

３．売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりであります。

前連結会計年度

中日本高速道路株式会社 20,998百万円 15.5％

西日本高速道路株式会社 16,000百万円 11.8％

当連結会計年度

西日本高速道路株式会社 22,419百万円 15.0％

中日本高速道路株式会社 20,281百万円 13.6％
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なお、参考のため当社単独の事業の状況は次のとおりであります。

 

①受注高、売上高、繰越高及び施工高

期別 種類別

前　期

繰越高

(百万円)

当　期

受注高

(百万円)

計

(百万円)

当　期

売上高

(百万円)

次期繰越高 当　期

施工高

(百万円)

手持高

(百万円)

うち施工高

(百万円)

       ％  

前事業年度

 (自　2024年４月１日

至　2025年３月31日)

 

土木工事 125,892 69,540 195,432 67,868 127,564 2.1 2,730 68,243

建築工事 50,630 57,944 108,574 51,035 57,539 1.3 751 51,058

工事計 176,522 127,484 304,007 118,903 185,103 1.9 3,482 119,301

製品 1,916 1,477 3,394 2,523 871 18.4 160 2,224

不動産事業 16 403 420 403 16 － － 403

兼業計 1,933 1,881 3,814 2,926 887 18.0 160 2,627

合計 178,455 129,366 307,822 121,830 185,991 2.0 3,642 121,929

当事業年度

 (自　2025年４月１日

至　2026年３月31日)

 

土木工事 127,564 85,807 213,371 74,965 138,406 0.8 1,055 73,290

建築工事 57,539 52,996 110,536 62,851 47,684 2.5 1,206 63,306

工事計 185,103 138,804 323,908 137,816 186,091 1.2 2,262 136,596

製品 871 193 1,064 938 125 40.4 50 828

不動産事業 16 389 406 406 － － － 406

兼業計 887 582 1,470 1,344 125 40.4 50 1,235

合計 185,991 139,386 325,378 139,161 186,217 1.2 2,312 137,831

（注）１．前期以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更あるものについては、当期受注高にその増減を

含んでおります。

２．次期繰越高の施工高は手持高のうち工事及び製品の支出金より推定したものであります。

３．当期施工高は、（当期売上高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高）に一致します。

 

②受注工事高の受注方法別比率

工事の受注方法は、特命と競争に大別されます。

期別 区分 特命（％） 競争（％） 計（％）

前事業年度

 (自　2024年４月１日

至　2025年３月31日)

土木工事 26.1 73.9 100.0

建築工事 18.7 81.3 100.0

当事業年度

 (自　2025年４月１日

至　2026年３月31日)

土木工事 29.6 70.4 100.0

建築工事 37.3 62.7 100.0
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③完成工事高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

前事業年度

 (自　2024年４月１日

至　2025年３月31日)

土木工事 12,902 54,966 67,868

建築工事 1,235 49,799 51,035

計 14,137 104,765 118,903

当事業年度

 (自　2025年４月１日

至　2026年３月31日)

土木工事 16,756 58,209 74,965

建築工事 1,973 60,878 62,851

計 18,729 119,087 137,816

（注）１．完成工事高のうち主なものは、次のとおりであります。

前事業年度請負金額10億円以上の主なもの

阪神高速道路株式会社 ＰＣ桁等大規模修繕工事（２０１９－３－松）

中日本高速道路株式会社 東海環状自動車道　上保高架橋（ＰＣ上部工）工事

医療法人博仁会 （仮称）医療法人博仁会　福岡リハビリテーション病院増築工事

西日本高速道路株式会社 中国自動車道（特定更新等）四十八瀬川橋他１橋床版取替工事

（その２）

株式会社シーアールイー ロジスクエア成田新築工事

当事業年度請負金額10億円以上の主なもの

日本医療サービス株式会社 （仮称）福岡中央病院建替計画

キリンエンジニアリング株式会社 株式会社湖池屋　中部工場建設工事

西日本高速道路株式会社 中国自動車道（特定更新等）上萩原橋他８橋床版取替工事

中日本高速道路株式会社 北陸自動車道（特定更新等）加賀ＩＣ～片山津ＩＣ間床版取替工事

（その１）

東日本高速道路株式会社 首都圏中央連絡自動車道　古和高架橋（ＰＣ上部工）工事

２．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりでありま

す。

前事業年度

中日本高速道路株式会社 20,984百万円 17.6％

西日本高速道路株式会社 15,647百万円 13.2％

当事業年度

西日本高速道路株式会社 22,130百万円 16.1％

中日本高速道路株式会社 19,965百万円 14.5％

 

④手持工事高

（2026年３月31日現在）

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

土木工事 35,058 103,347 138,406

建築工事 4,587 43,097 47,684

計 39,646 146,445 186,091

（注）手持工事のうち請負金額10億円以上の主なもの

中日本高速道路株式会社 東名高速道路（特定更新等）豊川橋他３橋床版取替工事 2028年１月完成予定

西日本高速道路株式会社 新名神高速道路　杉谷川橋（下り線）（ＰＣ上部工）

設計・工事（建設工事その２）

2031年４月完成予定

中日本高速道路株式会社 東名高速道路（特定更新等）　大井川橋他１橋床版取替

工事

2029年10月完成予定

戸田建設株式会社 瑞慶覧倉庫新設建築工事 2028年２月完成予定

公益財団法人ＪＫＡ （仮称）日本競輪選手養成所（ＪＩＫ）次世代型総合

トレーニングセンター新築工事

2026年12月完成予定

 

 

EDINET提出書類

ピーエス・コンストラクション株式会社(E01161)

有価証券報告書

 21/132



(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。

なお、文中の将来に関する事項は当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

①重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されており

ます。この連結財務諸表の作成にあたって、連結貸借対照表上の資産、負債の計上額、及び連結損益計算書上の収

益、費用の計上額に影響を与える見積り、仮定を使用する必要があります。当社グループの重要な会計方針のう

ち、見積り及び仮定の重要度が高いものは以下であります。

・原価進捗度に基づく収益認識

 

なお、詳細は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項（重要な会計上の見積

り）」に記載のとおりであります。

 

②当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

ａ．経営成績等

当社グループの当連結会計年度の経営成績等は、売上高は、前連結会計年度に比べ137億円（10.1％増）増加

し、1,493億円となりました。

土木事業は、新設橋梁工事及び大規模更新継続契約案件等の受注、大規模更新・修繕事業等の工事が進捗し、ま

た、設計変更の獲得等により売上高は前連結会計年度に比べ72億円増加し、758億円となりました。建築事業は、

防衛施設や大型生産施設の受注、豊富な繰越工事が順調に進捗し、売上高は前連結会計年度に比べ100億円増加

し、629億円となりました。関係会社事業及びその他事業の売上高は、それぞれ102億円、４億円となりました。

売上原価は、前連結会計年度に比べ120億円（10.7％増）増加し、1,246億円となりました。売上原価について

は、省力化、合理化により原価低減に努めたものの、資材価格の上昇などにより、売上原価率が増加しました。売

上総利益率は、売上原価率の増加により前連結会計年度の17.0％から0.4ポイント減少し、16.6％となっておりま

す。

販売費及び一般管理費は、人件費、ＤＸ関連費用等の増加により、前連結会計年度に比べ11億円（10.3％増）増

加し、118億円となりました。

営業外収益は、前連結会計年度に比べ主として受取配当金が増加し、３億円となりました。

営業外費用は、前連結会計年度に比べ主として支払利息が増加し、５億円となりました。

特別利益は、主として固定資産売却益の計上により、３億円となりました。

特別損失は、主として固定資産除売却損の計上により、１億円となりました。

親会社株主に帰属する当期純利益は、主に売上高、売上総利益の増加等により、前連結会計年度に比べ11億円

（13.5％増）増加し、93億円となりました。

 

EDINET提出書類

ピーエス・コンストラクション株式会社(E01161)

有価証券報告書

 22/132



ｂ．経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

当社グループを取り巻く事業環境においては、資材価格や労務費の動向、国際情勢の変化など、外部環境に起因

するリスクが引き続き存在しております。また、工事案件の大型化や発注形態の変化により、施工体制の構築やリ

スク管理について、従来以上に高度な対応が求められる状況にあります。こうした環境下においては、業務プロセ

スの最適化に加え、業務全体の効率化や省力化へのさらなる取組が重要となっております。特に、事業運営を支え

る人財は重要な経営基盤の一つであり、デジタル技術やＡＩ等の活用を含めた計画的な人財育成や技術・ノウハウ

の継承を進めていくことが、生産性向上及び安定的な事業運営を図るうえで重要であると認識しております。ま

た、市場環境の変化に柔軟に対応するため、組織体制や業務運営の在り方について、継続的に見直してまいりま

す。

これらのことから、当社グループは、「中期経営計画2025」に基づき、長期的な「ありたい姿」として掲げる

「ＰＣ技術を中核とした高度な技術力により、地球にやさしく安全で快適な社会の実現」に向け、各種施策を推進

してまいります。

今後も社員一人ひとりが能力を最大限に発揮できる環境を整備するとともに、これらの課題に的確に対応し、継

続的な成長と企業価値の向上を目指してまいります。

 

ｃ．資本の財源及び資金の流動性

当社グループは、従来から工事売上等の営業活動により多くのキャッシュ・フローを得ており、現在及び将来に

わたって必要な営業活動及び債務の返済などに備えるために、自己資金のほか金融機関からの借入により資金調達

を図っております。当社は、国内金融機関からの借入れについて相対での借入枠を十分確保しており、かつ合計

173億円を借入極度額とするコミットメントラインを設定し、長期・短期のバランスを考慮して安定的に資金調達

しております。なお、国内グループ会社の資金については当社にて一元管理しており、必要に応じて当社より資金

を融通しております。また、海外事業で必要な資金については当社の判断によりグループ会社に直接投資を行って

おります。

これらの営業活動及び財務活動により調達した資金については、事業運営上必要な流動性を確保することに努

め、機動的かつ効率的に使用することで金融負債の極小化を図っております。今後の投資についてはＩＣＴ関連投

資、老朽化した工場設備への計画的な更新、機械化施工に向けた設備投資等を進める方針でありますが、これら投

資資金については自己資金及び金融機関からの借入れにより調達する予定であり、不要な有利子負債の圧縮のた

め、投資計画の妥当性を考慮して資金の使用時期と金額を判断しております。

今後とも入出金の厳格な管理により「営業活動によるキャッシュ・フロー」の獲得を実現し、財務体質の向上に

努めていく所存であります。
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ｄ．経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社グループは、「中期経営計画2025（2025年度～2027年度）」において、収益力・資本効率向上について指標

を設定しております。各指標の達成状況は以下のとおりです。

   （単位：百万円）

連　結
中期経営計画2025

2027年度目標 (A)

2025年度

通期実績 (B)
達成率 (B/A)

売 上 高 150,000  149,370  99.6％

売 上 総 利 益 23,300 15.5％ 24,754 16.6％ 106.2％

販売費及び一般管理費 12,700 8.5％ 11,822 7.9％ 93.1％

営 業 利 益 10,600 7.1％ 12,932 8.7％ 122.0％

経 常 利 益 10,600 7.1％ 12,717 8.5％ 120.0％

当 期 純 利 益 7,000 4.7％ 9,328 6.2％ 133.3％

※ 中期経営計画2025において、業績目標は最終年度（2027年度）のみ設定しております。

 

財務指標
中期経営計画2025

期間共通目標

2025年度

実績

Ｒ Ｏ Ｅ 10.0 ％以上 15.1 ％

自 己 資 本 比 率 40～50 ％ 46.0 ％

Ｄ ／ Ｅ レ シ オ 0.5 倍以下 0.43 倍

Ｐ Ｂ Ｒ 1.0 倍以上 1.93 倍

配 当 性 向 60 ％以上 60.2 ％

 

投資項目
中期経営計画2025

３か年投資計画 (A)

2025年度

通期実績 (B)
進捗率 (B/A)

成 長 投 資 70億円 12.6億円 18.0％

基 盤 強 化 投 資 55億円 13.9億円 25.3％

更 新 投 資 35億円 10.0億円 28.6％

合計 160億円 36.5億円 22.8％

 

中期経営計画2025の初年度となる当連結会計年度においては、製造業を中心とした企業設備投資や公共投資が堅調

に推移した一方で、国際情勢の緊張の高まりに伴う影響が顕在化し始めるなど、事業環境には一定の変化が見られる

状況となりました。

売上高については、豊富な繰越工事の進捗及び設計変更の獲得等により、中期経営計画2025の最終年度目標に迫る

水準となりました。利益については、増収に加え、設計変更の獲得及び原価の改善等により増益となり、営業利益、

経常利益、当期純利益のいずれも中期経営計画2025の最終年度目標を上回りました。なお、中期経営計画期間中にお

いて、今後も成長投資や基盤強化投資を計画しており、販売費及び一般管理費の増加が想定されていることから、引

き続き、売上高の増加及び売上利益の確保が必要であると認識しております。

各事業についての分析・検討は以下のとおりです。

土木事業については、高速道路会社の新設橋梁工事、大規模更新工事等の獲得が受注高確保に寄与しました。売上

高及び売上総利益は、豊富な手持ち工事の進捗や大規模更新・修繕事業の設計変更獲得等により順調に推移しまし

た。

建築事業については、堅調な事業環境を背景に、当社の主力分野として取り組んでいる防衛施設、生産施設等の大

型案件を受注しました。売上高及び売上総利益は、手持ち工事の順調な進捗に加え、原価の改善等により高い水準で

推移しました。

財務指標として掲げるＲＯＥ、自己資本比率、Ｄ／Ｅレシオ、ＰＢＲ及び配当性向は、いずれも目標値を上回りま

した。利益の積み上げを進めつつ、過度な資本積み増しを抑制する資本運営を継続したことにより、財務の安定性を

維持しながら、効率性とのバランスが取れた水準となりました。

投資については、３か年全体計画に対して22.8％の進捗となりました。成長投資に掲げるＤＸ投資に一部進捗の遅

れが見られるものの、全体としては計画に沿って進捗しております。
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５【重要な契約等】

　(1) 資本業務提携契約

　当社は、2023年11月９日開催の取締役会において、大成建設株式会社（以下「大成建設」という。）との間で資

本業務提携契約（以下、本契約という。）を締結することを決議し、同日付で本契約を締結しております。

 

　　①本契約の相手先の概要

・名称　　　大成建設株式会社

・所在地　　東京都新宿区西新宿一丁目25番１号

・大成建設は、2026年３月31日現在、当社普通株式23,790,587株（議決権割合50.2％）を保有しております。

　　②本契約の目的

　当社は、大成建設との間で、両社の連携を強化しグループシナジーを発揮することで、両社の企業価値の向上

を図ることを目的として、本契約を締結しております。

　　③本契約の主な内容

　　　イ．建設事業

・大成建設グループにおける国内ＰＣ橋梁事業について、当社を中心とした体制に移行させる。

・大成建設は、当社において、大成建設グループ傘下に入ることによる他社からの受注減少等を上回るシナジー

が創出されるよう、大成建設の持つＰＣ・ＰＣａ案件やリニューアル案件をはじめとした営業情報並びに最新

技術やノウハウ等の提供、その他必要な協力を行う。

　　　ロ．取引先等

・当社は、既存の取引先及び協力会社のネットワーク、資材の調達先等のサプライチェーン等を維持できるとと

もに、当社の判断により、取引先、協力会社及び調達先等を決定できる。

・当社が大成建設のネットワーク及びサプライチェーンの活用を希望する場合、大成建設はこれに協力する。

　　　ハ．経営体制等

・大成建設は、当社株式の上場廃止原因に該当することとなることが合理的に見込まれる行為を行わない。

・大成建設は、当社の経営上の独立性を維持するとともに、当社の意思決定について、株式発行を行う場合等の

一定の事項を除き、大成建設の承諾を要しないものとする。

・大成建設は、当社の取締役が上場会社の取締役としての忠実義務及び善管注意義務を尽くす上で親会社以外の

少数株主を含む株主共同の利益を図ることが必要となることを認識するとともに、当社の取締役会が、株主共

同の利益を図る観点から業務を遂行するために必要な施策を採択し、これを実施することを尊重する。

・大成建設は、当社の常勤取締役１名、非常勤取締役１名、監査役１名に限り指名することができる。

　　　ニ．株式の取扱い

・大成建設は、当社の事前の同意がある場合を除き、直接又は間接を問わず、単独で又は第三者と共同して、当

社株式を取得又は承継しない。ただし、大成建設の保有する当社株式に係る議決権割合が50.1％を下回ること

が合理的に確実であると両社間で合意した場合、又は議決権割合が50.1％を下回った場合、大成建設は、議決

権割合を50.1％に維持し又は到達させるために最低限の数の当社株式を取得することができる。

 

　(2) 財務制限条項が付された借入金契約

　当社が金融機関と締結しているコミットメントライン契約と一部の長期借入金契約には、財務制限条項が付されて

おります。

 

　　①コミットメントライン契約

契 約 日 : 2017年３月28日

主 な 借 入 先 : 株式会社三菱ＵＦＪ銀行、株式会社みずほ銀行、株式会社三井住友銀行他　計12行

契 約 極 度 額 : 17,300百万円

当事業年度末借入実行残高 ： 3,300百万円

 

　　②長期借入金契約

契 約 日 : 2023年10月27日

借 入 先 : 株式会社埼玉りそな銀行

契 約 金 額 : 900百万円

借入実行総額 : 900百万円

当事業年度借入金総額 ： 900百万円

期 間 : ５年

 

　なお、詳細は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1) 連結財務諸表　注記事項（連結貸借対照表関

係）」に記載しております。
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　(3) 連結子会社の吸収合併契約

　当社は、2025年９月26日開催の取締役会において、2026年４月１日を効力発生日として、当社を吸収合併存続会

社、当社の完全子会社であるピー・エス・コンクリート株式会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併を行うことを決

議し、同日付で合併契約を締結しました。この契約に基づき、当社は2026年４月１日付で同社を吸収合併しておりま

す。

　なお、詳細は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1) 連結財務諸表　注記事項　（重要な後発事象）」

に記載しております。
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６【研究開発活動】

当社グループの研究開発活動は、社会のニーズを的確に把握し効率的に成果を上げるため、本社に技術開発部門を

配置して行っています。プレストレスト・コンクリートの従来技術の改良に加え、新たなニーズに対応するため、市

場調査や最新技術情報の収集を積極的に行っています。また、自社研究やグループ内連携に加え、産・学・官との共

同研究にも積極的に取り組んでいます。

当連結会計年度に支出した研究開発費の総額は1,024百万円であります。このうち、研究開発活動の主な成果並び

に主要案件は次のとおりであります。

 

(1) 土木事業及び建築事業共通

生産性向上は当社の喫緊の課題であり、迅速な成果が求められています。そのため2019年に「ＰＳＭＡＸ推進委

員会」を設立し、グループ全体で情報を共有・管理し、ＩＣＴ技術を活用した独自の建設システム構築に取り組ん

できました。

2025年度、人的資源の減少や技術伝承の遅延といった経営課題に対応するため、ＤＸによる課題解決とその全社

的な展開を一層推進すべく、「ＤＸ推進委員会」を設置するとともに、専門部署として「ＤＸ推進室」を新設しま

した。

ＤＸ推進室は、「ＰＳＭＡＸ部会」「業務効率化部会」「共通プラットフォーム・教育部会」の３部会で構成さ

れており、単なる省力化や効率化にとどまらず、業務の自動化やデジタル技術の活用を通じて、新たな業務活動や

価値創出につなげることを目的としています。

「ＰＳＭＡＸ推進委員会」を引き継いだ「ＰＳＭＡＸ部会」は、内勤・外勤技術系を対象に、省力化・効率化を

軸としたＤＸの推進に取り組みます。

 

(2) 土木事業

①環境負荷低減コンクリートの開発

地球温暖化の抑制策として、プレキャスト部材の製造工場からのＣＯ２排出量を削減する取組と、ＣＯ２排出量

が少ない材料を用いたコンクリートの開発を行っています。

従来、プレキャスト部材の製造時にコンクリートの初期強度発現を促進させるため蒸気養生を行っており、これ

には重油を燃料とするボイラーが必要で多くのＣＯ２が排出されます。当社では、蒸気養生なしに必要な初期強度

を得られる「スチームレスプレキャストコンクリート」を開発し、2025年度に東北地方整備局発注のプレキャスト

ＰＣ桁において実用化され，実績が２件目となりました。2025年度までにスチームレスプレキャストコンクリート

を用いたプレキャストＰＣ桁のＪＩＳを取得した工場が２工場となり、全工場への展開を進めています。

また、コンクリート材料においては製造時に多くのＣＯ２を排出するセメントを、ＣＯ２排出量が少ない高炉ス

ラグ微粉末に70％以上置換し、材料由来のＣＯ２排出量を大幅に削減可能なコンクリートを開発しています。

今後も使用材料及び部材製造時におけるプレキャストコンクリートに関する環境負荷低減技術をグループ内で連

携して開発・実用化していきます。

 

②高強度コンクリートを用いた低桁高ＰＣ桁工法の開発

近年、河川改修や都市再開発に伴い、建築限界の制約が厳しい条件下での架橋需要が高まっていることから、当

社は設計基準強度100N/mm²の高強度コンクリートを用いた低桁高ＰＣ桁工法「ダックスビームＨＣ工法」を開発し

ました。本工法は、一般的なＰＣ桁に比べ、より低桁高で長支間への適用を可能としています。2024年以降、これ

までに２橋へ適用し、初適用となる橋梁では、実橋挙動の継続的な計測により設計の妥当性の確認を行っていま

す。現在は先行実績を踏まえ、施工性向上を目的とした各種試験を実施しており、2026年度には３橋目の施工を予

定しています。今後も低桁高化や軽量化のニーズに応えるべく、技術の高度化を進めていきます。

 

③大規模更新関連技術の開発

取替え用のプレキャストＰＣ床版については、プレキャストＰＣ床版相互の継手部に当社で開発した常温硬化型

高強度繊維補強モルタル「S-DUCCS」（スマートダックス）を打設することで、継手幅を従来のMuSSL工法継手の

1/4程度とした「S-MuSSL工法」（スマートマッスル）を開発しました。MuSSL工法と同様に、あご付き床版であ

り、継手部打設時の底型枠が不要となっています。また、橋軸直角方向鉄筋も不要となり、施工性が向上していま

す。2026年度、岡山県の現場にて施工を予定しています。

その他、既設の中空床版に対し、従来の手法では設置が困難であった落橋防止等の定着用アンカーを容易に設置

する工法「UB-WALL工法」を2025年度の和歌山県の現場にて実装しました。今後は更なる技術のブラッシュアップ

を行い、適用拡大を目指していきます。
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④大規模修繕関連技術の開発

塩害による劣化が生じたコンクリート構造物の補修対策として、弊社の「ＬＡＣ脱塩工法」は、アルカリ骨材反

応（ＡＳＲ）が懸念される場合でも対応できるように改良を進めてきました。この工法は、西湘バイパスの滄浪橋

で実際に使用され、2026年５月時点で約7,000㎡の施工が完了しています。その結果、塩分を取り除く効果に加

え、ＡＳＲによるひび割れなどの不具合も発生していないことを確認しています。今後は、ＡＳＲが懸念される塩

害環境下のコンクリート構造物に対しても、鋼材の腐食抑制対策としての適用が期待されます。

また、「リパッシブ工法」（ＰＣグラウトの再注入工法）は、2026年３月の時点で186件の施工実績がありま

す。これまで主にＰＣＴ桁橋で使われてきましたが、最近ではＰＣ箱桁橋への導入も増えてきました。今後は、施

工方法や使用材料のさらなる改善を進めていきます。

さらに、電気防食工法などの補修技術の維持管理については、「イージーＭモニター」（遠隔監視システム）を

改良しました。このシステムにより、測定データをスマートフォンなどで確認できます。今回の改良では、使いや

すさの向上、データのバックアップ強化、多言語対応などを実現しています。今後は、維持管理やモニタリングが

重要となる現場での活用が期待されています。

 

(3) 建築事業

ＰＣａ部材接合構造の開発

建築部門におけるプレキャスト化の拡大・推進に向けて、新たなプレキャスト部材接合構造の開発を実施してい

ます。本開発はプレキャストＲＣ部材の接合に関する現場作業の省力化を図るものです。2024年度は鉛直荷重に対

する基本性状を確認する載荷実験を実施し、2025年度は地震時水平荷重に対する性状確認の載荷実験を実施しまし

た。今後、実験で得られたデータを分析して設計方法の構築を行い、性能証明の取得を目指していきます。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資額は1,423百万円であり、その主なものは工場・機材センターの設備更新でありま

す。

 

（注）１．「第３　設備の状況」における各事項の記載については、消費税等は含まれておりません。

２．セグメント資産については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象となっていないた

め、セグメントごとに配分しておらず、主要なセグメントにて記載しております。

２【主要な設備の状況】

当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、次のとおりであります。

（1）提出会社

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）建物・

構築物

機械・運
搬具・工
具器具備
品

土地
リース資産 合計

面積(㎡) 金額

本社

（東京都港区）

(注)２①、３

土木・建築

事業

建設工事

用設備
2,357 180 57,984 1,298 37 3,873 162

本社

（東京都港区）
その他事業

賃貸用資

産
1,303 － － － － 1,303 －

東京土木支店・

東京建築支店

（東京都港区）

土木・建築

事業

建設工事

用設備
5 1 10,775 711 9 728 538

大阪支店

（大阪市北区）

(注)２②、３

土木・建築

事業

建設工事

用設備
167 29 11,013 501 6 705 343

九州支店

（福岡市中央区）

(注)２③

土木・建築

事業

建設工事

用設備
28 2 23,621 271 760 1,062 27

東北支店

（仙台市青葉区）

(注)２④

土木・建築

事業

建設工事

用設備
19 5 8,620 227 17 270 28

久留米工場

（福岡県久留米市）

土木・建築

事業

建設工事

用設備
92 40 36,249 461 － 595 7

水島工場

（岡山県倉敷市）

(注)４

関係会社

事業

建設工事

用設備
367 22 69,153 748 － 1,138 －

滋賀工場

（滋賀県甲賀市）

(注)４

関係会社

事業

建設工事

用設備
43 21 32,717 494 － 559 －

技術研究所

（神奈川県小田原市）

土木・建築

事業

総合研究

施設
308 55 7,645 566 － 931 9
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（2）国内子会社

会社名
事業所名
（所在地）

セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）建物・

構築物

機械・運
搬具・工
具器具備
品

土地
リース資産 合計

面積(㎡) 金額

株式会社

ピーエス

ケー(注)５

本社

（東京都中央区）

関係会社

事業

建設工事

用設備
9 719 － － － 728 65

株式会社

ピーエス

ケー

関東工場・関東機

材センター

（千葉県富津市）

関係会社

事業

建設工事

用設備
201 75 39,664 667 － 944 23

菱建商事株

式会社

本社

（東京都北区）

関係会社

事業

賃貸用資

産等
36 5 17,655 490 100 633 41

 

（3）在外子会社

重要な設備はありません。

（注）１．帳簿価額には建設仮勘定は含まれておりません。

２．機材センター設備を含めて表示しております。

①　矢板機材センター　栃木県矢板市

②　関西機材センター　大阪府枚方市

③　九州機材センター　福岡県久留米市

④　東北機材センター　宮城県名取市

３．遊休土地を含んでおります。

４．当社の連結子会社でありますピー・エス・コンクリート株式会社に貸与しております。

５．機材センター等設備を含めて表示しております。

①　矢板機材センター　栃木県矢板市

②　埼玉仮設センター　埼玉県白岡市

③　関西機材センター　大阪府枚方市

④　九州機材センター　福岡県久留米市

⑤　東北機材センター　宮城県名取市

 

３【設備の新設、除却等の計画】

経営の効率化を図るため、工事用機械及び工場用設備などの更新を推進しておりますが、その計画に重要なもの

はありません。

（1）重要な設備の新設

重要な設備の新設の計画はありません。

（2）重要な改修

重要な改修の計画はありません。

（3）重要な除却

重要な除却の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 110,000,000

計 110,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（2026年３月31日）

提出日現在
発行数（株）

（2026年６月19日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 47,486,029 47,486,029
東京証券取引所

プライム市場

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

単元株式数

100株

計 47,486,029 47,486,029 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2014年３月31日

（注）
△3,044,442 47,486,029 － 4,218 － 8,110

（注）自己株式（Ａ種種類株式）の消却による減少であります。
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(5)【所有者別状況】

普通株式

       2026年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） 2 13 30 178 113 10 13,450 13,796 －

所有株式数

（単元）
9,183 51,584 7,611 295,114 36,753 20 74,072 474,337 52,329

所有株式数の割合

（％）
1.94 10.87 1.60 62.22 7.75 0.00 15.62 100.00 －

（注）１．自己株式92,035株は「個人その他」に920単元及び「単元未満株式の状況」に35株含まれております。
また、当該自己株式には、役員報酬BIP信託が所有する株式574,548株は、含まれておりません。

２．証券保管振替機構名義の株式が「その他の法人」の中に21単元、「単元未満株式の状況」の中に75株
含まれております。
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(6)【大株主の状況】

  2026年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

大成建設株式会社 東京都新宿区西新宿一丁目25番１号 23,790 50.19

ＵＢＥ三菱セメント株式会社 東京都千代田区内幸町二丁目１番１号 4,406 9.29

日本マスタートラスト信託銀行株式会
社（信託口）（注）３

東京都港区赤坂一丁目８番１号 2,117 4.46

みずほ信託銀行株式会社　退職給付信
託　太平洋セメント口　再信託受託
者　株式会社日本カストディ銀行
（注）４

東京都中央区晴海一丁目８番12号 1,382 2.91

岡山県 岡山県岡山市北区内山下二丁目４番６号 839 1.77

株式会社日本カストディ銀行（信託
口）（注）３

東京都中央区晴海一丁目８番12号 815 1.72

MSIP　CLIENT　SECURITIES
（常任代理人　モルガン・スタンレー
ＭＵＦＧ証券株式会社）

25 Cabot Square, Canary Wharf, London
E14 4QA, U.K
（東京都千代田区大手町一丁目９番７号）

708 1.49

日本マスタートラスト信託銀行株式会
社（役員報酬ＢＩＰ信託口・７５９４
９口）（注）５

東京都港区赤坂一丁目８番１号 574 1.21

ピーエス・コンストラクション取引先
持株会

東京都港区東新橋一丁目９番１号 560 1.18

住友電気工業株式会社 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 500 1.05

計 － 35,696 75.31

（注）１．所有株式数は、千株未満を切捨て表示しております。

２．発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、表示単位未満の端数を切捨て表示して

おります。

３．議決権行使の基準日現在における、日本マスタートラスト信託銀行株式会社及び株式会社日本カストディ銀行

の信託業務の株式数については、当社として把握することができないため記載しておりません。

４．みずほ信託銀行株式会社　退職給付信託　太平洋セメント口　再信託受託者　株式会社日本カストディ銀行の

所有株式は、太平洋セメント株式会社が所有していた当社株式をみずほ信託銀行株式会社に信託したものが、

株式会社日本カストディ銀行に再信託されたもので、議決権は太平洋セメント株式会社に留保されておりま

す。

５．所有株式数の割合を算出するために発行済株式から除く自己株式には、取締役等に対する業績連動型株式報酬

制度の信託口である日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬BIP信託口・75949口）が保有する当社

株式（574,548株）は含まれておりません。
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(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

－

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

単元株式　100株

普通株式
92,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 47,341,700 473,417 同上

単元未満株式 普通株式 52,329 －

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

１単元(100株）未満の株式

発行済株式総数  47,486,029 － －

総株主の議決権  － 473,417 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の「株式数」欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,100株及び役員報酬

ＢＩＰ信託が所有する株式574,500株が含まれております。また、「議決権の数」欄には、同機構名義及び

同信託名義の完全議決権株式に係る議決権の数がそれぞれ21個、5,745個含まれております。

２．「単元未満株式」の「株式数」欄には、当社所有の自己株式35株が含まれております。

②【自己株式等】

    2026年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

ピーエス・コンストラ

クション株式会社

東京都港区東新橋一

丁目９番１号
92,000 － 92,000 0.19

計 － 92,000 － 92,000 0.19

（注）上記の自己保有株式のほか、役員報酬ＢＩＰ信託にかかる信託口が所有する当社株式574,548株を連結財務諸表

上、自己株式として処理しております。
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(8)【役員・従業員株式所有制度の内容】

①取締役及び執行役員に対する業績連動型株式報酬制度の概要

　当社は、当社取締役（社外取締役を含む非業務執行取締役を除く。）及び当社と委任契約を締結している執行

役員（以下取締役を含み「取締役等」という。）を対象に、業績連動型株式報酬制度（以下「本制度」とい

う。）を導入しております。本制度は、当社グループの中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を

高めることを目的としたものであり、当社グループ業績との連動性が高く、かつ透明性・客観性の高い役員報酬

制度であります。

本制度は、役員報酬ＢＩＰ（Board Incentive Plan）信託（以下「ＢＩＰ信託」という。）と称される仕組み

を採用しており、取締役等の退任後（当該取締役等が死亡した場合は死亡時。以下同じ。）に、ＢＩＰ信託によ

り取得した当社株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭を業績目標の達成度等に応じて交付又は給付いたし

ます。

［ＢＩＰ信託契約の内容］

・信託の種類　　　　　　　　特定単独運用の金銭信託以外の金銭の信託（他益信託）

・信託の目的　　　　　　　　取締役等に対するインセンティブの付与

・委託者　　　　　　　　　　当社

・受託者　　　　　　　　　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

（共同受託者 日本マスタートラスト信託銀行株式会社）

・受益者　　　　　　　　　　取締役等を退任した者のうち受益者要件を満たす者

・信託管理人　　　　　　　　当社と利害関係のない第三者（公認会計士）

・信託契約日　　　　　　　　2016年８月８日

・信託の期間　　　　　　　　2016年８月８日～2028年10月末日

・制度開始日　　　　　　　　2016年９月１日

・議決権行使　　　　　　　　行使しない

・取得株式の種類　　　　　　当社普通株式

・信託金の上限額　　　　　　３億5,000万円（信託報酬・信託費用を含む。）

・株式の追加取得時期　　　　2025年８月19日

（なお、決算期（中間決算期、四半期決算期を含む。）末日以前の５営業日から決

算期末日までを除く。）

・株式の取得方法　　　　　　株式市場より取得

・帰属権利者　　　　　　　　当社

・残余財産　　　　　　　　　帰属権利者である当社が受領できる残余財産は、信託金から株式取得資金を控除し

た信託費用準備金の範囲内とする

②取締役等に交付する予定の株式（換価処分し、換価処分金相当額を給付する株式を含む。）の総数

上限630,000株 （信託期間３年間）

③本制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

取締役等を退任した者のうち受益者要件を充足する者
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

(1)【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2)【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

区分 種類 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 普通株式 452 1,188,432

当期間における取得自己株式 普通株式 10 21,040

（注）１．当期間における取得自己株式には、2026年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

２．当事業年度及び当期間の取得自己株式数には、役員報酬ＢＩＰ信託が取得した当社株式は含まれておりませ

ん。

(4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分 種類

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の
総額（円）

株式数（株）
処分価額の
総額（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己

株式
－ － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割

に係る移転を行った取得自己株式
－ － － － －

その他（単元未満株式の買増請求によ

る売渡）
－ － － － －

保有自己株式数 普通株式 92,035 － 92,045 －

（注）１．当期間における保有自己株式及び処分を行った自己株式には、2026年６月１日からこの有価証券報告書提出日

までの単元未満株式の買取り及び買増しによる株式は含まれておりません。

２．当事業年度及び当期間の保有自己株式数には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式は含まれておりませ

ん。
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３【配当政策】

当社は株主に対する配当政策を最重要課題の一つとして位置づけ、健全な経営基盤を維持するため、内部留保を確

保しつつ、継続的かつ安定的な配当を実施していくことを基本方針としております。また、中間配当と期末配当の年

２回の剰余金の配当を行うことを基本とし、決定機関については、期末配当を株主総会、中間配当を取締役会として

おります。なお、当社グループは「中期経営計画2025（2025年度～2027年度）」を策定しており、計画期間の配当性

向は、単年度で60％以上を目指すこととしております。

当期の配当金につきましては、「中期経営計画2025（2025年度～2027年度）」の株主還元策及び当期業績の利益増

加等を総合的に勘案し、期末配当金は普通株式１株当たり80円の期末配当を実施することを予定しております。これ

により、すでに実施いたしました中間配当金40円と合わせた年間配当金は普通株式１株当たり120円の配当金となる

予定であります。

また、内部留保につきましては、企業価値の最大化へ向け、ＰＣ技術を応用した新工法・新技術の開発、工場の再

構築、並びに情報関連投資等に活用して、経営基盤の強化を図るとともに、当社グループの今後の事業展開及び企業

競争力の強化に努めてまいる所存です。

当社は、会社法第454条第５項に規定する取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行う

ことができる旨を定款に定めております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。期末配当に係る配当金の総額3,791百万円及び

１株当たり配当額80円につきましては、2026年６月22日開催予定の定時株主総会の決議事項となっております。

決議年月日 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

2025年11月11日
普通株式 1,895 40.0

取締役会決議

2026年６月22日
普通株式 3,791 80.0

定時株主総会決議（予定）
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1)【コーポレート・ガバナンスの概要】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは、継続的な発展を図るとともに、高い企業倫理を確立し、社会的信用を保持するため、適正な

牽制機能を通じて経営の意思決定の公正性、透明性、的確性を確保すること、併せて当社グループのすべての役

員・従業員が法令及び社会ルール等を遵守し、当社グループが定める行動指針及びサステナビリティ基本規程ほ

か関連諸規程に則って誠実に行動する組織風土づくりに努めることをコーポレート・ガバナンスの基本的な方針

としております。

②企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は監査役会設置会社です。取締役の総数は11名であり、取締役会において重要事項の意思決定をしており

ます。また、社外取締役の４名からは、それぞれ経営者、業務執行者並びに法律専門家としての豊富な経験と幅

広い視点から助言と指導を受けております。

また、監査役の総数は３名で、全員が常勤監査役に選定されております。３名のうち２名は社外監査役であ

り、そのうち１名は金融機関出身者で財務・会計に関して相当の知見を有しております。監査役会として、独立

した立場から監督・監視を行っており、内部監査を担当している経営監査室と連携し、年度内部監査計画を共有

するとともに内部監査結果及び指摘・提言事項等につき、相互に意見交換する等、適正に業務が執行されている

かを厳正に監査できることから、本体制を採用しております。

なお、2026年６月22日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、経営体制の強化を図るために取締

役の総数を１名増員した上での「取締役12名選任の件」、及び任期満了による退任に伴う「監査役１名選任の

件」を提案しております。当該議案が承認可決されると、取締役会は12名の取締役（取締役８名、社外取締役４

名）で、監査役会は引き続き３名の監査役（監査役１名、社外監査役２名）で構成されることになります。

 
当社の企業統治の体制及び内部統制体制を示すと次のとおりであります。

イ．会社の機関の基本説明

・当社は執行役員制度を導入し、経営の意思決定機関である取締役会の活性化及び迅速化並びに監督と業務執

行の分離による経営の効率化を図っております。

・取締役会に付議される重要案件については、月２回開催する経営会議において慎重且つ迅速に審議しており

ます。

・取締役の指名に関する決定プロセスの客観性及び透明性を高め、コーポレート・ガバナンス体制の一層の充

実・強化を図ることを目的に、取締役会の諮問機関として指名諮問委員会を設置しております。指名諮問委

員会では、取締役候補者の選任及び取締役の職務・日常業務分担委嘱等を審議し、取締役会に答申しており

ます。

・取締役及び執行役員の報酬決定に関する手続の客観性及び透明性を確保し、取締役会の監督機能の向上を図

ることを目的に、取締役会の諮問機関として報酬諮問委員会を設置しております。報酬諮問委員会では、取

締役及び執行役員報酬の構成・方針・決定手続き及び個人別報酬額等を審議し、取締役会に答申しておりま

す。

・当社と親会社グループ（親会社及びその子会社）との取引において少数株主の利益を保護することを目的

に、取締役会の諮問機関として特別委員会を設置しております。特別委員会では、親会社グループとの間で
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行う重要な取引・行為等について、当該取引の必要性、合理性及び妥当性を審議し、取締役会に答申してお

ります。

・当社は、経営会議の下にサステナビリティ推進委員会を設置し、経営理念に基づいたサステナビリティ基本

方針を掲げ、事業活動を通じて持続可能な社会の実現を目指すとともに、当社の持続的成長を追求し、当社

の効率的な課題解決に向けた取り組みを行っております。

・社長・本部長・執行役員・支店長等で構成する本部長・支店長会議を設置し、原則月１回、各本部・支店よ

り受注・損益・業務遂行状況等を報告させ、必要に応じて具体的な施策を協議するほか、経営に係る戦略、

基本方針その他経営全般に関する重要事項の周知徹底を図っております。

・監査役会は社外監査役２名を含む３名で構成されており、監査役は取締役会の他、重要な会議に出席し、取

締役の職務執行について監視を行っております。また、監査役の補助使用人として監査役付を１名配置し、

監査職務を補助する体制を整えております。

ロ．会社の機関の構成員

2026年６月19日（有価証券報告書提出日）現在の当社の各機関の構成員は次のとおりであります。

地　　位 担　　当 氏　　名 取締役会 監査役会 経営会議
指名諮問
委員会

報酬諮問
委員会

特別
委員会

サステナビ
リティ推進
委員会

本部長・
支店長会議

取締役会長  森 　拓 也 ○ － 注２   － 注５ 注６

代表取締役

社長執行役員
全般統理 櫻林美津雄

○
議長

－
○
議長

○
委員長

○
委員長

－
○
委員長

○
議長

取締役

常務執行役員

管理本部長・
サステナビリ
ティ推進担当

岩 﨑 信 樹 ○ － ○ － － － ○ ○

取締役

常務執行役員

経営企画担当

兼 関連事業

担当
佐 々 木 　晋 ○ － ○ － － － ○ ○

取締役

常務執行役員
建築本部長 寒 川 勝 彦 ○ － ○ － － － ○ ○

取締役

常務執行役員

技術本部長

兼 ＤＸ推進

室長
大 山 博 明 ○ － ○ － － － ○ ○

取締役  羽 場 幸 男 ○ － － － － － － －

社外取締役  加 藤 秀 樹 ○ － － ○ ○ ○ － －

社外取締役  保坂美江子 ○ － － ○ ○
○
委員長

－ －

社外取締役  吉 良 尚 之 ○ － － ○ ○ ○ － －

社外取締役  雑 賀 和 彦 ○ － － ○ ○ ○ － －

常勤監査役  小 山 靖 志 ○
○
議長

注２ － － － 注５ 注６

常勤監査役  名 淵 一 茂 ○ ○ 注２ 注８ 注８ 注４ 注５ 注６

常勤監査役  堀 口 佳 秀 ○ ○ 注２ － － － 注５ 注６

常務執行役員
東京土木支店
長 武 田 哲 郎 － － － － － － － ○

常務執行役員
土木本部長・
安全品質環境
担当

田 原 道 和 － － ○ － － － ○ ○

常務執行役員
東京建築支店
長 平 田 聖 二 － － － － － － － ○

執行役員
土木本部副本
部長 兼 土木

企画部長
小 林 　仁 － － － － － － － ○

執行役員

管理本部副本
部長 兼 事務

効率化推進部
長 兼 サステ

ナビリティ推
進室長

宅 野 伸 二 － － － － － － ○ ○

執行役員 九州支店長 中 村 誠 治 － － － － － － － ○
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地　　位 担　　当 氏　　名 取締役会 監査役会 経営会議
指名諮問
委員会

報酬諮問
委員会

特別
委員会

サステナビ
リティ推進
委員会

本部長・
支店長会議

執行役員
土木本部副本
部長

大 熊 　光 － － － － － － － ○

執行役員
建築本部副本
部長 手 嶋 　弘 － － － － － － － ○

執行役員

建築本部副本
部長 兼 建築

部長
鈴 木 俊 成 － － － － － － － ○

執行役員 製造本部長 井 筒 浩 二 － － ○ － － － ○ ○

執行役員

建築本部副本
部長 兼 製造

本部副本部長
和 智 美 徳 － － － － － － － ○

執行役員

土木本部副本
部長 兼 土木

部長
興 梠 薫 明 － － － － － － － ○

執行役員 大阪支店長 中 瀬 敏 明 － － － － － － － ○

執行役員

土木本部副本
部長 兼 土木

営業部長 兼

高速鉄道推進
室長

園 田 強 介 － － － － － － － ○

 札幌支店長 足 立 哲 哉 － － － － － － － ○

 東北支店長 泥 谷 良 哉 － － － － － － － ○

 名古屋支店長 崎 山 義 之 － － － － － － － ○

 広島支店長 臼 田 清 － － － － － － － ○

 経営監査室長 秋 保 元 彦 － － 注２ － － － 注５ ○

 経営企画室長 松 嶋 知 明 － － － － － － ○ －

 関連事業室長 山 田 哲 也 － － － － － － ○ －

 
安全品質環境
室長 石 橋 徹 也 － － － － － － ○ －

 
管理本部総務
部長 福 山 勝 裕 － － － － － － ○ －

 
管理本部人事
部長 山 田 雅 史 － － － － － － ○ －

 

管理本部コン
プライアン
ス・リスクマ
ネジメント部
長

秦 　正 司 － － － － － － ○ －

 
技術本部副本
部長 兼 技術

部長
橋 野 哲 郎 － － － － － － ○ ○

（注）１．取締役会は、必要に応じて上記以外の者に出席を求めて、説明、報告又は意見を徴することができます。

２．経営会議は、常勤取締役及び常勤監査役並びに経営監査室長が陪席し、意見を述べることができます。

また、必要に応じて上記以外の者に出席を求めて、説明、報告又は意見を徴することができます。

３．指名諮問委員会、報酬諮問委員会及び特別委員会は、必要に応じて上記以外の者に出席を求めて、説明、報

告又は意見を徴することができます。

４．特別委員会は、独立社外監査役が陪席し、意見を述べることができます。

５．サステナビリティ推進委員会は、常勤監査役及び経営監査室長並びに委員長が指名する者が陪席し、意見を

述べることができます。

６．本部長・支店長会議は、常勤取締役及び常勤監査役が陪席し、意見を述べることができます。

７．監査役のうち、名淵一茂氏は独立社外監査役、堀口佳秀氏は社外監査役です。

８．名淵一茂氏は指名諮問委員会及び報酬諮問委員会にオブザーバーとして出席しております。

③内部統制システムの整備の状況

　内部統制システム（取締役の職務の執行が法令・定款に適合すること等、会社の業務の適正を確保するための

体制）構築の基本方針として以下の事項を定めています。
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１．取締役、執行役員及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1) 当社は「経営理念」・「行動指針」を定めるとともに社内規程を整備し、コンプライアンス体制を確立す

る。

(2) 取締役、執行役員及び全ての使用人は「経営理念」・「行動指針」を遵守、実践して企業倫理の確立に取

り組み、公正な企業活動を通じて社会に貢献するとともに、創造的で清新なる企業風土を築く。

(3) 当社は、「人権と多様性の尊重」「安全最優先」「コンプライアンスの徹底」「サステナビリティへの貢

献」を取締役、執行役員及び全ての使用人の行動指針とする。

(4) 当社は、経営会議の下にサステナビリティ推進委員会を設置し、コンプライアンスを推進するための制度

を構築する。

(5) 当社は、業務執行部門から独立した経営監査室を設置し、各部署に対し定期的に内部監査を実施し、取締

役会・監査役へ報告する。

(6) 当社は、コンプライアンス上疑義ある行為について、使用人が社内の通報窓口、又は社外の弁護士を通じ

て会社に通報、相談できる内部通報制度を構築し、通報者の保護を図るとともに、潜在する問題点を把握

して自浄作用を発揮し、法令遵守の実現を図る。

(7) 当社は、行動指針に則り、反社会的勢力との関係を拒絶し、反社会的勢力からの不当な要求を毅然として

排除する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1) 情報の保存・管理

取締役は、株主総会議事録、取締役会議事録等法定文書のほか、経営会議議事録、稟議書等取締役の職務

の執行、意思決定に係る情報が記載された文書を、関連資料とともに、文書、情報に関する諸規程の定め

るところに従い、適切に保存し管理する。

(2) 情報の閲覧

取締役及び監査役は当社の定める手続きに従い、いつでも、前項の文書を閲覧することができるものとす

る。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1) 当社は、リスク管理の基礎として、ピーエス・コンストラクショングループサステナビリティ基本規程、

リスクマネジメント基本規程の他関連諸規程を定め、これらの規程に従ったリスク管理体制を構築するも

のとする。

(2) 当社は、不測・重大な事態が発生した場合には、社長指揮下の対策本部を設置し、迅速な対応を行い、損

害の拡大を防止し、被害を最小限に止める。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 執行役員制度

当社は、執行役員制度を導入し、取締役は経営の意思決定の迅速化、監督機能の強化等経営機能に専念

し、取締役会は業務執行権限を執行役員に委嘱して執行責任を明確にし、コーポレート・ガバナンスの一

層の充実を図る。

(2) 指名諮問委員会・報酬諮問委員会

当社は取締役の指名に関する決定プロセスの客観性及び透明性を高め、コーポレート・ガバナンス体制の

一層の充実・強化を図ることを目的に指名諮問委員会を設置し、また取締役・執行役員の報酬決定に関す

る手続きの客観性及び透明性を確保し、取締役会の監督機能の向上を図ることを目的に報酬諮問委員会を

設置し、それぞれの委員会は取締役会の諮問を受け、審議し答申する。

(3) 経営会議

当社は、職務執行の決定が適切かつ機動的に行われるため社長及び主要な執行役員で構成する経営会議を

設置し、原則月２回、全社及び当社グループ全体の経営に係わる戦略、基本方針その他経営全般に関する

重要事項を審議する。さらに、代表取締役あるいは、取締役会の意思決定を適法・適正かつ効率的に行う

ために、取締役会付議事項について事前に慎重な審議を行い、代表取締役及び取締役会の意思決定に資す

るものとする。

(4) サステナビリティ推進委員会

当社は、経営会議の下にサステナビリティ推進委員会を設置し、経営理念に基づいたサステナビリティ基

本方針を掲げ、事業活動を通じて持続可能な社会の実現を目指すとともに、当社の持続的成長を追求し、

当社の効率的な課題解決に向けた取り組みを行うものとする。

(5) 本部長・支店長会議

当社は、社長・主要な執行役員・支店長等で構成する本部長・支店長会議を設置し、原則月１回、各本

部・支店より受注・損益・業務遂行状況等を報告させ、必要に応じて具体的な施策を協議するほか、経営

に係る戦略、基本方針その他経営全般に関する重要事項の周知徹底を図る。
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５．当社と親会社における業務の適正を確保するための体制

(1) 当社は、親会社との間で資本業務提携契約を締結し、親会社グループ（親会社及びその子会社）の施工技

術、研究開発力、その他の経営資源を活用する等、親会社グループとの連携を強化し、グループシナジー

を追求しつつ、一方で、上場会社として求められる経営の独立性を保持し、企業価値向上のための経営資

源を自らが決定し、保有・確保するとともに、株主間の利益相反問題に配慮しながら当社の持続的成長を

図る。

(2) 当社は、特別委員会を設置し、親会社グループとの間で行う重要な取引・行為等について、当該取引の必

要性、合理性及び妥当性について、特別委員会による審議・答申を経て、取締役会において意思決定を行

うなど、親会社グループとの取引・行為等の公正性を確保するための体制を整備・運用する。

６．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社は、当社グループの経営理念と行動指針に基づき、当社グループ一体となった法令遵守を推進する。

また、財務報告に係る内部統制に関し、評価する仕組を確立して、当社グループの財務報告の適正性を確

保するための体制を構築する。

(1) 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社は、国内関係会社管理規程を定め、同規程に基づき子会社運営を実施するものとし、当社の取締役等

と子会社の取締役等との間で定期的に会合を行い、当社の経営方針の周知を行うとともに、子会社から経

営状況等の報告を受ける他、必要に応じ、当社の取締役、執行役員又は使用人を子会社の取締役又は監査

役として派遣し、適切な監督・監査を行うものとする。

(2) 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①当社は、ピーエス・コンストラクショングループサステナビリティ基本規程及びリスクマネジメント基

本規程を定めることで、子会社にリスク管理体制を構築させ、定期的に報告を受けるものとする。

②当社は、子会社において損失リスクが発生した場合には、国内関係会社管理規程に従い、速やかに当社

へ報告させるものとし、当社及び当該子会社間で対策を協議・実施することで、損失の拡大を防止す

る。

(3) 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制、並びに子会社の取締役等

及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①当社は、子会社におけるコンプライアンスの周知・徹底及び推進のための啓発活動を支援する。

②当社は、当社の取締役等と子会社の取締役等が定期的な会合を行い、当社の経営方針の周知を行うとと

もに、子会社から経営状況等の報告を受けるものとする。

③当社は、当社の経営監査室による子会社の内部監査を実施し、その結果を当社の社長並びに監査役に報

告するとともに、子会社の代表取締役に通知する。

７．監査役の職務の執行のための必要な体制

(1) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

取締役は、監査役がその職務を適切かつ独立して遂行できるよう、監査役会からの要請があった場合に

は、監査役の職務を補助する使用人（以下「補助使用人」という。）の配置に努める。

(2) 前号の使用人の取締役からの独立性及び指示の実効性の確保に関する事項

取締役は監査役会に対し、あらかじめ補助使用人の人事異動等に係る事項について同意を得るものとす

る。

取締役は、補助使用人の配置について、監査役と執行側からの指揮命令が相反しないように配慮し、補助

使用人を選任する。また、補助使用人は監査役からの指揮命令を優先するものとする。

(3) 監査役への報告に関する体制

①取締役、執行役員及び使用人が監査役に報告するための体制

取締役は、法律に定める事項のほか、取締役、執行役員又は使用人からの監査役に対する報告事項につ

いて、あらかじめ監査役と協議して定めることができる。

前記の他、監査役はいつでも必要に応じ取締役、執行役員又は使用人に対して報告を求めることがで

き、取締役、執行役員又は使用人は求められた報告事項について報告するものとする。

②子会社の取締役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告をするための体

制

子会社の取締役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者は、子会社に著しい損害を及ぼすおそ

れのある事項や法令及び定款違反に関する重大な事実を発見又は報告を受けた場合は、遅滞なく当社監

査役に報告する。

当社は、当社グループの内部通報制度および当社の経営監査室による各子会社の内部監査等を通じて得

た情報を、当社監査役に定期的に報告する。

(4) 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受けないことを確保するための体制

当社は、当社の監査役に前号の報告を行った者に対し、当該報告を行ったことを理由として不利益な取り

扱いは行わない旨を社内規程等で定めることにより当該報告をしたことを理由として不利益な取り扱いを

受けない体制を確保する。

(5) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費

用又は債務の処理に係る方針に関する事項
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当社は、監査役と協議の上、監査役の職務を執行するのに必要である予算をあらかじめ定める。また、予

算の有無に拘わらず、監査役が外部専門家に依頼した費用などを含め、職務を執行するために発生した費

用を請求した時は、職務の執行に必要でないことが認められた場合を除き、監査役に償還するものとす

る。

(6) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

代表取締役は、監査役と定期的に会合等をもち、会社が対処すべき課題、監査役監査の環境整備の状況、

監査上の重要課題等について意見を交換する等、監査役との相互認識を深めるように努める。社外取締役

は監査役と定期的に会合等をもち、会社が対処すべき課題、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要

課題等について意見を交換する等、監査役との相互認識を深めるように努める。

監査役は、自らの判断により会社の重要な会議に出席できるものとする。

８．財務報告に係る内部統制の有効性の評価を行うための体制

当社は、当社グループの財務報告に係る内部統制の有効性の評価を審議して、社長に報告するための諮問機

関として金融商品取引法財務報告内部統制評価会議を設置し、金融商品取引法令に則った財務報告に係る情

報の信頼性を確保する。

④反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社グループは反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方として、行動指針において「暴力団対策法の趣旨に

則り、暴力団やすべての反社会的団体等との関係を拒絶し、いかなる要求にも応じない」ことを明記しておりま

す。また、「特殊暴力防止対応マニュアル」を定め、全役職員に対して周知徹底を図っております。

　反社会的勢力からの不当要求に対しては、総務部門及び法務部門が連携し、必要に応じて警察、暴力追放運動

推進センター及び弁護士等の外部専門機関と緊密な連携を図り対応することとしております。

　協力会社との工事請負契約約款に「反社会的勢力の排除」条項を記載しております。

⑤リスク管理体制の整備の状況

　当社は、当社グループのリスク管理体制として、リスクマネジメント基本規程等を定めるとともにリスクの洗

い出し等を行い、抽出したリスクにはそれぞれリスク担当部署を設置して評価を実施し、その中のリスクから当

社グループの重要なリスクを選定して全社でリスク低減活動を行うこととしております。同活動の状況について

は定期的にサステナビリティ推進委員会に報告することとし、同委員会にて協議されるほか、定期的に取締役会

に報告され、運用状況を監督することとしております。また、当社はピーエス・コンストラクショングループ

ネットワークの情報セキュリティを確保するため、情報セキュリティ運用ガイドラインを定めるとともに、サイ

バーセキュリティの強化を図っております。

　関係会社については、関係会社連絡会及び関係会社経営協議会を開催するなど、意思決定並びに監督・監査に

つき同様の姿勢を堅持しており、関連事業室を事務局として、各社の事業計画の審査・調整を推進しておりま

す。

　当社グループでは、内部通報制度運用規程を定め、匿名であっても相談・通報を受け付ける制度を設けるとと

もに、監査役及び第三者機関として弁護士事務所にも相談・通報できる体制を敷いております。

　内部通報制度の運用状況については、定期的にサステナビリティ推進委員会に報告するものとし、必要に応じ

て、取締役会に報告することとしております。なお、内部通報を含む内部統制の運用状況について、年に一度、

取締役会に報告しております。

⑥子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

　当社は、当社グループの連結経営を展開し、グループとして企業価値の最大化を実現することを目的に国内関

係会社管理規程を定め、関係会社連絡会を年２回、関係会社経営協議会を年１回開催して関係会社の経営状況を

確認し、当社の経営方針の周知・浸透を図っております。

　また、当社はピーエス・コンストラクショングループサステナビリティ基本規程に則りグループ各社にサステ

ナビリティ推進委員会を設置し、当社本委員会に活動実績を報告させるとともに、コンプライアンス活動の周

知・浸透を図っております。

　なお、当社の経営監査室がグループ各社の内部監査を実施し、監査結果を当社代表取締役社長執行役員、監査

役及びグループ各社の代表取締役に報告しております。

⑦取締役（業務執行取締役等である者を除く。）及び監査役との間の責任限定契約

　当社は、各取締役（業務執行取締役等である者を除く。）及び各監査役との間で、会社法第427条第１項の規

定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠

償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。なお、当該責任限定が認め

られるのは、当該取締役（業務執行取締役等である者を除く。）又は監査役が責任の原因となった職務の執行に

ついて善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

⑧役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、

保険料は全額当社が負担しております。当該保険契約により、当社取締役、監査役、執行役員及び重要な使用人

並びに海外関係会社の役員（当社から出向している役員に限る。）が職務の執行に起因して損害賠償責任を負っ

た場合における損害及び損害賠償請求がなされたことに関する争訟費用を填補することとしております。ただ

し、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害は填補されないなど、一定の免責事

項があります。
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⑨取締役の選任の決議要件

　当社の取締役は15名以内とし、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。また、取締役の選任

決議は、累積投票によらない旨を定款で定めております。

⑩株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした事項

・当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項第２号乃至第４号に定める事項について、災害等の不測の事態

により、株主総会を開催することが困難であると取締役会が判断した場合に、法令に別段の定めがある場合を

除き、取締役会の決議により行うことができる旨定款に定めております。

・当社は、取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定め

ております。これは、株主への機動的な利益還元を可能にするためであります。

・当社は、自己株式の取得について必要な場合機動的な対応ができるように会社法第165条第２項の規定によ

り、取締役会決議によって市場取引等により自己株式を取得することができる旨を定款で定めております。

・当社は、会社法第426条第１項の規定により、同法第423条第１項の行為に関する取締役（取締役であった者を

含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の責任を、法令の定める限度において、取締役会の決議に

よって免除することができる旨を定款に定めております。これは、取締役及び監査役が期待される役割を十分

に発揮できるようにするためであります。

⑪株主総会決議の方法

　株主総会の決議は、法令又は定款に別段の定めがある場合を除き、出席した議決権を行使することができる

株主の議決権の過半数を持って行っております。また、会社法第309条第２項の定めによるべき決議は、議決権

を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上を

もって行うこととしております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総

会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

⑫取締役会等の活動状況
イ．取締役会の活動状況

当事業年度における個々の取締役の取締役会出席状況については次のとおりであります。

役職名 氏　名 開催回数 出席回数

取締役 森　　拓也 13 13

取締役 櫻林　美津雄(注)１ 11 11

取締役 岩﨑　信樹 13 13

取締役 佐々木　晋 13 13

取締役 寒川　勝彦(注)１ 11 11

取締役 大山　博明(注)１ 11 11

取締役 羽場　幸男 13 13

取締役 川原　利朗(注)２ ２ ２

社外取締役 加藤　秀樹 13 13

社外取締役 保坂美江子 13 13

社外取締役 吉良　尚之 13 13

社外取締役 雑賀　和彦 13 13

（注）１．櫻林美津雄、寒川勝彦及び大山博明の各氏は、2025年６月20日開催の第77回定時株主総会において

選任されたため、取締役会の開催回数が他の取締役と異なります。

２．川原利朗氏は、2025年６月20日開催の第77回定時株主総会をもって退任されたため、取締役会の開

催回数が他の取締役と異なります。
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当事業年度の取締役会における具体的な検討内容は次のとおりであります。

・中期経営計画の進捗状況に関する事項

・指名諮問委員会、報酬諮問委員会及び特別委員会の答申内容に関する事項

・利益相反取引及び関連事業者間取引に関する事項

・内部統制の評価に関する事項

・政策保有株式の保有適否に関する事項

・決算、予算及び業績に関する事項

・子会社及び関連会社に関する事項

・サステナビリティ推進活動に関する事項

ロ．指名諮問委員会の活動状況

当事業年度における指名諮問委員会の各委員の出席状況については次のとおりであります。

役職名 氏　名 開催回数 出席回数

取締役 森　　拓也 ４ ４

社外取締役 加藤　秀樹 ４ ４

社外取締役 保坂美江子 ４ ４

社外取締役 吉良　尚之 ４ ４

社外取締役 雑賀　和彦 ４ ４

当事業年度の指名諮問委員会における具体的な検討内容は次のとおりであります。

・社長（最高経営責任者）の後継者計画に関する事項

・取締役兼務執行役員の異動に関する事項

・株主総会に付議する取締役候補者の選任に関する事項

 
ハ．報酬諮問委員会の活動状況

当事業年度における報酬諮問委員会の各委員の出席状況については次のとおりであります。

役職名 氏　名 開催回数 出席回数

取締役 森　　拓也 ４ ４

社外取締役 加藤　秀樹 ４ ４

社外取締役 保坂美江子 ４ ４

社外取締役 吉良　尚之 ４ ４

社外取締役 雑賀　和彦 ４ ４

当事業年度の報酬諮問委員会における具体的な検討内容は次のとおりであります。

・取締役及び執行役員の報酬水準、報酬構成の妥当性に関する事項

・役員報酬に関する規程の改定に関する事項

・取締役及び執行役員の個人別報酬額に関する事項

 

ニ．特別委員会の活動状況

当事業年度における特別委員会の各委員の出席状況については次のとおりであります。

役職名 氏　名 開催回数 出席回数

社外取締役 保坂美江子 ４ ４

社外取締役 加藤　秀樹 ４ ４

社外取締役 吉良　尚之 ４ ４

社外取締役 雑賀　和彦 ４ ４

当事業年度の特別委員会における具体的な検討内容は次のとおりであります。

・支配株主との取引実績等に関する事項

・親会社との融資枠設定に伴う借入実施に関する事項
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(2)【役員の状況】

①役員一覧

イ．2026年６月19日（有価証券報告書提出日）現在の当社の役員の状況は、以下のとおりであります。

男性　13名　女性　1名　（役員のうち女性の比率　7.1％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役会長 森　　拓也 1956年１月27日生

1979年４月　当社入社
2007年４月　当社執行役員 名古屋支店長

2010年６月　当社取締役 執行役員 技術本部長兼工務監督室長・

安全品質環境担当
2012年４月　当社取締役 常務執行役員 技術本部長・安全品質環

境担当
2016年４月　当社取締役 副社長執行役員 技術本部長・安全品質

環境担当兼海外事業担当
2016年６月　当社代表取締役副社長 副社長執行役員 技術本部

長・安全品質環境担当兼海外事業担当
2018年６月　当社代表取締役副社長 副社長執行役員 社長補佐・

技術本部長・海外事業担当
2019年４月　当社代表取締役副社長 副社長執行役員 社長補佐・

海外事業担当
2020年４月　当社代表取締役社長 社長執行役員 全般統理

2022年６月　当社代表取締役 社長執行役員 全般統理

2026年４月　当社取締役会長（現）

 

(注)３ 19,127

代表取締役

社長執行役員
櫻林　美津雄 1959年７月15日生

1982年４月　当社入社

2013年４月　当社東京土木支店副支店長兼土木営業部長兼茨城営
業所長

2014年４月　当社広島支店長

2017年４月　当社九州支店長

2019年４月　菱建基礎株式会社 代表取締役社長

2021年４月　当社執行役員 土木本部副本部長

2022年４月　当社執行役員 土木本部副本部長兼土木営業部長兼高

速鉄道推進室長

2023年４月　当社常務執行役員 土木本部長

2023年６月　当社取締役 常務執行役員 土木本部長

2024年６月　当社常務執行役員 土木本部長

2025年４月　当社副社長執行役員 社長補佐・土木本部長・安全品

質環境担当

2025年６月　当社代表取締役 副社長執行役員 社長補佐・土木本

部長・安全品質環境担当

2026年４月　当社代表取締役 社長執行役員 全般統理（現）

 

(注)３ 1,484

取締役

常務執行役員
岩﨑　信樹 1963年２月10日生

1985年４月　大成建設株式会社入社

2006年４月　同社東北支店管理部管理室長

2008年６月　同社社長室経営企画部関連事業室長

2010年２月　同社管理本部財務部資金室長

2012年３月　有楽土地株式会社（現大成有楽不動産株式会社）管
理本部経理部長

2013年４月　大成建設株式会社四国支店管理部長

2016年４月　同社管理本部財務部長

2021年６月　大成有楽不動産株式会社取締役 執行役員 社長室副

室長

2022年４月　同社取締役 常務執行役員 社長室長

2024年１月　当社顧問

2024年４月　当社執行役員 管理本部副本部長

2024年６月　当社取締役 執行役員 管理本部副本部長

2025年４月　当社取締役 常務執行役員 管理本部長・サステナビ

リティ推進担当（現）

 

(注)３ 797
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役

常務執行役員
佐々木　晋 1962年２月25日生

1985年４月　三菱金属株式会社（現三菱マテリアル株式会社）入

社

2011年６月　同社経理・財務部門経理室長

2012年６月　同社経理・財務部門財務室長

2013年４月　同社経営戦略部門経営企画部長

2016年４月　同社執行役員 経営戦略部門経営企画部長

2018年６月　同社常務執行役員 経営戦略本部長

2019年４月　同社常務執行役員 ガバナンス統括本部長

2019年６月　同社執行役常務 ガバナンス統括本部長

2020年４月　同社執行役常務 ガバナンス統括本部長 アルミ事

業・関連事業関係担当

2021年４月　米国三菱セメント社 取締役ＣＥＯ

2021年４月　ＭＣＣデベロップメント社 取締役社長ＣＥＯ

2021年10月　ロバートソン・レディ・ミックス社 社長ＣＥＯ

2022年４月　当社常務執行役員 管理本部長

2022年６月　当社取締役 常務執行役員 管理本部長

2023年４月　当社取締役 常務執行役員 管理本部長

・経営企画担当兼サステナビリティ推進担当

2025年４月　当社取締役 常務執行役員 経営企画担当兼関連事業

担当（現）

 

(注)３ 5,425

取締役

常務執行役員
寒川　勝彦 1962年７月14日生

1985年４月　当社入社

2008年８月　当社西日本支社建築部建築設計センター長

2012年４月　当社大阪支店建築営業部部長

2014年４月　当社大阪支店ＰＣ建築部長

2016年４月　当社建築本部ＰＣ建築部長

2018年10月　当社建築本部副本部長兼ＰＣ建築部長

2019年４月　当社執行役員 建築本部副本部長

2022年４月　当社執行役員 東京建築支店長

2023年４月　当社常務執行役員 東京建築支店長

2024年４月　当社常務執行役員 建築本部長

2025年６月　当社取締役 常務執行役員 建築本部長（現）

 

(注)３ 7,618

取締役

常務執行役員
大山　博明 1964年３月20日生

1986年４月　当社入社

2009年４月　当社東京支店土木工務部部長

2010年４月　当社技術本部技術部部長

2015年４月　当社技術本部技術部長

2019年４月　当社技術本部副本部長兼技術部長

2021年１月　当社東北支店長

2023年４月　当社執行役員 技術本部長・安全品質環境担当

2025年４月　当社執行役員 技術本部長兼ＤＸ推進室長

2025年６月　当社取締役 執行役員 技術本部長兼ＤＸ推進室長

2026年４月　当社取締役 常務執行役員 技術本部長兼

ＤＸ推進室長（現）

 

(注)３ 615

取締役 羽場　幸男 1963年８月７日生

1986年４月　大成建設株式会社入社

2010年４月　同社管理本部経理部会計室長

2015年４月　同社名古屋支店管理部長

2017年４月　同社東京支店管理部長

2019年４月　同社社長室経営企画部長

2021年４月　同社執行役員 社長室副室長兼経営企画部長兼新事

業企画部長

2024年４月　同社常務執行役員 社長室副室長兼経営企画部長兼

新事業企画部長

2024年６月　当社取締役（現）

2025年１月　大成建設株式会社常務執行役員 社長室副室長兼新

事業企画部長

2025年４月　同社常務執行役員 社長室長兼新事業企画部長

（現）

 

(注)３ －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 加藤　秀樹 1964年３月15日生

1986年４月　三菱鉱業セメント株式会社（現三菱マテリアル株式
会社）入社

2012年６月　同社経理・財務部経理室長
2016年４月　同社経理・財務部長
2016年６月　同社経理・財務部長兼財務室長
2017年４月　米国三菱セメント社取締役
　　　　　　ＭＣＣデベロップメント社取締役
2018年４月　三菱マテリアル株式会社執行役員 経営戦略本部経営

企画部長
2021年４月　同社執行役員 セメント事業カンパニーバイスプレジ

デント
2021年６月　当社社外取締役（現）

2022年４月　ＵＢＥ三菱セメント株式会社常務執行役員（現）

 

(注)３ －

取締役 保坂　美江子 1968年10月18日生

1995年４月　弁護士登録
　　　　　　沖信・石原・清法律事務所（現スプリング法律事務

所）入所
2002年８月　フレッシュフィールズブルックハウスデリンガー法

律事務所入所
2006年８月　外国法共同事業法律事務所リンクレーターズ入所
2012年２月　フィオーレ国際法律事務所代表
2017年５月　パヴィア・エ・アンサルド外国法事務弁護士事務所

入所
2020年５月　ＰｅＡ法律事務所代表（現）
2020年12月　株式会社オープンハウス（現株式会社オープンハウ

スグループ）社外監査役
2021年６月　当社社外取締役（現）

2025年６月　株式会社ジャノメ社外取締役（現）

 

(注)３ －

取締役 吉良　尚之 1961年12月24日生

1984年４月　日本セメント株式会社（現太平洋セメント株式会
社）入社

2012年４月　同社中国支店セメント営業部長

2017年４月　同社関西四国支店長

2019年４月　同社執行役員 セメント事業本部営業部長

2023年４月　同社常務執行役員 セメント事業本部長兼セメント事

業本部営業部長
2023年６月　当社社外取締役（現）

2024年４月　太平洋セメント株式会社常務執行役員 セメント事業

本部長

2025年４月　同社専務執行役員 セメント事業本部長

2025年６月　同社取締役専務執行役員 セメント事業本部長（現）

 

(注)３ －

取締役 雑賀　和彦 1966年９月１日生

1989年４月　住友電気工業株式会社入社

2009年９月　鈴木住電鋼線製品（広州）有限公司副総経理兼営業
部長

2018年６月　住友電気工業株式会社特殊線事業部調達部長兼資材
部連携推進室主幹

　　　　　　住友電工スチールワイヤー株式会社取締役 精密ワイ

ヤー営業部長

2019年４月　住友電気工業株式会社特殊線事業本部業務部長兼特
殊線事業部調達部長

2021年７月　同社特殊線事業部長
2023年６月　当社社外取締役（現）

2023年６月　住友電気工業株式会社執行役員 特殊線事業部長

2024年６月　同社常務執行役員 特殊線事業部長（現）

 

(注)３ －

監査役

（常勤）
小山　靖志 1957年11月８日生

1980年４月　三菱鉱業セメント株式会社（現三菱マテリアル株式
会社）入社

2005年11月　同社関連事業室副事業室長
2007年４月　当社社長室長付
2007年７月　当社社長室関連事業部長
2009年６月　三菱マテリアル株式会社セメント事業カンパニー管

理統括部グループ会社管理部長
2011年６月　同社関連事業室長
2014年９月　当社執行役員 管理本部長・ＣＳＲ担当

2016年４月　当社執行役員 管理本部長

2016年６月　当社取締役 執行役員 管理本部長

2018年４月　当社取締役 常務執行役員 管理本部長

2022年４月　当社取締役
2022年６月　当社監査役（現）

 

(注)４ 58,400
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役

（常勤）
名淵　一茂 1966年６月11日生

1989年４月　三菱信託銀行株式会社（現三菱ＵＦＪ信託銀行株式
会社）入社

2012年５月　同社営業第６部長

2013年６月　同社営業開発部長

2014年５月　同社資産金融第１部長

2016年６月　同社執行役員 営業第４部長

2018年４月　株式会社三菱UFJ銀行執行役員 営業第三本部営業第

十一部長

2020年４月　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社執行役員 金融法人部長

2022年４月　エム・ユー・トラスト不動産管理株式会社代表取締
役社長

2024年４月　同社顧問

2024年６月　当社社外監査役（現）

 

(注)５ －

監査役

（常勤）
堀口　佳秀 1964年12月２日生

1988年４月　大成建設株式会社入社

2010年１月　同社管理本部法務部法務室長

2020年３月　同社管理本部法務部部長

2021年４月　同社監査役業務部長

2024年６月　当社監査役

2025年６月　当社社外監査役（現）

 

(注)６ －

計 93,466

（注）１．取締役　加藤秀樹、保坂美江子、吉良尚之及び雑賀和彦の各氏は、社外取締役であります。

２．監査役　名淵一茂及び堀口佳秀の両氏は、社外監査役であります。

３．2025年６月20日開催の定時株主総会終結の時から１年間

４．2022年６月22日開催の定時株主総会終結の時から４年間

５．2024年６月21日開催の定時株主総会終結の時から４年間

６．2025年６月20日開催の定時株主総会終結の時から４年間

７．当社は、経営・監督機能と業務執行機能の強化、経営の効率化、意思決定の迅速化等を目的として、執行役

員制度を導入しております。

 

2026年６月19日（有価証券報告書提出日）現在の執行役員は19名(うち取締役兼務５名)で次のとおり

構成されております。

職　　名  氏　　名 担当業務

※ 社長執行役員  櫻 林 　美 津 雄 全般統理

※ 常務執行役員  岩 﨑 信 樹 管理本部長・サステナビリティ推進担当

※ 常務執行役員  佐 々 木 　晋 経営企画担当 兼 関連事業担当

※ 常務執行役員  寒 川 勝 彦 建築本部長

※ 常務執行役員  大 山 博 明 技術本部長 兼 ＤＸ推進室長

 常務執行役員  武 田 哲 郎 東京土木支店長

 常務執行役員  田 原 道 和 土木本部長・安全品質環境担当

 常務執行役員  平 田 聖 二 東京建築支店長

 執行役員  小 林 　仁 土木本部副本部長 兼 土木企画部長

 執行役員  宅 野 伸 二 管理本部副本部長 兼 事務効率化推進部長

兼 サステナビリティ推進室長

 執行役員  中 村 誠 治 九州支店長

 執行役員  大 熊 　光 土木本部副本部長

 執行役員  手 嶋 　弘 建築本部副本部長

 執行役員  鈴 木 俊 成 建築本部副本部長 兼 建築部長

 執行役員  井 筒 浩 二 製造本部長

 執行役員  和 智 美 徳 建築本部副本部長 兼 製造本部副本部長

 執行役員  興 梠 薫 明 土木本部副本部長 兼 土木部長

 執行役員  中 瀬 敏 明 大阪支店長

 執行役員  園 田 強 介 土木本部副本部長 兼 土木営業部長 兼 高速鉄道推

進室長

（※は取締役兼務）
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ロ．2026年６月22日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として「取締役12名選任の件」、「監査役１名

選任の件」を提案しており、当該議案が原案どおり承認可決されると、当社の役員の状況は、以下のとおり

となる予定です。なお、当該定時株主総会の直後に開催が予定される取締役会の決議事項の内容（役職等）

を含めて記載しております。

男性　14名　女性　1名　（役員のうち女性の比率　6.6％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役会長 森　　拓也 1956年１月27日生

1979年４月　当社入社
2007年４月　当社執行役員 名古屋支店長

2010年６月　当社取締役 執行役員 技術本部長兼工務監督室長・

安全品質環境担当
2012年４月　当社取締役 常務執行役員 技術本部長・安全品質環

境担当
2016年４月　当社取締役 副社長執行役員 技術本部長・安全品質

環境担当兼海外事業担当
2016年６月　当社代表取締役副社長 副社長執行役員 技術本部

長・安全品質環境担当兼海外事業担当
2018年６月　当社代表取締役副社長 副社長執行役員 社長補佐・

技術本部長・海外事業担当
2019年４月　当社代表取締役副社長 副社長執行役員 社長補佐・

海外事業担当
2020年４月　当社代表取締役社長 社長執行役員 全般統理

2022年６月　当社代表取締役 社長執行役員 全般統理

2026年４月　当社取締役会長（現）
 

(注)３ 19,127

代表取締役

社長執行役員
櫻林　美津雄 1959年７月15日生

1982年４月　当社入社
2013年４月　当社東京土木支店副支店長兼土木営業部長兼茨城営

業所長
2014年４月　当社広島支店長
2017年４月　当社九州支店長
2019年４月　菱建基礎株式会社 代表取締役社長

2021年４月　当社執行役員 土木本部副本部長

2022年４月　当社執行役員 土木本部副本部長兼土木営業部長兼高

速鉄道推進室長
2023年４月　当社常務執行役員 土木本部長

2023年６月　当社取締役 常務執行役員 土木本部長

2024年６月　当社常務執行役員 土木本部長

2025年４月　当社副社長執行役員 社長補佐・土木本部長・安全品

質環境担当
2025年６月　当社代表取締役 副社長執行役員 社長補佐・土木本

部長・安全品質環境担当
2026年４月　当社代表取締役 社長執行役員 全般統理（現）

 

(注)３ 1,484

取締役

常務執行役員
岩﨑　信樹 1963年２月10日生

1985年４月　大成建設株式会社入社
2006年４月　同社東北支店管理部管理室長
2008年６月　同社社長室経営企画部関連事業室長
2010年２月　同社管理本部財務部資金室長
2012年３月　有楽土地株式会社（現大成有楽不動産株式会社）管

理本部経理部長
2013年４月　大成建設株式会社四国支店管理部長
2016年４月　同社管理本部財務部長
2021年６月　大成有楽不動産株式会社取締役 執行役員 社長室副

室長
2022年４月　同社取締役 常務執行役員 社長室長

2024年１月　当社顧問
2024年４月　当社執行役員 管理本部副本部長

2024年６月　当社取締役 執行役員 管理本部副本部長

2025年４月　当社取締役 常務執行役員 管理本部長・サステナビ

リティ推進担当（現）
 

(注)３ 797
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役

常務執行役員
佐々木　晋 1962年２月25日生

1985年４月　三菱金属株式会社（現三菱マテリアル株式会社）入
社

2011年６月　同社経理・財務部門経理室長
2012年６月　同社経理・財務部門財務室長
2013年４月　同社経営戦略部門経営企画部長
2016年４月　同社執行役員 経営戦略部門経営企画部長

2018年６月　同社常務執行役員 経営戦略本部長

2019年４月　同社常務執行役員 ガバナンス統括本部長

2019年６月　同社執行役常務 ガバナンス統括本部長

2020年４月　同社執行役常務 ガバナンス統括本部長 アルミ事

業・関連事業関係担当
2021年４月　米国三菱セメント社 取締役ＣＥＯ

2021年４月　ＭＣＣデベロップメント社 取締役社長ＣＥＯ

2021年10月　ロバートソン・レディ・ミックス社 社長ＣＥＯ

2022年４月　当社常務執行役員 管理本部長

2022年６月　当社取締役 常務執行役員 管理本部長

2023年４月　当社取締役 常務執行役員 管理本部長

・経営企画担当兼サステナビリティ推進担当
2025年４月　当社取締役 常務執行役員 経営企画担当兼関連事業

担当（現）
 

(注)３ 5,425

取締役

常務執行役員
寒川　勝彦 1962年７月14日生

1985年４月　当社入社
2008年８月　当社西日本支社建築部建築設計センター長
2012年４月　当社大阪支店建築営業部部長
2014年４月　当社大阪支店ＰＣ建築部長
2016年４月　当社建築本部ＰＣ建築部長
2018年10月　当社建築本部副本部長兼ＰＣ建築部長
2019年４月　当社執行役員 建築本部副本部長

2022年４月　当社執行役員 東京建築支店長

2023年４月　当社常務執行役員 東京建築支店長

2024年４月　当社常務執行役員 建築本部長

2025年６月　当社取締役 常務執行役員 建築本部長（現）

 

(注)３ 7,618

取締役

常務執行役員
大山　博明 1964年３月20日生

1986年４月　当社入社
2009年４月　当社東京支店土木工務部部長
2010年４月　当社技術本部技術部部長
2015年４月　当社技術本部技術部長
2019年４月　当社技術本部副本部長兼技術部長
2021年１月　当社東北支店長
2023年４月　当社執行役員 技術本部長・安全品質環境担当

2025年４月　当社執行役員 技術本部長兼ＤＸ推進室長

2025年６月　当社取締役 執行役員 技術本部長兼ＤＸ推進室長

2026年４月　当社取締役 常務執行役員 技術本部長兼ＤＸ推進室

長（現）
 

(注)３ 615

取締役

常務執行役員
田原　道和 1963年10月16日生

1988年４月　当社入社
2013年10月　当社大阪支店土木工事部部長（九州支店駐在）
2016年４月 当社大阪支店土木工事部長兼土木工事検査室長

2018年４月　当社大阪支店副支店長兼土木工事部長兼土木工事検
査室長

2019年４月　当社九州支店長
2020年４月　当社執行役員 九州支店長

2021年４月　当社執行役員 名古屋支店長

2026年４月　当社常務執行役員 土木本部長・安全品質環境担当

2026年６月　当社取締役 常務執行役員 土木本部長・安全品質環

境担当（予定）
 

(注)３ 5,818

取締役 羽場　幸男 1963年８月７日生

1986年４月　大成建設株式会社入社
2010年４月　同社管理本部経理部会計室長
2015年４月　同社名古屋支店管理部長
2017年４月　同社東京支店管理部長
2019年４月　同社社長室経営企画部長
2021年４月　同社執行役員 社長室副室長兼経営企画部長兼新事業

企画部長
2024年４月　同社常務執行役員 社長室副室長兼経営企画部長兼新

事業企画部長
2024年６月　当社取締役（現）
2025年１月　大成建設株式会社常務執行役員 社長室副室長兼新事

業企画部長
2025年４月　同社常務執行役員 社長室長兼新事業企画部長（現）

 

(注)３ －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 加藤　秀樹 1964年３月15日生

1986年４月　三菱鉱業セメント株式会社（現三菱マテリアル株式
会社）入社

2012年６月　同社経理・財務部経理室長
2016年４月　同社経理・財務部長
2016年６月　同社経理・財務部長兼財務室長
2017年４月　米国三菱セメント社取締役
　　　　　　ＭＣＣデベロップメント社取締役
2018年４月　三菱マテリアル株式会社執行役員 経営戦略本部経営

企画部長
2021年４月　同社執行役員 セメント事業カンパニーバイスプレジ

デント
2021年６月　当社社外取締役（現）
2022年４月　ＵＢＥ三菱セメント株式会社常務執行役員（現）
 

(注)３ －

取締役 保坂　美江子 1968年10月18日生

1995年４月　弁護士登録
　　　　　　沖信・石原・清法律事務所（現スプリング法律事務

所）入所
2002年８月　フレッシュフィールズブルックハウスデリンガー法

律事務所入所
2006年８月　外国法共同事業法律事務所リンクレーターズ入所
2012年２月　フィオーレ国際法律事務所代表
2017年５月　パヴィア・エ・アンサルド外国法事務弁護士事務所

入所
2020年５月　ＰｅＡ法律事務所代表（現）
2020年12月　株式会社オープンハウス（現株式会社オープンハウ

スグループ）社外監査役
2021年６月　当社社外取締役（現）
2025年６月　株式会社ジャノメ社外取締役（現）
 

(注)３ －

取締役 吉良　尚之 1961年12月24日生

1984年４月　日本セメント株式会社（現太平洋セメント株式会
社）入社

2012年４月　同社中国支店セメント営業部長
2017年４月　同社関西四国支店長
2019年４月　同社執行役員 セメント事業本部営業部長

2023年４月　同社常務執行役員 セメント事業本部長兼セメント事

業本部営業部長
2023年６月　当社社外取締役（現）
2024年４月　太平洋セメント株式会社常務執行役員 セメント事業

本部長
2025年４月　同社専務執行役員 セメント事業本部長

2025年６月　同社取締役 専務執行役員 セメント事業本部長

（現）
 

(注)３ －

取締役 雑賀　和彦 1966年９月１日生

1989年４月　住友電気工業株式会社入社
2009年９月　鈴木住電鋼線製品（広州）有限公司副総経理兼営業

部長
2018年６月　住友電気工業株式会社特殊線事業部調達部長兼資材

部連携推進室主幹
　　　　　　住友電工スチールワイヤー株式会社取締役 精密ワイ

ヤー営業部長
2019年４月　住友電気工業株式会社特殊線事業本部業務部長兼特

殊線事業部調達部長
2021年７月　同社特殊線事業部長
2023年６月　当社社外取締役（現）
2023年６月　住友電気工業株式会社執行役員 特殊線事業部長

2024年６月　同社常務執行役員 特殊線事業部長（現）

 

(注)３ －

監査役

（常勤）
名淵　一茂 1966年６月11日生

1989年４月　三菱信託銀行株式会社（現三菱ＵＦＪ信託銀行株式
会社）入社

2012年５月　同社営業第６部長
2013年６月　同社営業開発部長
2014年５月　同社資産金融第１部長
2016年６月　同社執行役員 営業第４部長

2018年４月　株式会社三菱UFJ銀行執行役員 営業第三本部営業第

十一部長
2020年４月　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社執行役員 金融法人部長

2022年４月　エム・ユー・トラスト不動産管理株式会社代表取締
役社長

2024年４月　同社顧問
2024年６月　当社社外監査役（現）
 

(注)４ －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役

（常勤）
堀口　佳秀 1964年12月２日生

1988年４月　大成建設株式会社入社
2010年１月　同社管理本部法務部法務室長
2020年３月　同社管理本部法務部部長
2021年４月　同社監査役業務部長
2024年６月　当社監査役
2025年６月　当社社外監査役（現）
 

(注)５ －

監査役

（常勤）
川原　利朗 1957年12月９日生

1981年４月　当社入社
2006年１月　当社広島支店管理部長
2008年４月　当社広島支店長
2010年４月　当社土木本部土木営業部長
2010年７月　当社土木本部副本部長兼土木営業部長
2014年４月　当社大阪支店長
2015年４月　当社執行役員 大阪支店長

2018年４月　当社常務執行役員 東京建築支店長

2020年４月　当社常務執行役員 経営企画担当・建築本部副本部長

2022年４月　当社常務執行役員 経営企画担当兼サステナビリティ

推進担当
2023年４月　当社副社長執行役員 社長補佐・国内関係会社担当兼

海外事業担当
2023年６月　当社代表取締役 副社長執行役員 社長補佐・国内関

係会社担当兼海外事業担当
2025年４月　当社取締役
2025年６月　特別顧問
2026年６月　当社監査役（予定）
 

(注)６ 69,939

計 110,823

（注）１．取締役　加藤秀樹、保坂美江子、吉良尚之及び雑賀和彦の各氏は、社外取締役であります。

２．監査役　名淵一茂及び堀口佳秀の両氏は、社外監査役であります。

３．2026年６月22日開催の定時株主総会終結の時から１年間

４．2024年６月21日開催の定時株主総会終結の時から４年間

５．2025年６月20日開催の定時株主総会終結の時から４年間

６．2026年６月22日開催の定時株主総会終結の時から４年間

７．当社は、経営・監督機能と業務執行機能の強化、経営の効率化、意思決定の迅速化等を目的として、執行役

員制度を導入しております。
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②社外役員の状況

イ．社外取締役及び社外監査役の員数並びに選任状況に関する考え方

　社外取締役は取締役11名のうち４名、社外監査役は監査役３名のうち２名であり、役員全体に占める社外取

締役、社外監査役の割合も高く、当社経営に対する監督並びに監査機能は十分果たされていると考えており

ます。

ロ．社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針及び企業統治において果たす機能

と役割

　当社は、社外取締役及び社外監査役を選任するための方針を定めており、その選任に際しては、経歴や当

社との関係を踏まえて、十分な独立性を確保できることを個別に判断しております。また、独立性だけでな

く、当社の業容を良く理解し、各人の見識や人格等を考慮、さらに他業種での業務経験が豊富であることを

重要視しております。選任した社外役員には、業務執行を行う当社経営陣に対し、独立した客観的な立場か

ら、業務全般に係わる適切な助言及び監督並びに監査機能を発揮するよう求めております。

　独立役員を選任する際の判断基準は、株式会社東京証券取引所の定める独立性基準に加えて、当社が独自

に定める基準とし、一般株主と利益相反が生じるおそれのない者としております。

ハ．選任状況並びに会社との人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係

　社外取締役加藤秀樹氏は、当社の株主であるＵＢＥ三菱セメント株式会社（保有比率9.29％）の常務執

行役員であり、上場会社等の執行役員として豊富な経験と幅広い見識を有しており、当社社外取締役就任

後は、これらの経験・見識等に基づき、独立した客観的な立場から適切な助言及び監督をしていただいて

おります。当社は、ＵＢＥ三菱セメント株式会社から工事の受注並びに建設資材を購入する等の取引関係

がありますが、当社と同社間の取引高が両社の連結売上高に占める割合はどちらも１％未満と僅少であ

り、主要な取引先に該当するものではありません。従いまして、加藤秀樹氏の社外取締役としての独立性

は確保されており、一般株主との利益相反が生じるおそれのないことから、同氏を株式会社東京証券取引

所が定める独立役員として指定しております。

　社外取締役保坂美江子氏は、ＰｅＡ法律事務所の代表を務め、弁護士としての豊富な経験と幅広い見識

を有しており、当社社外取締役就任後は、これらの経験・見識等に基づき、独立した客観的な立場から適

切な助言及び監督をしていただいております。当社は、保坂美江子氏が代表を務めるＰｅＡ法律事務所及

び同氏が社外取締役を務める株式会社ジャノメとの間に取引はなく、一般株主との利益相反が生じるおそ

れのないことから、同氏を株式会社東京証券取引所が定める独立役員として指定しております。

　社外取締役吉良尚之氏は、当社の株主である太平洋セメント株式会社（保有比率2.91％）の取締役専務

執行役員であり、上場会社の取締役として豊富な経験と幅広い見識を有しており、当社社外取締役就任後

は、これらの経験・見識等に基づき、独立した客観的な立場から適切な助言及び監督をしていただいてお

ります。当社は、太平洋セメント株式会社のグループ会社から建設資材を購入する等の取引関係がありま

すが、当社と同社間の取引高が太平洋セメント株式会社の連結売上高に占める割合は１％未満と僅少であ

り、主要な取引先に該当するものではありません。従いまして、吉良尚之氏の社外取締役としての独立性

は確保されており、一般株主との利益相反が生じるおそれのないことから、同氏を株式会社東京証券取引

所が定める独立役員として指定しております。

　社外取締役雑賀和彦氏は、当社の株主である住友電気工業株式会社（保有比率1.05％）の常務執行役員

であり、上場会社の執行役員として豊富な経験と幅広い見識を有しており、当社社外取締役就任後は、こ

れらの経験・見識等に基づき、独立した客観的な立場から適切な助言及び監督をしていただいておりま

す。当社は、住友電気工業株式会社から建設資材を購入する等の取引関係がありますが、当社と同社間の

取引高が同社の連結売上高に占める割合は１％未満と僅少であり、主要な取引先に該当するものではあり

ません。従いまして、雑賀和彦氏の社外取締役としての独立性は確保されており、一般株主との利益相反

が生じるおそれのないことから、同氏を株式会社東京証券取引所が定める独立役員として指定しておりま

す。

　なお、2026年６月22日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役12名選任の件」を

提案しており、当該議案が承認可決されると、加藤秀樹氏、保坂美江子氏、吉良尚之氏、雑賀和彦氏の４

名の社外取締役が引き続き選任される予定です。

　社外監査役名淵一茂氏は、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社の執行役員を務めたのち、エム・ユー・トラス

ト不動産管理株式会社代表取締役社長を務めており、金融機関における豊富な経験・実績・見識を有して

おります。当社は、同氏が当社の社外監査役として、財務・会計に関する相当程度の知見を活かし、独立

した客観的な立場から取締役の職務の執行を監査していただけるものと判断し、社外監査役に選任してお

ります。当社は、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社に株式事務代行を委託しておりますが、株式事務代行手数

料等は僅少であり、主要な取引先に該当するものではなく、またエム・ユー・トラスト不動産管理株式会

社については、当社との間に特別の利害関係はありません。従いまして、名淵一茂氏の社外監査役として

の独立性は確保されており、一般株主との利益相反が生じるおそれのないことから、同氏を株式会社東京

証券取引所が定める独立役員として指定しております。

　社外監査役堀口佳秀氏は、当社の親会社である大成建設株式会社の業務執行者でありましたが、同社退

職後は、社外監査役の要件を満たしております。同氏は、上場会社における監査、法務部門に関する豊富

な経験・実績・見識を有しており、独立した客観的な立場から取締役の職務の執行を監査していただける

ものと判断し、社外監査役に選任しております。
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③社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部統

制部門との関係

　社外取締役につきましては、取締役会等において、内部監査、内部統制及びコンプライアンス等に係る重要事

項の報告を受けることにより情報を共有する他、幅広い視点・経験をもとに業務執行について様々な角度から監

督を行い、適宜情報交換を行う等、必要に応じて意見を表明しております。また、監査役から提供される支店監

査結果等により、会社が対処すべき課題や監査上の重要課題等について、監査役との情報共有を図り、相互認識

を深めるように努めております。社外監査役につきましては、内部監査部署である経営監査室と年度内部監査計

画を共有するとともに内部監査の進捗状況、内部監査結果及び指摘・提言事項等について定期的に意見交換を実

施しており、会計監査人とも年度監査計画や監査結果の情報交換等について十分な打合せを実施しております。

(3)【監査の状況】

①監査役監査の状況

・監査役の総数は、社外監査役２名を含む３名であり、全員が常勤監査役に選定されております。各監査役は、

取締役会の他、重要な会議に出席し、取締役の職務執行について監視を行っております。また、監査役会とし

て、独立した立場から監督・監視を行っており、会計監査人及び内部監査を担当している経営監査室と連携

し、適正に業務が執行されているかを厳正に監査しております。なお、常勤監査役の名淵一茂氏は、金融機関

出身者で財務・会計に関して相当の知見を有しております。

・当社は、2026年６月22日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「監査役１名選任の件」を提案

しており、当該議案が承認可決されると、監査役会は引き続き３名の監査役（監査役１名、社外監査役２名）

で構成されることになります。

・当社は、監査役の補助使用人として監査役付を１名配置することで、監査役職務を補助する体制を整えており

ます。
 

イ．監査役会開催頻度

毎月１回をめどとし、必要に応じて臨時に開催しています。2026年３月期は、年間14回開催しております。

ロ．個々の監査役の監査役会出席状況については次のとおりであります。

氏　名 開催回数 出席回数

小山　靖志 14 14

名淵　一茂 14 14

堀口　佳秀 14 14

水嶋　一樹（注） ２ ２

（注）2025年６月に監査役を退任した水嶋一樹氏は、同年６月以前の監査役会２回中２回出席しております。

ハ．監査役会の具体的な検討内容

　監査役会議長の選定、常勤監査役の選定、監査役の報酬の協議、監査役会の年間監査計画策定、会計監査

人の再任の適否の審議、会計監査人の監査報酬への同意の可否、監査役会監査報告の決定などのほか、株主

総会に監査役選任議案が提案される場合には、当該議案への同意の可否について決定しております。

　また、支店・営業所・関係会社往査の状況等について、担当監査役から報告を受け、情報共有に努めてお

ります。

ニ．常勤監査役の活動状況

　年間の監査計画に従い、重要会議への出席、支店・営業所・工場・関係会社・現場への往査あるいは視

察、取締役・執行役員・上級管理職等へのヒアリング、重要な書類の閲覧、代表取締役社長執行役員との意

見交換、会計監査人からの報告聴取及び情報交換、監査計画の妥当性を含む会計監査人の監査結果の相当性

評価などを行っております。また、社外取締役との情報共有も実施しております。

・出席した主な重要会議（（）内は2026年３月期の開催回数）

取締役会（13回）、経営会議（19回）、本部長・支店長会議（12回）等

・往査等

　監査計画で定めた監査役の分担に従い、支店（全８か所）、営業所（24か所中23か所。なお、複数の支

店が同一の場所に営業所を設けている場合は、それぞれ１か所と扱う。）、工場（全２か所）への往査を

行うとともに、内部監査部門あるいは会計監査人の行う関係会社の監査に同行し、必要に応じて関係会社

の経営陣と意見交換をしております。また、支店往査等にあわせて工事現場の視察も行っております。さ

らに、子会社を含む工場の期末棚卸監査にも立ち会っております。
 

EDINET提出書類

ピーエス・コンストラクション株式会社(E01161)

有価証券報告書

 55/132



・ヒアリング

業務執行取締役、執行役員及び本社部室長等のヒアリングを実施するとともに、支店往査時に、支店

長、副支店長及び支店部長等のヒアリングも行っております。

・代表取締役社長執行役員との意見交換

年４回実施しております。

・監査法人の報告聴取・意見交換

　会社法監査結果報告、金融商品取引法監査結果報告、監査法人の監査計画報告、半期決算のレビュー報

告、監査上の主要な検討事項（ＫＡＭ）についての意見交換など2026年３月期は５回の会合をもち、報告

を聴取するとともに、当社の会計上のリスク等について意見交換をしております。

 

②内部監査の状況

・内部監査部署である経営監査室は、専任者３名の他に兼務者３名で構成され、業務執行部門から独立した社長

直属の部署としており、内部統制の運用状況の確認等、グループ業務全般に関し、適正に業務が執行されてい

るかを厳正に監査しております。

・経営監査室と監査役及び会計監査人の相互間では意見交換を行うなど、連携を図り監査の実効性を高めており

ます。また、経営監査室と会計監査人では、内部監査計画や監査結果等についての情報交換や報告を定期的に

行うなど、綿密な連携を保っております。

・当社は、内部監査の実効性を確保するため、経営監査室は監査役に年度内部監査計画を報告するとともに内部

監査の進捗状況、内部監査結果及び指摘・提言事項等について定期的に意見交換を実施しております。また、

経営監査室が実施した監査結果等の社内資料については、社外取締役を含む取締役及び監査役が確認すること

のできる環境を整備しているほか、経営監査室による監査結果を定期的に取締役会に報告しております。

 

③会計監査の状況

イ．監査法人の名称

有限責任 あずさ監査法人

ロ．継続監査期間

2005年３月期から

ハ．業務を執行した公認会計士

森　本　泰　行

前　田　貴　史

ニ．監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士13名、会計士試験合格者等12名、その他20名でありま

す。

ホ．監査法人の選定方法と理由

当社の監査法人の選定方法は、「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の実務指針」（日

本監査役協会）を踏まえ、①品質管理②監査チーム③グループ監査④不正リスク対応の４点を中心に評価し

た上で、監査役会の定めた方針に従って選定することとしております。有限責任あずさ監査法人は、それら

について十分な体制を整備しており、過年度の監査状況から業務を執行した公認会計士や補助者について十

分なリソースを当社に割いていると判断されること、また監査体制について疑義を認められないことから当

監査法人を選定しております。また、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断

した場合及び会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合を解任又は不

再任の決定の方針としております。

ヘ．監査役及び監査役会による監査法人の評価

監査役は、会計監査人有限責任あずさ監査法人について、監査チームから資料を受領するとともに説明を

受け、独立性や会計監査人の職務の適正を確保する体制などについて問題がないことを確認しております。

また、監査計画、監査報酬及び監査役とのコミュニケーションについても問題がないことを確認しておりま

す。さらに、監査上の重要な論点についても十分な説明を受けていることから、監査役及び監査役会は、会

計監査人有限責任あずさ監査法人に問題はなく、同法人が提出した監査結果は相当であると評価しておりま

す。
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④監査報酬の内容等

イ．監査公認会計士等に対する報酬

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 70 － 73 －

連結子会社 － － － －

計 70 － 73 －

（注）当社と会計監査人との間の監査証明業務に基づく報酬には、前連結会計年度において2024年３月期英文財務諸表に

関する１百万円を、当連結会計年度において2025年３月期英文財務諸表に関する１百万円を、それぞれ含んでおり

ます。

 

ロ．監査公認会計士等と同一のネットワーク（ＫＰＭＧ）に対する報酬（イ．を除く。）

該当事項はありません。

ハ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

ニ．監査報酬の決定方針

該当はありませんが、当社の規模、特性、監査時間数等を考慮の上、決定しております。

ホ．監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査役会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人からの必要な資料の入手や報告をもとに、会計監査人

の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積りの算出根拠等を確認し、十分な監査を実施する

ために必要な額か、合理的な範囲であるか等について検討した結果、会計監査人の報酬等の金額について同

意を行っております。
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(4)【役員の報酬等】

①役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

　当社は、取締役及び執行役員の報酬決定に関する手続の客観性及び透明性を確保するため、独立社外取締役が

過半数を占める報酬諮問委員会を設置しており、役員報酬等に関する方針、役員報酬規程及び個別報酬額等につ

いて、同委員会の答申を踏まえ、取締役会において決定しております。また、取締役会は、役員報酬等に関する

方針に基づき、役員報酬制度及び役員報酬規程を策定し、同制度に基づき取締役の個別報酬額を決定しているこ

と、及び報酬諮問委員会においてこれらのことが審議され、同委員会の答申を受けて取締役会で決定しているこ

とから、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等が役員報酬等に関する方針に沿うものであると判断しており

ます。

当社の役員報酬等に関する方針の概要は、次のとおりであります。
 
イ．役員報酬の基本方針

当社の役員報酬制度は、経営の基本方針と行動指針を遵守、実践するために、コーポレートガバナンス・

コードの原則（プリンシプル）に沿って以下を基本方針としております。

・長期経営ビジョンの実現に向けた適正なインセンティブとして機能するものであること

・会社業績との連動性があり、中長期的な企業価値の増大への貢献意識を高めるものであること

・株主との価値観の共有につながるものであること

・優秀な人財の確保に資するものであること
 

ロ．報酬水準、報酬構成及び報酬構成比率の考え方

《報酬水準》

当社役員の報酬水準は、役員の役割と責任に応じ制度別に基本金額を定めております。なお、基本金額の設

定においては、外部専門機関の報酬調査データを用い、同規模企業・同業他社の報酬水準と比較を行い、競

争力のある報酬水準を維持しております。

 

《報酬構成》

役員報酬構成は取締役（社外取締役、非業務執行取締役（以下併せて「社外取締役等」という。）を除く）

と社外取締役等及び監査役とで異なる構成とします。

地　位 基本報酬（固定報酬）
業績連動報酬

賞　与 業績連動型株式報酬

取締役（社外取締役等を除く） ○ ○ ○

社外取締役等及び監査役 ○ ― ―

◆基本報酬（固定報酬）

基本報酬は、競争力のある報酬水準とし、役員の役割と責任に応じて、月例の固定報酬として金銭で支給し

ます。

◆賞与

賞与は、各事業年度の業績目標を着実に達成するためのインセンティブと位置付け、各事業年度の業績達成

状況に応じて、毎年一定の時期に金銭で支給します。支給額は、標準的な業績達成度の場合の金額を100％

とした場合、0～200％の範囲で変動します。

◆業績連動型株式報酬

業績連動型株式報酬は、中長期的な企業価値向上へのインセンティブと位置付け、中期経営計画の達成度に

応じた数の株式を、退任後に交付（一部は換価処分金相当額の金銭を支給）します。交付時期を退任時とす

ることで、中期経営計画期間中のみならず、更に長期的な企業価値向上の貢献意欲を高めることを企図して

おります。交付株式数は、標準的な業績達成度の場合の株式数を100％とした場合、0～125％の範囲で変動

します。
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《報酬構成比率》

報酬構成の比率については、役員報酬の基本方針及び同規模企業・同業他社の報酬水準を踏まえ決定するこ

ととしており、次の比率としております。

報酬構成 位置付け 支給方法

取締役（社外

取締役等を除

く）

社外取締役等

及び監査役

基本報酬（固定報酬）
役割と責任に応じた職務遂行を促すため

の報酬
毎月金銭支給 約70％ 100％

業績連動

報酬

賞与
各事業年度の業績目標を着実に達成する

ための年次インセンティブ
年１回金銭支給 約13％ －

業績連動型

株式報酬

中長期的な業績目標の達成・企業価値を

向上するための中長期インセンティブ

退任時に株式等

を交付
約17％ －

合計 100％ 100％

（注）業績連動報酬が標準的な業績達成度であった場合の報酬構成比率を記載しております。
 

ハ．報酬の決定の方針及び算定方法を決定する機関と手順

・当社は、取締役及び執行役員の報酬決定に関する手続の客観性及び透明性を確保するため、独立社外取締

役が過半数を占める報酬諮問委員会を設置しており、役員報酬等に関する方針、役員報酬規程及び個別報

酬額等について、同委員会の答申を踏まえ、取締役会において決定しております。

また、取締役及び執行役員の報酬決定に関する手続の客観性及び透明性を確保し、取締役会の監督機能の

向上を図り、コーポレート・ガバナンス体制をより一層充実させることを目的として、2019年10月に任意

の報酬諮問委員会を設置しております。同委員会においては、取締役会の諮問に基づき、以下の事項につ

いて審議し、取締役会へ答申しております。

・取締役及び執行役員の個人別報酬額

・取締役及び執行役員報酬の構成・方針・決定手続

・その他、取締役会が報酬諮問委員会に諮問した事項

当事業年度に開催した取締役会及び報酬諮問委員会において、審議・決定した役員報酬に係る主な内容は

以下のとおりです。なお、報酬ポリシーに沿った競争力ある報酬とすることを目的に、同規模企業・同業

他社との比較を行い、適切に審議しております。

・取締役及び執行役員の報酬水準、報酬構成の妥当性に関する事項

・役員報酬に関する規程の改定に関する事項

・取締役及び執行役員の個人別報酬額に関する事項

・監査役の報酬については、その役割と責任に応じた基準金額を基に、株主総会において承認された報酬限

度額の範囲内で、監査役同士の協議で決定しております。
 

ニ．基本報酬（固定報酬）の決定プロセスについて

・取締役については、あらかじめ取締役会においてその役割と責任に応じた基本金額を規程に定めており、

これに基づき、株主総会において承認された報酬限度額の範囲内で、報酬諮問委員会で審議の上、取締役

会で決定します。

・監査役については、その役割と責任に応じた基本金額を基に、株主総会において承認された報酬限度額の

範囲内で、監査役同士の協議で決定します。
 

ホ．業績連動報酬（賞与・業績連動型株式報酬）の決定プロセスについて

業績連動報酬（賞与・業績連動型株式報酬）は、業績目標値と達成基準等を報酬諮問委員会で審議の上、あ

らかじめ取締役会において決議し、規程を明文化した上で運営することとします。
 

ヘ．取締役（社外取締役等を除く）の賞与の算定方法について

当事業年度の職務執行の対価として支給する賞与は、以下の算定式によって個別に決定します。

《算定式》

賞与＝当事業年度末日時点の役位に応じた賞与用役位別基本金額×賞与用業績連動係数（0％～200％）

（注）賞与用業績連動係数の算定にかかる各業績指標については「②イ．業績連動報酬に係る指標及び最新事業年

度における目標と実績」に記載しております。
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ト．取締役（社外取締役等を除く）の業績連動型株式報酬の算定方法について

・本制度により、取締役（社外取締役等を除く）には、中期経営計画の業績達成度に応じて株式及び金銭で

交付等を行います。

・取締役（社外取締役等を除く）の職務執行の対価としてのポイント付与の対象期間は、各事業年度（４月

１日から翌年３月31日まで）の期間とします。

・取締役（社外取締役等を除く）には、毎年６月に、役位及び中期経営計画の業績達成度に応じたポイント

を付与し、在任期間中累積します。

・株式及び金銭の交付等は、対象者である取締役（社外取締役等を除く）が退任後又は死亡した時に行うも

のとします。取締役（社外取締役を除く）が退任する場合、退任時点における累積ポイント数の70％に相

当する当社株式（単元未満については切り捨て）を交付し、残りの累積ポイント数に相当する当社株式に

ついては、納税資金に充当することを目的に株式市場において売却の上、その換価処分相当額の金銭を支

給するものとします。また、取締役（社外取締役を除く）が死亡した場合、死亡時点における累積ポイン

ト数に相当する当社株式を株式市場において売却の上、その換価処分相当額の金銭を、当該取締役の相続

人に支給します。なお、１ポイントは１株とします。

・事業年度末で執行役員を退任した非業務執行取締役については、非業務執行取締役の退任後（死亡時を除

く。）に株式及び金銭の交付等を行います。この場合、執行役員退任後の期間についてはポイントを付与

しないものとします。

・当事業年度の職務執行の対価として付与するポイント数は、以下の算定式によって個別に決定します。

 

《算定式》

付与ポイント数＝当事業年度開始日時点の役位に応じた役位別基本ポイント×株式報酬用業績連動係数

（注）株式報酬用業績連動係数の算定にかかる各業績指標については「②イ．業績連動報酬に係る指標及び最新事

業年度における目標と実績」に記載しております。

 

②役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種別の総額（百万円）
対象となる役員
の員数（人）

基本報酬 賞与
業績連動型株式

報酬

取締役

（社外取締役を除く）
177 132 26 18 8

社外取締役 24 24 － － 4

監査役

（社外監査役を除く）
24 24 － － 2

社外監査役 44 44 － － 3

合計 269 224 26 18 17

（注）１．上記には、2025年６月20日開催の第77回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役（社外取締役を除
く）１名、監査役（社外監査役を除く）１名及び社外監査役１名を含んでおります。
なお、退任した監査役（社外監査役を除く）１名は、当該株主総会において社外監査役として新たに選任
され就任しております。

２．取締役の報酬限度額は、2019年６月19日開催の第71回定時株主総会において年額３億5,000万円以内（た

だし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数

は、９名（うち社外取締役３名）です。また、別枠で、2022年６月22日開催の第74回定時株主総会にお

いて、取締役及び当社と委任契約を締結している執行役員（社外取締役を含む非業務執行取締役を除

く）を対象とした会社業績に連動した業績連動型株式報酬として、３事業年度を対象として合計３億

5,000万円、１事業年度当たりに付与される付与ポイントとして210,000ポイント（１ポイント＝１株）

を上限と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（社外取締役を含む非業務執行取締

役を除く）の員数は、５名です。また、上記のとおり、本制度は、執行役員も対象としており、当該株

主総会終結時点において本制度の対象となる取締役を兼務しない執行役員の員数は９名です。

３．監査役の報酬限度額は、2019年６月19日開催の第71回定時株主総会において年額7,500万円以内と決議い

ただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、３名（うち社外監査役２名）です。

４．上記賞与及び業績連動型株式報酬は、当事業年度において費用計上した金額であり、業績連動型株式報

酬は非金銭報酬等であります。
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イ．業績連動報酬に係る指標及び最新事業年度における目標と実績

当社は、業績連動報酬（賞与、業績連動型株式報酬）の指標として、中期経営計画の主要指標である連結売

上高、連結営業利益及び親会社株主に帰属する当期純利益を使用しております。各指標の選定理由・目的並

びに、当事業年度である2025年度の目標値及び実績値は以下のとおりです。

 連結売上高 連結営業利益
親会社株主に帰属する

当期純利益

指標の選定理由・目的 事業規模の維持・拡大 収益性の確保・向上
最終利益の向上

株主との利害共有

評価ウェイト 30％ 35％ 35％

2025年度 目標値 142,000百万円 9,500百万円 6,200百万円

2025年度 実績値 149,370百万円 12,932百万円 9,328百万円

（ご参考）目標達成度 105％ 136％ 150％

（注）最新事業年度である2025年度は、上記の業績目標達成度に基づき、賞与は基本金額の120％が支給され、株式

報酬は基本金額に基づき算定された基本ポイントの112％が付与されました。

 

③役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

④使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

該当事項はありません。
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(5)【株式の保有状況】

①投資株式の区分の基準及び考え方

　当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外の目的である投資株式の区分について、当社

の企業価値の向上に繋がると判断される投資株式のうち、短中期的に関連する収益や受取配当金等のリターンを

得ることを保有の狙いとするものは純投資目的である投資株式として区別し、中長期的な視点で取引関係の維

持・強化、業務提携などを保有の狙いとするものは政策保有株式として、純投資目的以外の目的である投資株式

に区分しております。

 

 

②保有目的が純投資目的以外の目的にある投資株式

a.保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内

容

（保有方針及び保有の合理性を検証する方法）

　当社では政策投資目的で保有する全ての株式について、個別銘柄ごとに、事業内容に対して保有目的が適切

か、保有に伴う経済合理性（便益・リスク）が適切かを取締役会で年に一度、継続的に検証し、取引関係の維

持・強化及び当社グループ事業の発展に資すると判断された株式について保有を決定しております。なお、経

済合理性については受注実績・今後の見通しの他、過去５年間の株主総利回りの平均値と当社資本コストとの

比較により検証しており、事業環境の変化に伴い、保有意義が希薄化していると判断された株式は順次売却す

る方針としております。

（個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内容）

　2025年９月に開催された取締役会において、特定投資株式及び退職給付信託として保有する株式における個

別銘柄ごとの保有意義については、検証対象の大半において中長期的な経済的利益を増大する目的で保有して

おり、その妥当性を確認しました。また経済合理性については、当該企業との取引関係の内容・重要性、今後

の当社グループ事業への影響、及び過去５年間の株主総利回りの平均値と当社の資本コストとの比較により検

証しており、その合理性を確認し、検証対象の大半において「継続保有」と判断しております。なお、これに

当てはまらない一部の株式について、当社の資本コストを連続して下回ったこと等を総合的に勘案し、売却す

る方針としております。

 

b.銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 37 390

非上場株式以外の株式 5 4,773

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 － － －

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（百万円）

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 1 120
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c.特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

東京応化工業株式会

社

302,094 302,094 主に建築事業において営業取引関係維持

のため保有しており、当該会社より継続

的な工事受注実績があります。（注２）

無し
2,227 935

株式会社大林組

500,000 530,000
主に土木事業・建築事業における営業取

引関係維持のため保有しており、当該会

社より継続的な工事受注実績がありま

す。（注２）

無し

1,878 1,051

ショーボンドホール

ディングス株式会社

(注１)

255,200 63,800
主に土木事業において営業面での一層の

拡大を図るため保有しており、当該会社

から補修用材料を安定的に調達及び工事

受注実績があります。（注２）

無し

358 304

株式会社三菱総合研

究所

57,000 57,000 事業活動に有益な情報収集のため保有し

ており、経営計画に関連した情報を得て

おります。（注２）

無し
265 267

京成電鉄株式会社

37,500 37,500
主に土木事業において営業面での一層の

拡大を図るため保有しており、当該会社

の関連する建設工事を受注しておりま

す。（注２）

無し

44 50

（注）１．ショーボンドホールディングス株式会社は、2025年12月31日付で普通株式１株につき４株の株式分割を行って

おります。

２．特定投資株式における定量的な保有効果を記載することは困難であるため、定量的な保有効果を記載しており

ません。保有の合理性の検証については、（個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内容）

のとおり実施しております。

 

みなし保有株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株）
（注１）

株式数（株）
（注１）

貸借対照表計上額
（百万円）
（注２）

貸借対照表計上額
（百万円）
（注２）

三菱地所株式会社

100,000 100,000
主に建築事業において営業取引関係維持

を図るため保有しており、当該会社より

工事受注実績があります。また、退職給

付に係る信託財産として安定的かつ継続

的に配当金を得ております。（注４）

無し

432 243

 

株式会社三菱ＵＦＪ

フィナンシャル・グ

ループ

 

127,200 127,200

主要な取引金融機関として良好な取引関

係維持のため保有しており、当該会社よ

り資金調達を中心とした金融取引や営業

情報獲得、工事受注実績があります。ま

た、退職給付に係る信託財産として安定

的かつ継続的に配当金を得ております。

(注４）

有り(注５）

330 255
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銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株）
（注１）

株式数（株）
（注１）

貸借対照表計上額
（百万円）
（注２）

貸借対照表計上額
（百万円）
（注２）

株式会社大林組

81,000 81,000

主に土木事業・建築事業において営業取

引拡大を図るため保有しており、当該会

社より継続的な工事受注実績がありま

す。また、退職給付に係る信託財産とし

て安定的かつ継続的に配当金を得ており

ます。（注４）

無し

304 160

鹿島建設株式会社

50,000 50,000

主に土木事業・建築事業において営業取

引拡大を図るため保有しており、当該会

社より継続的な工事受注実績がありま

す。また、退職給付に係る信託財産とし

て安定的かつ継続的に配当金を得ており

ます。（注４）

無し

295 152

東亜建設工業株式会

社

80,000 80,000
主に土木事業において営業取引拡大を図

るため保有しており、当該会社の関連す

る工事を受注しております。また、退職

給付に係る信託財産として安定的かつ継

続的に配当金を得ております。（注４）

無し

243 103

住友電気工業株式会

社

24,000 24,000

主要材料仕入先として良好な取引関係維

持のため保有しており、当該会社からＰ

Ｃ材料の安定供給を受けております。ま

た、退職給付に係る信託財産として安定

的かつ継続的に配当金を得ております。

(注４）

有り

201 59

清水建設株式会社

70,000 70,000

主に土木事業において営業取引拡大を図

るため保有しており、当該会社より製品

を継続的に受注している他、当該会社の

関連する工事を継続的に下請受注してお

ります。また、退職給付に係る信託財産

として安定的かつ継続的に配当金を得て

おります。（注４）

無し

194 92

東日本旅客鉄道株式

会社

30,000 30,000

主に建築事業において営業取引関係維持

を図るため保有しており、当該会社より

継続的な工事受注実績があります。ま

た、退職給付に係る信託財産として安定

的かつ継続的に配当金を得ております。

（注４）

無し

108 88

東海旅客鉄道株式会

社

25,000 25,000

主に土木事業において営業取引拡大を図

るため保有しており、当該会社より継続

的な工事受注実績があります。また、退

職給付に係る信託財産として安定的かつ

継続的に配当金を得ております。（注

４）

無し

102 71

キリンホールディン

グス株式会社

35,000 35,000

主に建築事業において営業取引拡大を図

るため保有しており、当該会社より継続

的な工事受注実績があります。また、退

職給付に係る信託財産として安定的かつ

継続的に配当金を得ております。(注

４）

無し

88 72
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銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株）
（注１）

株式数（株）
（注１）

貸借対照表計上額
（百万円）
（注２）

貸借対照表計上額
（百万円）
（注２）

近鉄グループホール

ディングス株式会社

22,248 22,248
主に土木事業における営業取引拡大を図

るため保有しており、当該会社より工事

受注実績があります。また、退職給付に

係る信託財産として安定的かつ継続的に

配当金を得ております。(注４）

無し

71 70

西日本旅客鉄道株式

会社

20,000 20,000
主に土木事業において営業取引拡大を図

るため保有しており、当該会社より工事

受注実績があります。また、退職給付に

係る信託財産として安定的かつ継続的に

配当金を得ております。（注４）

無し

62 58

ショーボンドホール

ディングス株式会社

（注３）

31,200 7,800

主に土木事業において営業面での一層の

拡大を図るため保有しており、当該会社

から補修用材料を安定的に調達及び受注

実績があります。また、退職給付に係る

信託財産として安定的かつ継続的に配当

金を得ております。（注４）

無し

43 37

（注）１．議決権行使の対象となる株式数を記載しております。

２．みなし保有株式の事業年度末日における時価に議決権行使権限の対象となる株式数を乗じて得た額を記載して

おります。

３．ショーボンドホールディングス株式会社は、2025年12月31日付で普通株式１株につき４株の株式分割を行って

おります。

４．退職給付信託として保有する株式における保有の合理性の検証については、配当状況を確認しているほか、個

別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証内容の通り実施しております。

５．株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループは当社株式を保有しておりませんが、同社子会社である三菱Ｕ

ＦＪ信託銀行株式会社等は当社株式を保有しております。

６．貸借対照表の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算しておりません。
 

③保有目的が純投資目的である投資株式

区分

当事業年度 前事業年度

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 － － － －

非上場株式以外の株式 － － － －

 

区分

当事業年度

受取配当金の
合計額（百万円）

売却損益の
合計額（百万円）

評価損益の
合計額（百万円）

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 － － －
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５【従業員の状況等】

(1)【人材戦略に関する基本方針等】

　当社グループの人材戦略は、グループ内の人材交流を推進することにより、各社の事業特性を活かした連携を

強化し、グループ経営の最適化を図っております。また、従業員一人ひとりが能力を最大限に発揮し、持続的に

成長できる組織基盤の構築を重要課題としております。

これらの方針に基づき、階層別研修及び専門研修の実施、資格取得支援制度の整備、女性活躍推進や多様性の確

保、並びにリモートワークやフレックスタイム制度の導入等による働き方の柔軟性向上に取り組んでおります。

さらに、年間目標の設定及び成果に関する面談を通じて評価結果のフィードバックを行い、ＰＤＣＡサイクルの

運用により従業員の成長を促進しております。加えて、面談において勤務地や職務に関する希望の確認を行い、

キャリア形成を支援しております。

　当社における従業員の給与その他の給付の額及び内容については、「公正性」「透明性」「市場競争力」を重

視して決定しております。基本給は、業績及び市場水準を踏まえたモデル賃金を労働組合と協議の上で設定し、

評価に基づき毎年決定しております。賞与については、労使間で定めた業績連動指数に基づき、年間支給月数を

決定しております。また、育児休暇制度や単身赴任手当等の各種制度の整備により、従業員の生活と成長を支援

するとともに、社会情勢を踏まえた福利厚生の充実を図り、働きやすい職場環境の整備に努めております。

(2)【従業員の状況】

①連結会社の状況

 2026年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

土木事業 563〔 77〕

建築事業 424〔 40〕

関係会社事業 468〔 15〕

その他事業 3 〔 0〕

報告セグメント計 1,458〔132〕

全社（共通） 166〔 26〕

合計 1,624〔158〕

（注）１．従業員数は就業人員であり〔　〕内は臨時従業員の年間平均人員を外数で記載しております。

２. 当連結会計年度よりセグメント区分を変更しております。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

 

②提出会社の状況

       2026年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円）
平均年間給与の
対前事業年度増減率

（％）

1,156 〔143〕 44歳6か月 19年10か月 9,816,216 9.5

 

セグメントの名称 従業員数（人）

土木事業 563〔 77〕

建築事業 424〔 40〕

その他事業 3 〔 0〕

報告セグメント計 990〔117〕

全社（共通） 166〔 26〕

合計 1,156〔143〕

（注）１．従業員数は就業人員であり、〔　〕内は臨時従業員の年間平均人員を外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．当事業年度よりセグメント区分を変更しております。

４．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。
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③労働組合の状況

　当社の労働組合は、ピーエス・コンストラクション労働組合と称し1957年８月13日に結成しております。同組

合の2026年３月31日現在の所属組合員数は585名であります。

　組合の活動については特記すべき事項はありません。

 

④管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の額
の差異

イ．提出会社

当事業年度

補足説明

管理的地位に
ある労働者に
占める女性労
働者の割合
（％）
 （注）１．

男性労働者の
育児休業取得
率（％）
 （注）２．

労働者の男女の賃金の額の差異（％）
（注）１．

全労働者 正規従業員
臨時、非正規
従業員

0.9 52.4 56.3 56.6 46.8

男女の賃金の額の差異について、

当社は性別、国籍、中途採用など

により区分することなく処遇して

おり、左記の差異は、当社従業員

数の大半を占める総合職掌の女性

比率が約６％である一方、一般職

掌の女性比率が約96％であるため

に、生じているものです。

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出し

たものであります。

２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76

号）の規定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施

行規則」（平成３年労働省令第25号）第71条の６第１号における育児休業等の取得割合を算出したも

のであります。

 

ロ．連結子会社

連結子会社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）及び「育児

休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規定によ

る公表義務の対象ではないため、記載を省略しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（1949年建設省令第14号）に準じて記載

しております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1963年大蔵省令第59号）第２条の規

定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（1949年建設省令第14号）により作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2025年４月１日から2026年３月31日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2025年４月１日から2026年３月31日まで）の財務諸表について有限責任 あず

さ監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務

会計基準機構へ加入し、また、同機構の行う研修等に参加しております。
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１【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 22,100 9,343

受取手形 1,074 8

電子記録債権 760 2,865

売掛金 389 329

完成工事未収入金 24,621 25,263

契約資産 48,223 67,692

未成工事支出金 ※４ 3,425 ※４ 2,381

その他の棚卸資産 ※４,※５ 1,032 ※４,※５ 766

未収入金 2,729 4,516

その他 475 774

貸倒引当金 △216 △293

流動資産合計 104,616 113,648

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 10,866 10,768

機械、運搬具及び工具器具備品 10,019 10,158

土地 ※３ 8,454 ※３ 8,340

リース資産 1,558 1,384

建設仮勘定 261 93

減価償却累計額 △14,441 △14,196

有形固定資産合計 16,718 16,548

無形固定資産 59 39

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 3,749 ※１ 5,881

破産更生債権等 860 288

繰延税金資産 1,540 757

退職給付に係る資産 2,972 4,374

その他 ※１ 1,179 ※１ 1,216

貸倒引当金 △860 △288

投資その他の資産合計 9,442 12,228

固定資産合計 26,220 28,816

資産合計 130,836 142,464
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 18,077 19,223

電子記録債務 5,746 8,009

短期借入金 ※６ 9,500 ※６ 15,100

１年内返済予定の長期借入金 ※６ 4,360 ※６ 3,260

未払法人税等 2,949 2,244

契約負債 13,475 4,813

賞与引当金 975 1,090

完成工事補償引当金 130 77

工事損失引当金 ※４ 35 ※４ 45

預り金 3,046 2,906

その他 3,446 3,815

流動負債合計 61,742 60,586

固定負債   

長期借入金 ※６ 4,700 ※６ 9,940

再評価に係る繰延税金負債 ※３ 1,250 ※３ 1,250

役員退職慰労引当金 183 214

株式報酬引当金 276 243

退職給付に係る負債 3,345 3,310

資産除去債務 317 319

その他 1,140 1,113

固定負債合計 11,213 16,391

負債合計 72,955 76,978

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,218 4,218

資本剰余金 8,110 8,110

利益剰余金 41,992 46,813

自己株式 △431 △475

株主資本合計 53,890 58,667

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,537 3,021

土地再評価差額金 ※３ 1,838 ※３ 2,080

為替換算調整勘定 △139 △193

退職給付に係る調整累計額 753 1,910

その他の包括利益累計額合計 3,989 6,817

非支配株主持分 0 0

純資産合計 57,880 65,486

負債純資産合計 130,836 142,464
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

売上高   

完成工事高 135,627 149,370

売上高合計 135,627 149,370

売上原価   

完成工事原価 ※１ 112,594 ※１ 124,616

売上原価合計 112,594 124,616

売上総利益   

完成工事総利益 23,032 24,754

売上総利益合計 23,032 24,754

販売費及び一般管理費 ※２,※３ 10,717 ※２,※３ 11,822

営業利益 12,315 12,932

営業外収益   

受取利息 5 30

受取配当金 94 125

持分法による投資利益 35 24

受取ロイヤリティー 32 6

スクラップ売却益 31 24

その他 106 111

営業外収益合計 305 322

営業外費用   

支払利息 238 364

支払保証料 62 85

支払手数料 46 45

その他 21 40

営業外費用合計 367 537

経常利益 12,252 12,717

特別利益   

固定資産売却益 ※４ 47 ※４ 162

投資有価証券売却益 － 135

その他 － 2

特別利益合計 47 300

特別損失   

固定資産除売却損 ※５ 24 ※５ 121

投資有価証券評価損 15 －

減損損失 ※６ － ※６ 61

棚卸資産評価損 44 －

その他 15 13

特別損失合計 100 196

税金等調整前当期純利益 12,200 12,821

法人税、住民税及び事業税 4,080 3,924

法人税等調整額 △98 △431

法人税等合計 3,982 3,493

当期純利益 8,217 9,328

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △0 △0

親会社株主に帰属する当期純利益 8,217 9,328
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

当期純利益 8,217 9,328

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △387 1,484

土地再評価差額金 △35 －

為替換算調整勘定 0 △30

退職給付に係る調整額 146 1,156

持分法適用会社に対する持分相当額 29 △23

その他の包括利益合計 ※１ △246 ※１ 2,586

包括利益 7,971 11,914

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 7,971 11,914

非支配株主に係る包括利益 △0 △0
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,218 8,110 36,137 △491 47,974

当期変動額      

剰余金の配当   △2,322  △2,322

親会社株主に帰属する当期
純利益   8,217  8,217

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分    61 61

自己株式処分差益  0   0

土地再評価差額金の取崩   △40  △40

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － 0 5,855 60 5,915

当期末残高 4,218 8,110 41,992 △431 53,890

 

        

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

土地再評価差
額金

為替換算調整
勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合
計

当期首残高 1,924 1,833 △170 606 4,195 0 52,170

当期変動額        

剰余金の配当       △2,322

親会社株主に帰属する当期
純利益       8,217

自己株式の取得       △0

自己株式の処分       61

自己株式処分差益       0

土地再評価差額金の取崩       △40

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△387 4 30 146 △205 △0 △205

当期変動額合計 △387 4 30 146 △205 △0 5,710

当期末残高 1,537 1,838 △139 753 3,989 0 57,880
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当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,218 8,110 41,992 △431 53,890

当期変動額      

剰余金の配当   △4,265  △4,265

親会社株主に帰属する当期
純利益   9,328  9,328

自己株式の取得    △115 △115

自己株式の処分    71 71

土地再評価差額金の取崩   △241  △241

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 4,821 △44 4,777

当期末残高 4,218 8,110 46,813 △475 58,667

 

        

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

土地再評価差
額金

為替換算調整
勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合
計

当期首残高 1,537 1,838 △139 753 3,989 0 57,880

当期変動額        

剰余金の配当       △4,265

親会社株主に帰属する当期
純利益       9,328

自己株式の取得       △115

自己株式の処分       71

土地再評価差額金の取崩  241   241  －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

1,484  △54 1,156 2,586 △0 2,586

当期変動額合計 1,484 241 △54 1,156 2,828 △0 7,605

当期末残高 3,021 2,080 △193 1,910 6,817 0 65,486
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 12,200 12,821

減価償却費 1,129 1,106

のれん償却額 19 19

持分法による投資損益（△は益） △35 △24

減損損失 － 61

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 41 △1,401

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △251 1,654

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 54 30

株式報酬引当金の増減額（△は減少） 24 △33

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 50 △53

工事損失引当金の増減額（△は減少） △513 10

賞与引当金の増減額（△は減少） 209 115

貸倒引当金の増減額（△は減少） △119 △495
受取利息及び受取配当金 △99 △155

支払利息 238 364

支払手数料 46 45

固定資産除売却損益（△は益） △22 △40
投資有価証券売却損益（△は益） － △135

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） 2,219 △21,093

棚卸資産の増減額（△は増加） △376 1,310

仕入債務の増減額（△は減少） △5,218 3,409

契約負債の増減額（△は減少） 8,016 △8,661

未収入金の増減額（△は増加） △104 △1,787

未払金の増減額（△は減少） △17 88

預り金の増減額（△は減少） 1,480 △139

その他 426 375

小計 19,396 △12,607

利息及び配当金の受取額 100 155

利息の支払額 △234 △345
法人税等の支払額 △3,309 △4,676

営業活動によるキャッシュ・フロー 15,952 △17,473

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,003 △1,203

有形固定資産の売却による収入 201 717

無形固定資産の取得による支出 － △0
投資有価証券の取得による支出 △1 △1

投資有価証券の売却による収入 － 167

貸付けによる支出 △3 △231

その他 △1 45

投資活動によるキャッシュ・フロー △807 △506

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,319 5,600

長期借入れによる収入 － 8,500

長期借入金の返済による支出 △360 △4,360
リース債務の返済による支出 △175 △206
自己株式の取得による支出 △0 △1
配当金の支払額 △2,322 △4,265
その他 △29 △22

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,206 5,243

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 △21

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 10,937 △12,756

現金及び現金同等物の期首残高 11,163 22,100

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 22,100 ※１ 9,343
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 7社

主要な連結子会社名

株式会社ニューテック康和

株式会社ピーエスケー

ピー・エス・コンクリート株式会社

(2) 非連結子会社の数 1社

非連結子会社名

株式会社東葉製作所

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用関連会社数 2社

VINA-PSMC Precast Concrete Company Limited

PT.Wijaya Karya Komponen Beton

(2) 持分法適用会社のうち、決算日の異なる会社については、当該会社の事業年度に係る財務諸表を使用して

おります。

(3) 持分法を適用していない非連結子会社数 1社

持分法を適用していない非連結子会社名

株式会社東葉製作所

（持分法を適用していない理由）

持分法を適用していない非連結子会社は、小規模会社であり、当期純損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性がないため、持分法適用の範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうちPT．Komponindo Betonjayaの決算日は12月31日であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

②棚卸資産

未成工事支出金・その他の棚卸資産（商品及び製品・仕掛品・兼業事業支出金）

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

その他の棚卸資産（原材料及び貯蔵品）

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を、在外連結子会社は定額法を採用しております。

ただし、当社及び国内連結子会社は1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備、構築物については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物・構築物　　　　　　　　　　10年～60年

機械、運搬具及び工具器具備品　　２年～12年

②無形固定資産

当社及び国内連結子会社は定額法を採用しております。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

当社及び国内連結子会社は債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

在外連結子会社は主として特定の債権について回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

当社及び国内連結子会社は従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③完成工事補償引当金

当社及び国内連結子会社は完成工事等にかかる瑕疵担保等の費用に備えるため、過去の実績率を基礎とす

る将来の見積補修費を計上しております。

④工事損失引当金

当社及び国内連結子会社は、手持工事等のうち損失の発生が見込まれるものについて、将来の損失に備え

るため、その損失見込額を計上しております。

⑤役員退職慰労引当金

一部連結子会社は役員及び執行役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規による期末要支給額を計上し

ております。

⑥株式報酬引当金

当社は株式交付規程に基づく取締役及び執行役員に対する将来の当社株式の交付に備えるため、取締役及

び執行役員に割り当てられたポイントに応じた支給見込額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

なお、国内連結子会社は自己都合期末要支給額を退職給付債務として計上しております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとして

おります。

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整のうえ、純資産の部におけるその他の包括利益累計額

の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点

（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりであります。

土木事業及び建築事業においては、土木工事及び建築工事の施工請負等に係る工事契約に基づき、顧客が

指図する構造物を総合的に施工管理し完成引渡することが履行義務であります。工期がごく短期間の工事契

約を除き、全ての工事契約について履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識しており

ます。工期がごく短期間の工事契約については代替的な取扱いを適用し、完全に履行義務を充足した時点で

収益を認識しております。

履行義務の充足に係る進捗度は、工事原価総額に対する連結会計年度末までの発生原価の割合（以下、

「原価進捗度」という。）に基づき見積もっております。ただし、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に

見積ることができない場合で、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合

には、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができる時まで原価回収基準を適用しておりま

す。

収益は、顧客との契約に係る取引価格で測定しておりますが、土木事業及び建築事業の収益は、設計変更

等に伴う工事契約の変更に関して、契約の当事者による契約変更の施工範囲の合意にも拘わらず、それに対

応する価格の変更を決定していない場合には、当該契約変更による取引価格の変更を合理的に見積っており

ます。取引の対価は履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでお

りません。

なお、関係会社事業のうち、一部の連結子会社においては、コンクリート製品の製造・販売、不動産事業

及び損害保険代理業等を行っております。

コンクリート製品の製造・販売においては、当該製品の製造及び販売が履行義務であります。コンクリー

ト製品に対する支配が顧客に移転した時点で履行義務が充足されますが、出荷時からコンクリート製品の支

配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であることから、代替的な取扱いを適用し、出荷時に収益

を認識しております。

収益は、顧客との契約に係る取引価格で測定しております。取引の対価は履行義務を充足してから主とし

て１年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりません。

不動産事業及び損害保険代理業等においては、当該事業に係るサービス提供が主な履行義務であります。

主として契約期間におけるサービス提供により履行義務が充足されることから、時の経過に応じて収益を認

識しております。ただし、サービスが他の当事者によって提供されるように手配する履行義務である場合に
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は、契約上の売先又は買先の代理人となり、当該履行義務の充足時に一時で収益を純額で認識しておりま

す。

収益は、代理人取引を除き、顧客との契約に係る取引価格で測定しております。取引の対価は履行義務を

充足してから主として１年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりません。

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３か月以

内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(7) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、10年間の均等償却を行っております。

５．その他連結財務諸表作成のための重要な事項

関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続

特定建設工事共同企業体に係る工事の会計処理

特定建設工事共同企業体（以下「ＪＶ」という。）に係る工事の会計処理はＪＶに対する持分割合に応

じて決算に取り込む方法を採用しております。

 

（重要な会計上の見積り）

・原価進捗度に基づく収益認識

(1) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

（単位：百万円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

完成工事高 114,159 137,279

 

(2) その他の情報

①金額の算出方法

原価進捗度に基づき計上した完成工事高は、工事収益総額、工事原価総額及び決算日における原価進捗度

を合理的に見積り、これに応じて計上しております。

②金額の算出に用いた主要な仮定

原価進捗度に基づく完成工事高の計上にあたっては、工事収益総額、工事原価総額及び連結会計年度末に

おける原価進捗度を合理的に見積る必要があります。工事原価総額の見積りは、工事契約毎の実行予算に

よって行います。実行予算作成時には、将来の気象条件を含む作成時点で入手可能な情報に基づいた施工条

件及び資機材価格について仮定を設定し、作業効率等を勘案して工種毎の詳細な見積りを積み上げることに

よって工事原価総額を見積ります。工事着工後は作業所において実際の発生原価と対比して適時・適切に工

事原価総額の見直しを行っており、支店・関係本部においては作業所からの工事管理月報等の報告書による

見直し後の工事原価総額について検討・分析を実施します。

③翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

上記記載の仮定については、最善の見積りを行っているものの、見積り後の気象・施工条件、資機材価

格、作業効率、また設計や仕様の変更等によって、事後的な結果と乖離が生じる可能性があります。

 

（未適用の会計基準等）

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準委員

会）　等

(1) 概要

国際的な会計基準と同様に、借手のすべてのリースについて資産・負債を計上する等の取扱いを定めるも

のです。

(2) 適用予定日

2028年３月期の期首から適用予定であります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中で

あります。
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（表示方法の変更）

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度において、独立掲記していた「営業外収益」の「償却債権取立益」は、金額的重要性が乏しく

なったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるた

め、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」に表示していた「償却債権取立益」25

百万円、「その他」81百万円は、「その他」106百万円として組み替えております。

 

前連結会計年度において、独立掲記していた「営業外費用」の「為替差損」は、金額的重要性が乏しくなった

ため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連

結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」に表示していた「為替差損」６百万

円、「その他」14百万円は、「その他」21百万円として組み替えております。

 

前連結会計年度において、独立掲記していた「特別損失」の「ゴルフ会員権評価損」及び「ゴルフ会員権売却

損」は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表

示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「特別損失」に表示していた「ゴルフ会員権評価損」

１百万円、「ゴルフ会員権売却損」４百万円、「その他」８百万円は、「その他」15百万円として組み替えてお

ります。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度において、投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示していた「貸付けに

よる支出」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しております。この表示方法の変更を

反映させるため、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「その他」に含めて表示していた

△３百万円は、投資活動によるキャッシュ・フローの「貸付けによる支出」に組み替えております。

 

（追加情報）

（取締役及び執行役員に対する業績連動型株式報酬制度）

当社は、2016年６月28日開催の第68回定時株主総会において、当社取締役及び執行役員（社外取締役及び海外

居住者を除く。以下「取締役等」という。）へのインセンティブプランとして、2016年度から業績連動型株式報

酬制度（以下「本制度」という。）を導入することを決議しました。本制度は取締役等の報酬と当社グループ業

績との連動性をより明確にし、当社の中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的

としております。信託に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関

する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じております。

１　取引の概要

役員報酬ＢＩＰ（Board Incentive Plan）信託と称される仕組みを採用し、当社が拠出する取締役等の報酬額

を原資として役員報酬ＢＩＰ信託により取得した当社株式を各連結会計年度の業績目標の達成度等に応じて当社

取締役等に交付します。

２　信託に残存する当社株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末389百万円及び639,097

株、当連結会計年度末432百万円及び574,548株であります。
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（連結貸借対照表関係）

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

投資有価証券（株式） 719百万円 715百万円

その他 84 88

 

２　保証債務

次の取引先の手付金に対する保証を行っております。

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

株式会社新昭和 78百万円 －百万円

 

※３　当社は「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律」（2001年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、評価差額について

は、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金

額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

・再評価の方法…「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定

める固定資産税評価額に基づく算出方法によっております。

・再評価を行った年月日…2002年３月31日

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

再評価を行った土地の期末における時価と

再評価後の帳簿価額との差額
△1,054百万円 △1,163百万円

 なお、賃貸等不動産に係る土地

の再評価差額は417百万円であり、

期末における時価と再評価後の帳

簿価額との差額は162百万円であり

ます。

なお、賃貸等不動産に係る土地

の再評価差額は417百万円であり、

期末における時価と再評価後の帳

簿価額との差額は99百万円であり

ます。

 

※４　損失が見込まれる工事契約等に係る以下の棚卸資産と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しておりま

す。損失の発生が見込まれる工事契約等に係る棚卸資産のうち、工事損失引当金に対応する額は次のとおりであり

ます。

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

未成工事支出金 5百万円 4百万円

仕掛品 26 7

 

※５　その他の棚卸資産の内訳は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

商品及び製品 32百万円 26百万円

仕掛品及び兼業事業支出金 799 570

原材料及び貯蔵品 200 168

計 1,032 766
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※６　財務制限条項

(1) 当社は2017年３月28日にシンジケート方式によるコミットメントライン契約を締結しております。

本契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりです。

 
前連結会計年度

（2025年３月31日）

当連結会計年度

（2026年３月31日）

コミットメントラインの総額 17,300百万円 17,300百万円

借入実行残高 ̶ 3,300

借入未実行残高 17,300 14,000

なお、本契約には下記の財務制限条項が付されております。

経常利益の維持

2017年３月期以降の各年度の決算期における連結損益計算書上の経常損益に関して２期連続して経常損失を計

上しないこと。

 

(2) 当社の長期借入金13,200百万円（うち、１年内返済予定3,260百万円）のうち、2023年10月に契約した900百万

円については下記の財務制限条項が付されております。

純資産の維持

各事業年度の決算期末日における連結貸借対照表における純資産の金額を36,000百万円以上に維持すること。

経常利益の維持

各事業年度の決算期における連結損益計算書に示されるキャッシュ・フローを2,500百万円以上に維持するこ

と。なお、ここでいうキャッシュ・フローとは、経常損益、減価償却費及びのれんの償却費の合計金額から法人

税等充当額を控除した金額をいう。

 
７　偶発債務

前連結会計年度（自　2024年４月１日至　2025年３月31日）及び当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　

2026年３月31日）

当社は、国土交通省中部地方整備局（以下、発注者）より2013年１月21日付で発注され、当社が施工した「2012

年度三遠南信19号橋ＰＣ上部工事」（以下、本工事）について、発注者より本工事の撤去再構築が必要と判断され

た場合には、供用開始（2019年11月17日）から10年間に限り、1,669百万円を限度とする瑕疵担保責任を負担して

おります。

また、瑕疵担保責任を担保するために履行保証を設け、支払承諾契約を締結しております。この契約において下

記の財務維持要件に抵触した場合には、発注者から本工事の撤去再構築の通知催告等がなくても、支払承諾約定に

基づく事前求償債権が発生するため、支払承諾者に対して1,669百万円を限度とする事前求償債権額の支払義務が

生じます。

(1) 純資産の維持

2015年３月期決算期末日以降の各年度の決算期末日において、連結貸借対照表における純資産の部の合計金額

を当該決算期の直前の決算期の末日又は2014年３月期の末日の連結貸借対照表における純資産の部の合計金額の

いずれか大きい方の80％の金額以上に維持すること。

(2) 経常利益の維持

2015年３月期以降の各年度の決算期における連結損益計算書上の経常損益に関して２期連続して経常損失を計

上しないこと。なお、２期目の判定については、決算短信等で経常損失見込みとなった時点で、当該要件に抵触

するものと判断できるものとする。

なお、当連結会計年度末において上記の財務維持要件には抵触しておりません。
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（連結損益計算書関係）

※１　売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額

前連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

51百万円 45百万円

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
　　至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
　　至　2026年３月31日）

従業員給料手当 3,758百万円 3,916百万円

賞与引当金繰入額 251 306

退職給付費用 136 197

役員退職慰労引当金繰入額 58 62

株式報酬引当金繰入額 90 42

のれん償却額 19 19

貸倒引当金繰入額 △10 76

 

※３　一般管理費に含まれる研究開発費の総額

前連結会計年度
（自　2024年４月１日
　　至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
　　至　2026年３月31日）

795百万円 1,024百万円

 

※４　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

土地 22百万円 98百万円

建物・構築物 － 48

機械、運搬具及び工具器具備品 24 15

計 47 162

 

※５　固定資産除売却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

土地 －百万円 0百万円

建物・構築物 22 121

機械、運搬具及び工具器具備品 1 0

計 24 121
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※６　減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

宮城県仙台市 遊休資産 土地、建物・構築物

当社グループは、固定資産を共用資産、支店資産、工場資産、遊休資産、処分予定資産に分類し、さらに、支店

資産については支店ごとに、工場資産についてはエリアごとにグルーピングしております。また、遊休資産及び処

分予定資産については個別資産ごとにグルーピングしております。

上記の資産については、売却の意思決定を行ったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失（61百万円）として特別損失に計上しております。その内訳は、土地９百万円、建物・構築物51百万円であり

ます。

回収可能価額は、売却見込額により測定しており、売買契約に基づき算定しております。

なお、当該資産につきましては、当連結会計年度において売却済みであります。

 

前連結会計年度において、該当事項はありません。
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（連結包括利益計算書関係）

※１　その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 △533百万円 2,302百万円

組替調整額 － △135

法人税等及び税効果調整前 △533 2,166

法人税等及び税効果額 145 △682

その他有価証券評価差額金 △387 1,484

土地再評価差額金：   

当期発生額 △35 －

為替換算調整勘定：   

当期発生額 0 △30

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 299 1,789

組替調整額 △86 △99

法人税等及び税効果調整前 213 1,689

法人税等及び税効果額 △66 △532

退職給付に係る調整額 146 1,156

持分法適用会社に対する持分相当額：   

当期発生額 29 △23

持分法適用会社に対する持分相当額 29 △23

その他の包括利益合計 △246 2,586
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 47,486,029 － － 47,486,029

自己株式     

普通株式　（注１・２） 844,403 331 114,054 730,680

（注）１．普通株式の自己株式数の増加331株は、単元未満株式の買取による増加331株であり、普通株式の自己株式

数の減少114,054株は、単元未満株式の買増請求による売渡80株、役員報酬ＢＩＰ信託による払出113,974

株であります。

２．当連結会計年度末の普通株式の自己株式数には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式639,097株が含ま

れております。

 

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2024年６月21日

定時株主総会（注１)
普通株式 1,279 27.0 2024年３月31日 2024年６月24日

2024年11月７日

取締役会（注２）
普通株式 1,042 22.0 2024年９月30日 2024年12月12日

（注）１．2024年６月21日開催の定時株主総会決議による配当金総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式

に対する配当金20百万円が含まれております。

２．2024年11月７日開催の取締役会決議による配当金総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式に対

する配当金14百万円が含まれております。

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2025年６月20日

定時株主総会（注）
普通株式 2,369 利益剰余金 50.0 2025年３月31日 2025年６月23日

（注）2025年６月20日開催の定時株主総会決議による配当金総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式に対

する配当金31百万円が含まれております。
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当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 47,486,029 － － 47,486,029

自己株式     

普通株式　（注１・２） 730,680 61,752 125,849 666,583

（注）１．普通株式の自己株式数の増加61,752株は、役員報酬ＢＩＰ信託の買取による増加61,300株及び単元未満株

式の買取による増加452株であり、普通株式の自己株式数の減少125,849株は、役員報酬ＢＩＰ信託による

払出であります。

２．当連結会計年度末の普通株式の自己株式数には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式574,548株が含ま

れております。
 

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2025年６月20日

定時株主総会（注１)
普通株式 2,369 50.0 2025年３月31日 2025年６月23日

2025年11月11日

取締役会（注２）
普通株式 1,895 40.0 2025年９月30日 2025年12月12日

（注）１．2025年６月20日開催の定時株主総会決議による配当金総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式

に対する配当金31百万円が含まれております。

２．2025年11月11日開催の取締役会決議による配当金総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式に対

する配当金22百万円が含まれております。

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

次の剰余金の配当に関する事項は、2026年６月22日開催予定の定時株主総会の決議事項となっております。

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2026年６月22日

定時株主総会（注）
普通株式 3,791 利益剰余金 80.0 2026年３月31日 2026年６月23日

（注）2026年６月22日開催予定の定時株主総会決議による配当金総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式

に対する配当金45百万円が含まれております。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自 2024年４月１日
至 2025年３月31日）

当連結会計年度
（自 2025年４月１日
至 2026年３月31日）

現金及び預金勘定 22,100百万円 9,343百万円

現金及び現金同等物 22,100 9,343 

 

（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

有形固定資産

建設事業における生産設備（機械、運搬具及び工具器具備品）であります。

②リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

 

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（2025年３月31日）

当連結会計年度

（2026年３月31日）

１年内 343 341

１年超 650 308

合計 993 649
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、短期的な運転資金については主に銀行

借入により調達しております。デリバティブ取引は、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的

な取引は行わない方針です。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形、売掛金、完成工事未収入金、電子記録債権及び未収入金は、そのほとんどが１年以

内の回収期日であり、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建て

の営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式及び満期保有目的の債券であり、市場価格の変動のリ

スクに晒されております。

営業債務である支払手形・工事未払金等及び電子記録債務は、そのほとんどが１年以内の支払期日でありま

す。一部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されております。

借入金は、主に営業取引に係る資金調達を目的としております。変動金利のため金利の変動リスクに晒されて

おります。なお、当連結会計年度に計上されている長期借入金はほとんど変動金利であり、デリバティブ取引を

しない内容となっております。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、債権管理規程に従い、営業債権等について、各事業部門における営業部門が主要な取引先の状況を定

期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の

早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同様の管理を行って

おります。

満期保有目的の債券は、格付けの高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少であります。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社及び一部の連結子会社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別に債権債務を可能な限り精算するこ

ととし、また、当社は、海外での事業においても、円建てにて取引を行うように努め、為替の変動リスクの抑制

を図っております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、満期保有目的

の債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

長期借入金の金利変動リスクに対して、金利スワップ取引により支払利息の固定化を図る場合については、金

利スワップの特例処理の要件を満たしたヘッジの有効性の評価方法を用いており、その判定をもって有効性の評

価を省略しております。デリバティブ取引の執行・管理については社内規程により取引権限を定めております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性の

維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社においても、同様の管理を行っております。

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 

前連結会計年度（2025年３月31日）

（単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1)投資有価証券    

その他有価証券 2,638 2,638 －

(2)破産更生債権等 860   

貸倒引当金 △860   

 0 0 －

資産計 2,638 2,638 －

(3)長期借入金（1年内返済予定の長
期借入金を含む）

9,060 9,042 17

負債計 9,060 9,042 17

 

 

当連結会計年度（2026年３月31日）

（単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1)投資有価証券    

その他有価証券 4,774 4,774 －

(2)破産更生債権等 288   

貸倒引当金 △288   

 0 0 －

資産計 4,774 4,774 －

(3)長期借入金（1年内返済予定の長
期借入金を含む）

13,200 13,180 19

負債計 13,200 13,180 19

（注）１．現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売掛金、完成工事未収入金、電子記録債権、未収入金、支

払手形・工事未払金等、電子記録債務、短期借入金は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似す

ることから、注記を省略しております。

２．市場価格のない株式等は、「(1)投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照

表 計上額は以下のとおりであります。

区分 前連結会計年度（百万円） 当連結会計年度（百万円）

関係会社株式（非上場株式） 719 715

その他有価証券（非上場株式） 391 391
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３．金融商品の時価等及び時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価は、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分

類しております。

 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産

前連結会計年度（2025年３月31日）

 

時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３

投資有価証券    

その他有価証券 2,638 － －

 資産計 2,638 － －

 

当連結会計年度（2026年３月31日）

 

時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３

投資有価証券    

その他有価証券 4,774 － －

 資産計 4,774 － －

 

(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

前連結会計年度（2025年３月31日）

 

時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３

破産更生債権等 － － 860

貸倒引当金 － － △860

資産計 － － 0

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む） － 9,042 －

負債計 － 9,042 －

 

当連結会計年度（2026年３月31日）

 

時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３

破産更生債権等 － － 288

貸倒引当金 － － △288

資産計 － － 0

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む） － 13,180 －

負債計 － 13,180 －
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（注）金融商品の時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

上場株式については取引所の相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されて

いるため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

破産更生債権等

破産更生債権等については、回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しており、時価は連結決算日に

おける貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額をもって時価としており、レベル3に分類し

ております。

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

当連結会計年度に計上している長期借入金については、変動金利によるものの時価は帳簿価額にほぼ等

しいことから、当該帳簿価額をもって時価としております。また、固定金利のものについては、元利金の

合計額を借入期間に応じた利率で割引いた現在価値により算定しており、レベル２に分類しております。

 

４．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2025年３月31日）

 
１年以内
 (百万円)

１年超
５年以内
 (百万円)

５年超
10年以内
 (百万円)

10年超
 (百万円)

現金及び預金 22,100 － － －

受取手形 1,074 － － －

電子記録債権 760 － － －

完成工事未収入金 23,383 1,238 － －

売掛金 389 － － －

未収入金 2,729 － － －

合計 50,437 1,238 － －

破産更生債権等で償還予定額が見込めない860百万円は含めておりません。

 

当連結会計年度（2026年３月31日）

 
１年以内
 (百万円)

１年超
５年以内
 (百万円)

５年超
10年以内
 (百万円)

10年超
 (百万円)

現金及び預金 9,343 － － －

受取手形 8 － － －

電子記録債権 2,865 － － －

完成工事未収入金 24,456 806 － －

売掛金 329 － － －

未収入金 2,181 2,335 － －

合計 39,184 3,142 － －

破産更生債権等で償還予定額が見込めない288百万円は含めておりません。

 

５．短期借入金及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（2025年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 9,500 － － － － －

長期借入金 4,360 4,160 360 180 － －

合計 13,860 4,160 360 180 － －

 

当連結会計年度（2026年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 15,100 － － － － －

長期借入金 3,260 360 4,080 － 5,500 －

合計 18,360 360 4,080 － 5,500 －
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（有価証券関係）

前連結会計年度（2025年３月31日）

１．その他有価証券

種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
   

株式 2,638 479 2,158

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
   

株式 － － －

合計 2,638 479 2,158

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　391百万円）については、上表の「その他有価証券」には含めておりませ

ん。

 
 
２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　　　　該当ありません。

 

３．減損処理を行った有価証券（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　当連結会計年度において、その他有価証券の株式15百万円の減損処理を行っております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行って

おります。

 

当連結会計年度（2026年３月31日）

１．その他有価証券

種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
   

株式 4,774 446 4,327

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
   

株式 － － －

合計 4,774 446 4,327

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　391百万円）については、上表の「その他有価証券」には含めておりませ

ん。

 
 
２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

種類
売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 167 135 －

合計 167 135 －

 

 

３．減損処理を行った有価証券（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

　該当ありません。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行って

おります。
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（退職給付関係）

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）及び当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026

年３月31日）

 

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型の確定給付企業年金制度、積立型の退職一時金制度、確定拠出

年金制度を採用しております。

一部の連結子会社は、非積立型制度の退職一時金制度を採用しております。

当社の確定給付企業年金制度では、退職給付信託が設定されており、従業員の各資格職級と勤務期間に基づいた

一時金又は年金を支給します。

当社の退職一時金制度では、退職給付として、各資格職級と勤務期間に基づいた一時金を支給しております。

また、従業員の退職等に際して退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職

金を支払う場合があります。

 

２．確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

  （単位：百万円）
 

 

前連結会計年度

（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度

（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

退職給付債務の期首残高 11,654 11,012

勤務費用 722 652

利息費用 79 140

数理計算上の差異の発生額 △568 △462

退職給付の支払額 △958 △600

簡便法から原則法へ変更（注２） － 49

その他 84 －

退職給付債務の期末残高 11,012 10,791

（注）１．国内連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

２．2026年４月１日付の当社とピー・エス・コンクリート株式会社（簡便法適用連結子会社）との吸収

合併を控え、当連結会計年度末の退職給付債務を原則法で算定し計上したものであります。

 

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

  （単位：百万円）
 

 

前連結会計年度

（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度

（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

年金資産の期首残高 11,080 10,638

期待運用収益 203 197

数理計算上の差異の発生額 △268 1,326

事業主からの拠出額 20 －

退職給付の支払額 △396 △307

年金資産の期末残高 10,638 11,855
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(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表

  （単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2025年３月31日）

当連結会計年度

（2026年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 10,247 9,932

年金資産 △10,638 △11,855

 △391 △1,923

非積立型制度の退職給付債務 764 859

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 373 △1,063

   

退職給付に係る負債 3,345 3,310

退職給付に係る資産 △2,972 △4,374

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 373 △1,063

（注）国内連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

 

(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

  （単位：百万円）
 

 

前連結会計年度

（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度

（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

勤務費用 722 652

利息費用 79 140

期待運用収益 △203 △197

数理計算上の差異の費用処理額 △86 △99

簡便法から原則法へ変更（注２） － 49

確定給付制度に係る退職給付費用 511 544

（注）１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。

２．2026年４月１日付の当社とピー・エス・コンクリート株式会社（簡便法適用連結子会社）との吸収

合併を控え、当連結会計年度末の退職給付費用を原則法で算定し計上したものであります。

 

(5) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額で計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

  （単位：百万円）
 

 

前連結会計年度

（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度

（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

数理計算上の差異 213 1,689

合　計 213 1,689
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(6) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額で計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりであります（△

は借方）。

  （単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2025年３月31日）

当連結会計年度

（2026年３月31日）

未認識数理計算上の差異 1,092 2,781

合　計 1,092 2,781

 

(7) 年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

  （単位：％）
 

 
前連結会計年度

（2025年３月31日）

当連結会計年度

（2026年３月31日）

債券 32 32

株式 30 35

現金及び預金 18 15

生命保険一般勘定 12 10

その他 8 8

合　計 100 100

（注）年金資産合計には、企業年金制度に対して設定した退職給付信託が前連結会計年度17％、当連結会計年

度22％含まれております。

 

②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎

  （単位：％）
 

 
前連結会計年度

（2025年３月31日）

当連結会計年度

（2026年３月31日）

①割引率 1.4 2.2

②長期期待運用収益率   

・年金資産（退職給付信託を除く） 2.5 2.5

・退職給付信託 0.0 0.0

・指定包括信託 1.0 1.0

 

３．確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度102百万円、当連結会計年度108百万円であります。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

 
 

当連結会計年度
（2026年３月31日）

繰延税金資産    

退職給付に係る負債 804百万円 374百万円

減損損失 755  734

貸倒引当金繰入限度超過額 338  182

工事損失引当金 26  11

内部取引未実現利益消去 289  286

貸倒損失 215  215

完成工事補償引当金 39  24

ゴルフ会員権評価損 90  90

未払費用否認 406  401

未払事業税 193  197

減価償却費超過額 62  44

投資有価証券評価損 91  91

税務上の繰越欠損金 －  16

その他 1,982  2,713

繰延税金資産小計 5,296  5,383

評価性引当額 △2,024  △1,786

繰延税金資産合計 3,272  3,597

繰延税金負債    

買換資産圧縮積立金 53  53

その他有価証券評価差額金 622  1,306

退職給付に係る資産 936  1,378

その他 118  101

繰延税金負債合計 1,731  2,839

繰延税金資産の純額 1,540  757

 

上記のほか、「再評価に係る繰延税金負債」として計上している土地の再評価に係る繰延税金資産及び繰延税金

負債の内訳は以下のとおりです。

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

 
当連結会計年度
（2026年３月31日）

土地の再評価に係る繰延税金資産 276百万円 200百万円

評価性引当額 △276  △200

繰延税金資産の合計 －  －

土地の再評価に係る繰延税金負債 1,250  1,250

繰延税金負債の純額 1,250  1,250

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

 
 

当連結会計年度
（2026年３月31日）

法定実効税率 30.6％  30.6％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.3  1.5

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.5  △0.8

住民税均等割 0.9  0.8

持分法による投資損益 △0.1  △0.1

評価性引当額の増減 0.7  △2.4

法人税額の特別控除額 △0.6  △2.1

税率変更による期末繰延税金資産の増額修正 △0.3  －

連結子会社との税率差異 1.0  0.8

その他 △0.4  △1.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.6  27.2
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

①工場及び機材センター建屋、福利厚生施設の解体工事で発生が予想されるアスベスト処理費用

②不動産賃貸借契約に基づく原状回復義務

当社が所有する賃貸建物の事業用定期借地権契約及び事務所の定期建物賃貸借契約に伴う原状回復義務で

あります。

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

①工場及び機材センター建屋、福利厚生施設の解体工事

使用見込期間を「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」の耐用年数と見積り、割引率は国債利回りを

使用して資産除去債務の金額を計算しております。

②不動産賃貸借契約に基づく原状回復義務

使用見込期間を「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」の耐用年数と見積り、割引率は当該使用見込

期間に見合う国債の利回りを使用して資産除去債務の金額を計算しております。

ハ　当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

期首残高 315百万円 317百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 － －

時の経過による調整額 2 2

資産除去債務の履行による減少額 － －

期末残高 317 319

 

 

（賃貸等不動産関係）

当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用の不動産を有しております。前連結会計年

度における当該賃貸等不動産に関する賃貸利益は194百万円（賃貸収益は売上高及び営業外収益に、主な賃貸費用は

売上原価及び営業外費用に計上）であります。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸利益は204百

万円（賃貸収益は売上高及び営業外収益に、主な賃貸費用は売上原価及び営業外費用に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 5,154 4,866

 期中増減額 △287 △157

 期末残高 4,866 4,710

期末時価 5,976 5,982

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な減少額は賃貸等不動産の減価償却費（180百万円）、賃貸用土地

の売却（106百万円）であります。当連結会計年度の主な減少額は賃貸等不動産の減価償却費（161百万

円）であります。

３．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価基準に基づ

く金額、その他の物件については重要性が乏しいことから、公示価格や固定資産税評価額等の適切に市場

価格を反映していると考えられる指標に基づく価格で算定したものであります。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度よりセグメント区分を変更しており、前連結会計年度については、変更後の報告セグメントの区

分に基づき作成したものを記載しております。詳細は「セグメント情報等　１．報告セグメントの概要」をご覧く

ださい。

 

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

（単位：百万円）

 土木事業 建築事業 関係会社事業 その他事業 合　　計

顧客との契約から

生じる収益
68,599 52,857 13,609 － 135,066

その他の収益（注） － － 156 403 560

外部顧客への売上高 68,599 52,857 13,766 403 135,627

（注）その他の収益は、不動産賃貸収入によるものであります。

 

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

（単位：百万円）

 土木事業 建築事業 関係会社事業 その他事業 合　　計

顧客との契約から

生じる収益
75,814 62,905 10,075 － 148,794

その他の収益（注） － － 169 406 575

外部顧客への売上高 75,814 62,905 10,244 406 149,370

（注）その他の収益は、不動産賃貸収入によるものであります。

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４．会計方針に

関する事項　(5) 重要な収益及び費用の計上基準」に記載しております。
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３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度

末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する

情報

①契約資産及び契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の内訳は以下のとおりです。

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

（単位：百万円）

 期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 21,410 26,846

契約資産 55,858 48,223

契約負債 5,458 13,475

 

契約資産は、主に工事契約において進捗度に応じて収益を認識することにより計上した対価に対する権利とし

て認識しており、対価に対する権利が無条件となった時点で債権に振り替えております。契約負債は、主に工事

契約において顧客から受け取った前受金に関連するものです。

当連結会計年度期首における契約負債残高は、概ね当連結会計年度の収益として認識しており、翌連結会計年

度以降に繰り越される金額に重要性はありません。

また、当連結会計年度において、過去の期間に充足した履行義務から認識した収益の金額に重要性はありませ

ん。

 

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

（単位：百万円）

 期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 26,846 28,466

契約資産 48,223 67,692

契約負債 13,475 4,813

 

契約資産は、主に工事契約において進捗度に応じて収益を認識することにより計上した対価に対する権利とし

て認識しており、対価に対する権利が無条件となった時点で債権に振り替えております。契約負債は、主に工事

契約において顧客から受け取った前受金に関連するものです。

当連結会計年度期首における契約負債残高は、概ね当連結会計年度の収益として認識しており、翌連結会計年

度以降に繰り越される金額に重要性はありません。

また、当連結会計年度において、過去の期間に充足した履行義務から認識した収益の金額に重要性はありませ

ん。

 

②残存履行義務に配分した取引価格

当連結会計年度末において残存履行義務に配分した取引価格の総額は、188,978百万円であります。当該残存履

行義務は、概ね５年以内に収益として認識すると見込んでおります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社グループは、建設事業を中心に事業活動を展開しており、本社に土木・建築別の事業本部、関係会社やその

他事業を管理する部署を置き、国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

当社グループは、当社の事業及び関係会社を基礎としたセグメントから構成されており、「土木事業」、「建築

事業」、「関係会社事業」及び「その他事業」の４つを報告セグメントとしております。

「土木事業」は、当社が行う土木工事の施工請負等の事業、「建築事業」は、当社が行う建築工事の施工請負等

の事業、「関係会社事業」は、当社の連結子会社が行う事業、「その他事業」は、当社が行う不動産賃貸等の事業

であります。

なお、当連結会計年度より、報告セグメントを従来の「土木事業」、「建築事業」、「製造事業」、「その他兼

業事業」の４区分から、「土木事業」、「建築事業」、「関係会社事業」、「その他事業」の４区分に変更してお

ります。

この変更は、事業環境の変化に対応し、マネジメント・アプローチの観点から主力となる土木事業・建築事業を

軸とした事業セグメントに再編成するものです。

この変更に伴い、従来各セグメントの区分に含まれていた「関係会社事業」は独立したセグメントとなり、ま

た、従来の「製造事業」は「関係会社事業」に含まれて報告されます。

なお、前連結会計年度のセグメント情報は、当連結会計年度の報告セグメントの区分に基づき作成したものを開

示しております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、売上総利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

なお、セグメント資産については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象となっていないた

め、記載しておりません。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

連結財務諸
表計上額
（注）２ 土木事業 建築事業

関係会社
事業

その他
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 68,599 52,857 13,766 403 135,627 － 135,627

セグメント間の内部

売上高又は振替高
57 － 11,883 － 11,941 △11,941 －

計 68,657 52,857 25,650 403 147,568 △11,941 135,627

セグメント利益

（売上総利益）
13,174 5,116 4,715 120 23,126 △93 23,032

その他の項目        

減価償却費 158 16 456 160 791 338 1,129

（注）１．セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の売上総利益と調整を行っております。

 

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

連結財務諸
表計上額
（注）２ 土木事業 建築事業

関係会社
事業

その他
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 75,814 62,905 10,244 406 149,370 － 149,370

セグメント間の内部

売上高又は振替高
35 － 14,681 － 14,716 △14,716 －

計 75,849 62,905 24,925 406 164,087 △14,716 149,370

セグメント利益

（売上総利益）
14,167 5,952 4,488 126 24,734 19 24,754

その他の項目        

減価償却費 139 12 442 159 755 350 1,106

（注）１．セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の売上総利益と調整を行っております。

 

４．セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 147,568 164,087

調整額（セグメント間取引消去） △11,941 △14,716

連結財務諸表の売上高 135,627 149,370
 

（単位：百万円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 23,126 24,734

調整額（セグメント間取引消去） △93 19

販売費及び一般管理費 △10,717 △11,822

連結財務諸表の営業利益 12,315 12,932
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【関連情報】

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

 土木事業 建築事業 関係会社事業 その他事業 合計

外部顧客への売上高 68,599 52,857 13,766 403 135,627

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の氏名又は名称 売上高（百万円） 関連するセグメント

中日本高速道路株式会社 20,998 土木事業、関係会社事業

西日本高速道路株式会社 16,000 土木事業、建築事業、関係会社事業

 

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

 土木事業 建築事業 関係会社事業 その他事業 合計

外部顧客への売上高 75,814 62,905 10,244 406 149,370

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の氏名又は名称 売上高（百万円） 関連するセグメント

西日本高速道路株式会社 22,419 土木事業、関係会社事業

中日本高速道路株式会社 20,281 土木事業、関係会社事業

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

報告セグメントには配分しておりませんが、減損損失を61百万円計上しております。
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

       （単位：百万円）

 報告セグメント

その他 全社・消去 合計
 土木事業 建築事業

関係会社
事業

その他事業 計

当期償却額 － － 19 － 19 － － 19

当期末残高 － － 26 － 26 － － 26

 

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

       （単位：百万円）

 報告セグメント

その他 全社・消去 合計
 土木事業 建築事業

関係会社
事業

その他事業 計

当期償却額 － － 19 － 19 － － 19

当期末残高 － － 6 － 6 － － 6

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）及び当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　

2026年３月31日）

該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

①連結財務諸表提出会社の親会社及び法人主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

②連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

大成建設株式会社（東京証券取引所に上場）

 

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

１株当たり純資産額 1,237円94銭 1,398円68銭

１株当たり当期純利益 175円92銭 199円33銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

 

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 57,880 65,486

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
0 0

（うち非支配株主持分（百万円）） (0) (0)

普通株式に係る期末の純資産の額

（百万円）
57,880 65,485

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（千株）
46,755 46,819

（注）役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式を、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する

自己株式に含めております。自己株式の期末株式数は前連結会計年度730千株、当連結会計年度666千株であり、この

うち役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式の期末株式数は前連結会計年度639千株、当連結会計年度574千株であり

ます。

 

（注）２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 2024年４月１日
至 2025年３月31日）

当連結会計年度
（自 2025年４月１日
至 2026年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益

（百万円）
8,217 9,328

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益（百万円）
8,217 9,328

普通株式の期中平均株式数（千株） 46,714 46,798

（注）役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式を、１株当たり当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算にお

いて控除する自己株式に含めております。自己株式の期中平均株式数は前連結会計年度771千株、当連結会計年度687

千株であり、このうち役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式の期中平均株式数は前連結会計年度680千株、当連結

会計年度は596千株であります。
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（重要な後発事象）

（連結子会社の吸収合併）

当社は、2026年４月１日を効力発生日として、当社の連結子会社であるピー・エス・コンクリート株式会社を

吸収合併いたしました。

 

１．取引の概要

(1) 被結合企業の名称及び事業の内容

被結合企業の名称　ピー・エス・コンクリート株式会社

事業の内容　　　　コンクリート製品の製造、販売

 

(2) 企業結合日

2026年４月１日

 

(3) 企業結合の法的形式

当社を存続会社、ピー・エス・コンクリート株式会社を消滅会社とする吸収合併

 

(4) 結合後企業の名称

ピーエス・コンストラクション株式会社

 

(5) 企業結合の目的

ピー・エス・コンクリート株式会社は、建設工事用部材としてプレストレスト・コンクリート（注１）製品及

びプレキャスト・コンクリート（注２）製品の製造・販売を行っております。

今後、建設業界では就業者数の減少や高齢化が進むと予想されており、建設工事におけるプレキャスト化は

更に促進するものと期待されています。

こうした環境の中、ピー・エス・コンクリート株式会社では、設備の更新、増強、自動化に加え、製造技術

の開発、コストダウンを速やかに進める必要があることから、当社に吸収合併いたしました。

（注１）「プレストレスト・コンクリート」とは、あらかじめ応力を与えることで、一般的にコンクリートの最大の弱点とされる引

張力に対する耐性を強化したコンクリートを指します。

（注２）「プレキャスト・コンクリート」とは、あらかじめ工場で製作したコンクリート部材を指し、現場で型枠を組み施工するよ

りも省力化が図れるとともに、短工期・高品質・高耐久という特徴を有しています。

 

２．実施する会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2024年９月13日）に基づき、共通支配下

の取引として処理いたします。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 9,500 15,100 1.6 －

１年内に返済予定のリース債務 257 175 4.0 －

１年内に返済予定の長期借入金 4,360 3,260 1.4 －

長期借入金（１年内に返済予定のものを除く。） 4,700 9,940 1.6 2030年12月30日

リース債務（１年内に返済予定のものを除く。） 753 739 4.2 2037年４月30日

その他有利子負債 － － － －

合計 19,570 29,214 － －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高等に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金及びリース債務（１年内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下の

とおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 360 4,080 － 5,500

リース債務 121 145 101 64

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会計

年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定により記

載を省略しております。

 

(2)【その他】

①当連結会計年度における半期情報等

 中間連結会計期間 当連結会計年度

売上高（百万円） 73,051 149,370

税金等調整前

中間（当期）純利益（百万円）
6,708 12,821

親会社株主に帰属する

中間（当期）純利益（百万円）
4,363 9,328

１株当たり中間（当期）純利益（円） 93.27 199.33

②決算日後の状況

該当事項はありません。

③重要な訴訟等

該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 17,528 4,607

受取手形 841 2

電子記録債権 539 2,601

完成工事未収入金 ※１ 22,293 ※１ 24,010

契約資産 47,248 66,599

未成工事支出金 3,328 2,266

仕掛品 151 37

材料貯蔵品 49 33

前払費用 159 229

未収入金 2,723 4,494

未収収益 0 0

関係会社短期貸付金 250 100

立替金 28 41

その他 75 72

貸倒引当金 △213 △289

流動資産合計 95,005 104,808

固定資産   

有形固定資産   

建物 9,323 9,045

減価償却累計額 △4,401 △4,219

建物（純額） 4,922 4,825

構築物 946 966

減価償却累計額 △652 △670

構築物（純額） 294 295

機械及び装置 2,172 2,197

減価償却累計額 △1,766 △1,842

機械及び装置（純額） 405 355

車両運搬具 29 29

減価償却累計額 △29 △29

車両運搬具（純額） 0 0

工具器具・備品 1,338 1,426

減価償却累計額 △1,143 △1,206

工具器具・備品（純額） 194 219

土地 ※３ 7,081 ※３ 6,969

リース資産 1,409 1,337

減価償却累計額 △466 △483

リース資産（純額） 943 853

建設仮勘定 106 100

有形固定資産合計 13,948 13,619

無形固定資産 27 26
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

投資その他の資産   

投資有価証券 3,000 5,163

関係会社株式 1,546 1,546

出資金 0 0

関係会社出資金 66 66

破産更生債権等 857 284

差入保証金 876 861

繰延税金資産 1,356 1,116

前払年金費用 1,981 1,869

その他 115 174

貸倒引当金 △857 △284

投資その他の資産合計 8,945 10,799

固定資産合計 22,920 24,446

資産合計 117,926 129,254

負債の部   

流動負債   

支払手形 339 72

電子記録債務 5,603 6,831

工事未払金 ※１ 16,342 ※１ 18,607

短期借入金 ※４ 9,500 ※４ 15,100

リース債務 215 163

１年内返済予定の長期借入金 ※４ 4,360 ※４ 3,260

未払金 1,461 1,570

未払費用 350 414

未払法人税等 2,244 1,844

契約負債 13,338 4,645

預り金 2,935 4,104

賞与引当金 876 980

完成工事補償引当金 130 77

工事損失引当金 8 19

その他 646 1,104

流動負債合計 58,352 58,796

固定負債   

長期借入金 ※４ 4,700 ※４ 9,940

リース債務 747 712

再評価に係る繰延税金負債 ※３ 1,250 ※３ 1,250

退職給付引当金 2,682 2,727

株式報酬引当金 276 243

資産除去債務 317 319

その他 347 337

固定負債合計 10,322 15,531

負債合計 68,674 74,327
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,218 4,218

資本剰余金   

資本準備金 8,110 8,110

その他資本剰余金 0 0

資本剰余金合計 8,110 8,110

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 33,984 37,971

利益剰余金合計 33,984 37,971

自己株式 △431 △475

株主資本合計 45,882 49,826

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,530 3,020

土地再評価差額金 ※３ 1,838 ※３ 2,080

評価・換算差額等合計 3,369 5,100

純資産合計 49,251 54,927

負債純資産合計 117,926 129,254
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当事業年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

売上高   

完成工事高 118,903 137,816

兼業事業売上高 2,926 1,344

売上高合計 121,830 139,161

売上原価   

完成工事原価 100,864 117,826

兼業事業売上原価 2,583 1,089

売上原価合計 103,447 118,915

売上総利益   

完成工事総利益 18,039 19,990

兼業事業総利益 343 255

売上総利益合計 18,382 20,245

販売費及び一般管理費   

役員報酬 229 250

従業員給料手当 2,935 3,034

賞与引当金繰入額 197 228

退職給付費用 94 99

株式報酬引当金繰入額 90 42

法定福利費 527 534

福利厚生費 259 296

修繕維持費 0 19

事務用品費 75 112

通信交通費 325 362

動力用水光熱費 21 23

調査研究費 721 788

広告宣伝費 102 162

交際費 115 134

寄付金 19 38

地代家賃 308 313

貸倒引当金繰入額 △17 75

減価償却費 270 295

租税公課 564 593

保険料 47 45

雑費 1,502 2,018

販売費及び一般管理費合計 8,392 9,474

営業利益 9,989 10,771
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当事業年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

営業外収益   

受取利息 8 11

受取配当金 ※１ 556 ※１ 715

受取賃貸料 18 15

受取ロイヤリティー 44 25

物品売却益 0 0

為替差益 － 15

償却債権取立益 25 －

その他 58 38

営業外収益合計 712 823

営業外費用   

支払利息 234 368

支払保証料 61 83

為替差損 6 －

支払手数料 46 45

その他 6 32

営業外費用合計 354 531

経常利益 10,347 11,063

特別利益   

固定資産売却益 ※２ 22 ※２ 146

投資有価証券売却益 － 107

その他 － 2

特別利益合計 22 256

特別損失   

固定資産除売却損 ※３ 22 ※３ 122

投資有価証券評価損 15 －

減損損失 － 61

ゴルフ会員権評価損 1 －

ゴルフ会員権売却損 4 －

その他 7 －

特別損失合計 52 183

税引前当期純利益 10,316 11,135

法人税、住民税及び事業税 3,094 3,087

法人税等調整額 △51 △446

法人税等合計 3,043 2,641

当期純利益 7,273 8,494
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【完成工事原価報告書】

  
前事業年度

(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当事業年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

材料費  18,355 18.2 20,875 17.7

労務費  853 0.8 1,094 0.9

外注費  57,212 56.7 66,874 56.8

経費  19,577 19.4 22,461 19.1

（うち人件費）  (8,117) (8.1) (8,287) (7.0)

振替部材費  4,864 4.9 6,520 5.5

計  100,864 100.0 117,826 100.0

脚注 (1) 原価計算の方法は、個別原価計算により受注工事毎に原価を、材料費、労務費、外注費及び経費の各要素に

分類集計しております。

(2) 振替部材費は請負工事契約に基づく工事用部材を工場で生産した原価であります。

 

【兼業事業売上原価明細書】

  
前事業年度

(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当事業年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

材料費  421 42.8 421 41.4

労務費  235 23.9 268 26.3

（うち労務外注費）  (171) (17.5) (183) (18.0)

経費  326 33.3 328 32.3

（うち減価償却費）  (19) (2.0) (17) (1.7)

当期総製造費用  983 100.0 1,019 100.0

期首仕掛品棚卸高  423  151  

他勘定への振替高  848  875  

計  558  294  

期末仕掛品棚卸高  151  37  

当期製品仕入高  1,892  552  

当期製品製造原価  2,299  809  

不動産事業売上原価  283  279  

兼業事業売上原価　計  2,583  1,089  

脚注 (1) 原価計算の方法は、製品製造原価については個別実際原価計算、不動産事業売上原価については個別原価計

算であります。

ただし、製品製造原価における型枠消耗費は使用回数、また賃金、コンクリート部門費、補助材料部門費及

び間接費は生産屯数に基づき、それぞれ予定率で原価に算入しております。

(2)（注）他勘定への振替高の内訳は次のとおりであります。

 前事業年度 当事業年度  

未成工事支出金勘定 848百万円 875百万円  
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 4,218 8,110 0 8,110 29,073 29,073 △491 40,911

当期変動額         

剰余金の配当     △2,322 △2,322  △2,322

当期純利益     7,273 7,273  7,273

自己株式の取得       △0 △0

自己株式の処分       61 61

自己株式処分差益   0 0    0

土地再評価差額金の取崩     △40 △40  △40

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

        

当期変動額合計 － － 0 0 4,910 4,910 60 4,971

当期末残高 4,218 8,110 0 8,110 33,984 33,984 △431 45,882

 

     

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 1,916 1,833 3,749 44,661

当期変動額     

剰余金の配当    △2,322

当期純利益    7,273

自己株式の取得    △0

自己株式の処分    61

自己株式処分差益    0

土地再評価差額金の取崩    △40

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

△385 4 △380 △380

当期変動額合計 △385 4 △380 4,590

当期末残高 1,530 1,838 3,369 49,251
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当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 4,218 8,110 0 8,110 33,984 33,984 △431 45,882

当期変動額         

剰余金の配当     △4,265 △4,265  △4,265

当期純利益     8,494 8,494  8,494

自己株式の取得       △115 △115

自己株式の処分       71 71

土地再評価差額金の取崩     △241 △241  △241

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

        

当期変動額合計 － － － － 3,987 3,987 △44 3,943

当期末残高 4,218 8,110 0 8,110 37,971 37,971 △475 49,826

 

     

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 1,530 1,838 3,369 49,251

当期変動額     

剰余金の配当    △4,265

当期純利益    8,494

自己株式の取得    △115

自己株式の処分    71

土地再評価差額金の取崩  241 241 －

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

1,490  1,490 1,490

当期変動額合計 1,490 241 1,731 5,675

当期末残高 3,020 2,080 5,100 54,927
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産

未成工事支出金・仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

材料貯蔵品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、2016年４月１日以降取得の建物

附属設備、構築物については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物・構築物　　　　　　　　　　10年～60年

機械、運搬具及び工具器具備品　　２年～12年

(2) 無形固定資産

定額法

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し換算差額は損益として処理しておりま

す。

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 完成工事補償引当金

完成工事等にかかる瑕疵担保等の費用に備えるため、過去の実績率を基礎とする将来の見積補修費を計上

しております。

(4) 工事損失引当金

手持工事等のうち損失の発生が見込まれるものについて、将来の損失に備えるため、その損失見込額を計

上しております。

(5) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

また、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしておりま

す。

(6) 株式報酬引当金

当社は株式交付規程に基づく取締役及び執行役員に対する将来の当社株式の交付に備えるため、取締役及

び執行役員に割り当てられたポイントに応じた支給見込額を計上しております。
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５．収益及び費用の計上基準

当社の主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する

通常の時点）は、以下のとおりであります。

土木事業及び建築事業においては、土木工事及び建築工事の施工請負等に係る工事契約に基づき、顧客が

指図する構造物を総合的に施工管理し完成引渡することが履行義務であります。工期がごく短期間の工事契

約を除き、全ての工事契約について履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識しており

ます。工期がごく短期間の工事契約については代替的な取扱いを適用し、完全に履行義務を充足した時点で

収益を認識しております。

履行義務の充足に係る進捗度は、工事原価総額に対する会計年度末までの発生原価の割合（以下、「原価

進捗度」という。）に基づき見積もっております。ただし、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積る

ことができない場合で、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、

履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができる時まで原価回収基準を適用しております。

収益は、顧客との契約に係る取引価格で測定しておりますが、土木事業及び建築事業の収益は、設計変更

等に伴う工事契約の変更に関して、契約の当事者による契約変更の施工範囲の合意にも拘わらず、それに対

応する価格の変更を決定していない場合には、当該契約変更による取引価格の変更を合理的に見積っており

ます。取引の対価は履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでお

りません。

兼業事業においては、コンクリート製品の製造・販売及び不動産事業を行っております。

コンクリート製品の製造・販売においては、当該製品の製造及び販売が履行義務であります。コンクリー

ト製品に対する支配が顧客に移転した時点で履行義務が充足されますが、出荷時からコンクリート製品の支

配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であることから、代替的な取扱いを適用し、出荷時に収益

を認識しております。

収益は、顧客との契約に係る取引価格で測定しております。取引の対価は履行義務を充足してから主とし

て１年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりません。

不動産事業においては、当該事業に係るサービス提供が主な履行義務であります。主として契約期間にお

けるサービス提供により履行義務が充足されることから、時の経過に応じて収益を認識しております。

収益は、顧客との契約に係る取引価格で測定しております。取引の対価は履行義務を充足してから主とし

て１年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりません。

６．その他財務諸表作成のための基礎となる事項

(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結財務諸表における会計処理の方法と異

なっております。

(2) 関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続

特定建設工事共同企業体に係る工事の会計処理

特定建設工事共同企業体（以下「ＪＶ」という。）に係る工事の会計処理はＪＶに対する持分割合に応

じて決算に取り込む方法を採用しております。
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（重要な会計上の見積り）

・原価進捗度に基づく収益認識

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

（単位：百万円）

 前事業年度 当事業年度

完成工事高 109,236 132,035

 

(2) その他の情報

連結財務諸表「注記事項（重要な会計上の見積り）」に記載のとおりであります。

 

（追加情報）

（取締役及び執行役員に対する業績連動型株式報酬制度）

当社は、2016年６月28日開催の第68回定時株主総会において、当社取締役及び執行役員（社外取締役及び海外

居住者を除く。以下「取締役等」という。）へのインセンティブプランとして、2016年度から業績連動型株式報

酬制度（以下「本制度」という。）を導入することを決議しました。本制度は取締役等の報酬と当社グループ業

績との連動性をより明確にし、当社の中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的

としております。信託に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関

する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じております。

１　取引の概要

役員報酬ＢＩＰ（Board Incentive Plan）信託と称される仕組みを採用し、当社が拠出する取締役等の報酬額

を原資として役員報酬ＢＩＰ信託により取得した当社株式を各連結会計年度の業績目標の達成度等に応じて当社

取締役等に交付します。

２　信託に残存する当社株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前事業年度末389百万円及び639,097株、当

事業年度末432百万円及び574,548株であります。
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（貸借対照表関係）

※１　関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

 
前事業年度

（2025年３月31日）
当事業年度

（2026年３月31日）

流動資産   

完成工事未収入金 17百万円 258百万円

流動負債   

工事未払金 2,632 2,321

 

２　保証債務

次の取引先の手付金に対する保証を行っております。

 
前事業年度

（2025年３月31日）
当事業年度

（2026年３月31日）

株式会社新昭和 78百万円 －百万円

 

※３　土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正す

る法律」（2001年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、評価差額については、当該評

価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地

再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

・再評価の方法…「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定

める固定資産税評価額に基づく算出方法によっております。

・再評価を行った年月日…2002年３月31日

 
前事業年度

（2025年３月31日）
当事業年度

（2026年３月31日）

再評価を行った土地の期末における時価と

再評価後の帳簿価額との差額
△1,054百万円 △1,163百万円

 なお、賃貸等不動産に係る土地

の再評価差額は417百万円であり、

期末における時価と再評価後の帳

簿価額との差額は162百万円であり

ます。

なお、賃貸等不動産に係る土地

の再評価差額は417百万円であり、

期末における時価と再評価後の帳

簿価額との差額は99百万円であり

ます。
 
 

※４　財務制限条項

(1) 当社は2017年３月28日にシンジケート方式によるコミットメントライン契約を締結しております。

本契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりです。

 
前事業年度

（2025年３月31日）

当事業年度

（2026年３月31日）

コミットメントラインの総額 17,300百万円 17,300百万円

借入実行残高 － 3,300

借入未実行残高 17,300 14,000

なお、本契約には下記の財務制限条項が付されております。

経常利益の維持

2017年３月期以降の各年度の決算期における連結損益計算書上の経常損益に関して２期連続して経常損失を計

上しないこと。

 

(2) 当社の長期借入金13,200百万円(うち、１年内返済予定3,260百万円)のうち、2023年10月に契約した900百万円

については下記の財務制限条項が付されております。

純資産の維持

各事業年度の決算期末日における連結貸借対照表における純資産の金額を36,000百万円以上に維持すること。

経常利益の維持

各事業年度の決算期における連結損益計算書に示されるキャッシュ・フローを2,500百万円以上に維持するこ

と。なお、ここでいうキャッシュ・フローとは、経常損益、減価償却費及びのれんの償却費の合計金額から法人

税等充当額を控除した金額をいう。

 

５　偶発債務

連結財務諸表「注記事項（連結貸借対照表関係）７　偶発債務」に記載のとおりであります。
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当事業年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

関係会社からの受取配当金 463百万円 622百万円

 

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当事業年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

土地 22百万円 98百万円

建物 － 48

計 22 146

 

※３　固定資産除売却損の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当事業年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

建物 21百万円 114百万円

構築物 1 8

機械及び装置 － 0

工具器具・備品 0 0

計 22 122

 

（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式

前事業年度（2025年３月31日）

子会社株式(貸借対照表計上額　子会社株式1,023百万円）は、市場価格のない株式等のため、記載しており

ません。

関連会社株式(貸借対照表計上額　関連会社株式522百万円)は、市場価格のない株式等のため、記載してお

りません。

 
当事業年度（2026年３月31日）

子会社株式(貸借対照表計上額　子会社株式1,023百万円）は、市場価格のない株式等のため、記載しており

ません。

関連会社株式(貸借対照表計上額　関連会社株式522百万円)は、市場価格のない株式等のため、記載してお

りません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2025年３月31日）
 
 

当事業年度
（2026年３月31日）

繰延税金資産    

減損損失 745百万円 726百万円

退職給付引当金 845  859

関係会社株式・出資金評価損 697  697

貸倒引当金繰入限度超過額 335  180

その他 2,590  2,891

繰延税金資産小計 5,214  5,355

評価性引当額 △2,554  △2,284

繰延税金資産合計 2,659  3,070

繰延税金負債    

前払年金費用 624  589

その他有価証券評価差額金 620  1,306

その他 58  58

繰延税金負債合計 1,303  1,954

繰延税金資産の純額 1,356  1,116

 

上記のほか、「再評価に係る繰延税金負債」として計上している土地の再評価に係る繰延税金資産及び繰延税金

負債の内訳は以下のとおりです。

 
前事業年度

（2025年３月31日）
 

当事業年度
（2026年３月31日）

土地の再評価に係る繰延税金資産 276百万円 200百万円

評価性引当額 △276  △200

繰延税金資産の合計 －  －

土地の再評価に係る繰延税金負債 1,250  1,250

繰延税金負債の純額 1,250  1,250

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2025年３月31日）
 
 

当事業年度
（2026年３月31日）

法定実効税率 30.6％  30.6％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0  1.1

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.6  △1.8

住民税均等割 0.9  0.9

評価性引当額の増減 0.6  △3.1

税率変更による期末繰延税金資産の増額修正 △0.3  －

その他 △1.7  △4.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.5  23.7
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、財務諸表「注記事項（重要な会計方針）５．収益及び費用の計上基

準」に記載しております。

 

 

（重要な後発事象）

（連結子会社の吸収合併）

当社は、2026年４月１日を効力発生日として、当社の連結子会社であるピー・エス・コンクリート株式会社を

吸収合併いたしました。詳細は、連結財務諸表「注記事項（重要な後発事象）」に記載しております。

なお、これにより、翌事業年度において、抱合せ株式消滅差益1,283百万円を特別利益に計上する予定です。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）

投資有価証券
その他
有価証
券

東京応化工業株式会社 302,094 2,227

株式会社大林組 500,000 1,878

ショーボンドホールディングス株式会社 255,200 358

株式会社三菱総合研究所 57,000 265

首都圏新都市鉄道株式会社 3,000 150

関西国際空港土地保有株式会社 1,560 64

ヒロセホールディングス株式会社 50,000 44

京成電鉄株式会社 37,500 44

中部国際空港株式会社 710 35

ハートランド平尾台株式会社 1,400 15

その他（32銘柄） 103,479 80

計 1,311,943 5,163
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 9,323 426
704

(51)
9,045 4,219 260 4,825

構築物 946 34
14

(0)
966 670 31 295

機械及び装置 2,172 51 25 2,197 1,842 101 355

車両運搬具 29 － － 29 29 － 0

工具器具・備品 1,338 107 19 1,426 1,206 82 219

土地

7,081

 
{3,088}

－

 
{241}

112

(9)

{－}

6,969

 
{3,330}

－ － 6,969

リース資産 1,409 145 218 1,337 483 183 853

建設仮勘定 106 576 582 100 － － 100

計

22,408

 
{3,088}

1,341

 
{241}

1,677

(61)

{－}

22,072

 
{3,330}

8,452 659 13,619

無形固定資産 － － － 26 － － 26

（注）１．「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失計上額であります。

２．土地の｛　｝内の金額は、土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）により行った土地の

再評価実施前の帳簿価額との差額であります。

３．無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため、「当期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」

の記載を省略しております。

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金（注１） 1,070 289 571 213 573

賞与引当金 876 980 876 － 980

完成工事補償引当金（注２） 130 77 50 79 77

工事損失引当金 8 19 8 － 19

株式報酬引当金 276 42 76 － 243

（注）１．貸倒引当金の当期減少額（その他）213百万円は、回収及び一般債権の貸倒実績率による洗替によるものであ

ります。

２．完成工事補償引当金の当期減少額（その他）79百万円は、洗替による取崩額であります。

 

(2)【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

(3)【その他】

①決算日後の状況

該当事項はありません。

②重要な訴訟等

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 １００株

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ――─――――

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故、その他

やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載ＵＲＬ　https://www.psc.co.jp/

株主に対する特典 なし

 

（注）当社の単元未満株式を有する株主は、単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使できません。

（１）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

（２）取得請求権付株式の取得を請求する権利

（３）募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利

（４）前条に規定する単元未満株式の買増しを請求する権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第77期）（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）2025年６月20日関東財務局長に提出

(2) 有価証券報告書の訂正報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第77期）（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）2025年６月27日関東財務局長に提出

(3) 内部統制報告書及びその添付書類

2025年６月20日関東財務局長に提出

(4) 半期報告書及び確認書

（第78期中）（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）2025年11月11日関東財務局長に提出

(5) 臨時報告書

2025年６月27日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨時

報告書であります。

2026年２月９日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告書でありま

す。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

 2026年６月19日

ピーエス・コンストラクション株式会社  

取締役会　　御中  

 

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 森　本　泰　行

    

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 前　田　貴　史

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるピーエス・コンストラクション株式会社の2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行っ

た。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ピー

エス・コンストラクション株式会社及び連結子会社の2026年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子

会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎と

なる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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土木事業及び建築事業における工事原価総額の見積りの合理性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

注記事項（連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項） ４．会計方針に関する事項 (5)重要な収益及び費

用の計上基準 に記載のとおり、ピーエス・コンストラク

ション株式会社及び連結子会社は、土木事業及び建築事業

については、工期がごく短期間の工事契約を除き、全ての

工事契約について履行義務を充足するにつれて一定期間に

わたって収益を認識している。また、履行義務の充足に係

る進捗度は、工事原価総額に対する連結会計年度末までの

発生原価の割合（以下「原価進捗度」という）に基づき算

定される。注記事項（重要な会計上の見積り）原価進捗度

に基づく収益認識 に記載のとおり、当連結会計年度にお

いて、原価進捗度に基づき計上した完成工事高は137,279

百万円となり、連結損益計算書の売上高の91.9%を占めて

いる。

注記事項（重要な会計上の見積り）原価進捗度に基づく

収益認識に記載のとおり、進捗度の測定の基礎となる工事

原価総額の見積りは、工事契約毎の実行予算によって行わ

れ、工事着工後は工事管理月報等の報告書により定期的に

見直されている。実行予算の策定にあたっては、顧客の指

図に基づく仕様や作業内容を全て反映しているか否かの判

断を伴い、実行予算は、工種毎に多岐にわたる原価項目か

ら構成されるため、その見積りには不確実性が伴う。ま

た、工事着工後においては、設計及び仕様等の変更によっ

て、適時・適切に工事原価総額の見積りを見直す必要があ

る。そのため、工事原価総額の見積りは不確実性が存在

し、これらの経営者の判断が重要な影響を及ぼす。

以上から、当監査法人は、土木事業及び建築事業におけ

る工事原価総額の見積りの合理性が、当連結会計年度の連

結財務諸表監査において特に重要であり、監査上の主要な

検討事項に該当すると判断した。

当監査法人は、土木事業及び建築事業における工事原価

総額の見積りの合理性を評価するため、主に以下の監査手

続を実施した。

 

(1)内部統制の評価

実行予算及び工事管理月報等の報告書に関連する内部統

制の整備状況及び運用状況の有効性について、特に以下に

焦点を当て評価を実施した。

 

・　実行予算の策定時に工種毎に見積原価を算定し、承認

する統制

・　工事着工後における状況の変化を適時・適切に工事管

理月報等の報告書に反映させるための統制

 

(2)工事原価総額の見積りの合理性の評価

工事原価総額の見積りの基礎となる実行予算等の見積り

の合理性を評価するため、主に以下の手続を実施した。

 

・　一定の基準により抽出した工事契約について、実行予

算の原価明細と関連する根拠証憑を照合し、適切に工

事原価総額が見積られていることを確かめた。

 

・　大型工事契約を中心に、利益率の変動が一定率以上増

減した工事契約、原価進捗度と工程表の予定進捗率と

の乖離が一定率以上ある工事契約、及び状況の変化を

示唆する定性的な情報に着目して抽出した工事契約に

ついて、工事担当者等への質問、工程表の閲覧及び工

事原価総額の変動金額と関連する根拠証憑との照合に

より、工事着工後の状況の変化が適時・適切に工事原

価総額に反映されていることを確かめた。
 
 

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

 

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

・連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関

連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取引

や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手

するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及び査閲に関

して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断

した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁

止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ピーエス・コンストラクショ

ン株式会社の2026年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、ピーエス・コンストラクション株式会社が2026年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効である

と表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準

に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監

査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上

の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

 

・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施する。

内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用さ

れる。

・財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統

制報告書の表示を検討する。

・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、内部

統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監

査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識

別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につ

いて報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬及

び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等(３) 【監査の状

況】に記載されている。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 
 
（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

 2026年６月19日

ピーエス・コンストラクション株式会社  

取締役会　　御中  

 

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 森　本　泰　行

    

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 前　田　貴　史

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるピーエス・コンストラクション株式会社の2025年４月１日から2026年３月31日までの第78期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査

を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ピーエ

ス・コンストラクション株式会社の2026年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立してお

り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 

土木事業及び建築事業における工事原価総額の見積りの合理性

財務諸表の監査報告書で記載すべき監査上の主要な検討事項「土木事業及び建築事業における工事原価総額の見積り

の合理性」は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項「土木事業及び建築事業における

工事原価総額の見積りの合理性」と実質的に同一の内容である。このため、財務諸表の監査報告書では、これに関する

記載を省略している。

 

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
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当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

 

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関

連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継

続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか

とともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を

適正に表示しているかどうかを評価する。

 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項

を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されて

いる場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜報酬関連情報＞

報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
 
（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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